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税務訴訟資料 第２６８号－１０２（順号１３２０７） 

神戸地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 青色申告承認取消処分取消等請求事件 

国側当事者・国（兵庫税務署長） 

平成３０年１１月１４日棄却・控訴 

 

判 決 

原告 株式会社Ｃ 

同代表者代表取締役 甲 

同訴訟代理人弁護士 髙橋 敬 

同 辰巳 裕規 

同 大搗 幸男 

同 柿沼 太一 

同 永井 光弘 

被告 国 

同代表者法務大臣 山下 貴司 

処分行政庁 兵庫税務署長 

 荒木 敏明 

被告指定代理人 熊田 篤 

同 東 正幸 

同 足立 昌隆 

同 山中 秀紀 

同 岡崎 年晴 

同 坂井 誠司 

同 石田 武史 

同 表内 武司 

同 上田 英毅 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が平成２０年４月１日付けで原告に対してした、原告の平成１５年１０月１日か

ら平成１６年９月３０日までの事業年度以後の法人税に係る青色申告の承認を取り消す旨の処

分を取り消す。 

２ 処分行政庁が平成２０年６月２６日付けで原告に対してした、以下の各処分をいずれも取り

消す。 

（１）平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの事業年度の法人税の更正処分のう
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ち所得金額マイナス１１３万８６６４円及び納付すべき税額０円を超える部分並びに過少申

告加算税及び重加算税の賦課決定処分 

（２）平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの事業年度の法人税の更正処分のう

ち所得金額マイナス３００万０１２６円及び納付すべき税額０円を超える部分並びに過少申

告加算税及び重加算税の賦課決定処分 

（３）平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの事業年度の法人税の更正処分のう

ち所得金額０円及び納付すべき税額０円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の

賦課決定処分 

３ 処分行政庁が平成２０年６月２６日付けで原告に対してした、以下の各処分をいずれも取り

消す。 

（１）平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの課税期間の消費税及び地方消費税

の更正処分（ただし、国税不服審判所の平成２１年９月８日付け裁決により一部を取り消さ

れた後のもの。）のうち納付すべき税額４１９万６７００円を超える部分並びに過少申告加

算税及び重加算税の賦課決定処分 

（２）平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの課税期間の消費税及び地方消費税

の更正処分のうち納付すべき税額６８１万２２００円を超える部分並びに過少申告加算税及

び重加算税の賦課決定処分 

（３）平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの課税期間の消費税及び地方消費税

の更正処分のうち納付すべき税額２２２万６８００円を超える部分並びに過少申告加算税及

び重加算税の賦課決定処分 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子 

 本件は、株式会社である原告が、平成１４年１０月から平成１７年９月までの３事業年度の

法人税並びに３課税期間の消費税及び地方消費税に関し、所得金額又は課税標準額の一部を隠

ぺいし又は仮装し、これに基づいて過少な課税標準額及び税額を記載した確定申告書（平成１

５年１０月以後の事業年度の法人税については青色の申告書）を提出したなどとして、処分行

政庁から青色申告の承認を取り消す旨の処分（上記第１の１）並びに更正処分及び加算税の賦

課決定処分（同２、３）を受けたのに対し、上記隠ぺい又は仮装の事実はなく、上記申告書に

記載した課税標準額及び税額は過少でないなどと主張して、上記各処分（ただし、更正処分は

申告額を超える部分）の取消しを求める抗告訴訟（処分の取消しの訴え）である。 

２ 関係法令等の定め 

 別紙１「法令等の定め」のとおり。 

 以下では、特に断らない限り、法令等の略称は同別紙の定めに従い、改廃のある法令等は同

別紙で掲げたものを適用するものとする。 

３ 前提事実 

 以下に掲げる事実は、当事者間に争いのない事実、証拠又は弁論の全趣旨等により容易に認

めることのできる事実である。なお、認定に用いた証拠等は、その旨又は番号（特に断らない

限り枝番を含む。）を各事実の末尾に括弧を付して掲げる（第３以下においても同様である。）。 

（１）原告 

ア 原告は、昭和５６年４月●日に設立された、葬儀式典、供花請負及び寝台車の配置等を
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目的とする株式会社である。（争いのない事実、甲１） 

イ 原告の本店所在地は、設立以来、神戸市兵庫区である。（甲１、乙１） 

ウ 原告の資本金の額は、平成１１年１１月９日以降は、９６００万円である。（甲１） 

エ 原告の事業年度は、毎年１０月１日から翌年９月３０日まで（以下、例えば平成１５年

１０月１日から平成１６年９月３０日までの事業年度を「平成１６年９月期」と表記し、

他の事業年度の表記もこれに従うものとする。）である。（弁論の全趣旨） 

オ 原告は、以下の支店を設置している。（甲１、甲Ａ、乙１） 

① Ｄ支店 

 所在 兵庫県三木市 

 開設 昭和６０年３月頃 

② Ｅ支店（Ｆ支店） 

 所在 神戸市兵庫区 

 開設 平成２年６月頃 

③ Ｇ支店（Ｈ支店） 

 所在 神戸市北区 

 開設 平成８年９月頃（登記の経由は平成１０年９月１日） 

④ Ｉ支店 

 所在 神戸市兵庫区 

 開設 平成１０年７月頃 

（２）関係会社等 

ア 有限会社Ｊ 

（ア）有限会社Ｊ（以下「Ｊ」という。）は、昭和６１年４月●日に設立された、葬祭に関

する総合リース業、企画立案及び設営施工等を目的とする有限会社である。ただし、後

記第３のとおり、同社に事業体としての実体があったか否かについては、当事者間に争

いがある。（甲１６） 

（イ）Ｊの商号は、設立から平成５年３月７日までは有限会社Ｋであり、同月８日から平成

８年７月２２日までは有限会社Ｌであった。（甲１６） 

（ウ）Ｊの商業登記簿上の本店所在地は、平成８年７月２５日以降、神戸市須磨区である。

（甲１６） 

イ Ｍ有限責任事業組合 

（ア）Ｍ有限責任事業組合（以下「本件組合」という。）は、有限責任事業組合契約に関す

る法律（平成１７年法律第４０号）に基づき、平成１８年３月●日に効力が発生した、

葬儀式典及び供花の請負、寝台車等の配車、式典宰領、献茶婦の派遣・式典備品のメン

テナンスの請負等を目的とする有限責任事業組合である。（甲２２） 

（イ）本件組合の主たる事務所は、効力の発生から平成１９年２月１５日までは神戸市兵庫

区●●に置かれていたが、同月１６日以降は同区●●に置かれている。（甲２２） 

（３）関係者 

ア 甲（以下「甲」という。）は、昭和５６年４月２７日以降、原告の代表取締役の地位に

ある。（甲１、３７、４５、５４、乙１、弁論の全趣旨） 

イ 乙（以下「乙」という。）は、少なくとも平成１１年４月頃から平成１７年３月頃まで、
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原告の従業員であった。（甲４８、５６、５７、弁論の全趣旨） 

ウ 丙（以下「丙」という。）は、原告の従業員であったところ、平成１７年１１月３０日

に原告の取締役に就任した。その後、丙は、平成１８年１１月●日に死亡した。（甲１、

２７、５６、５８、６２、乙１０、１１、１３、１４、１９、弁論の全趣旨） 

エ Ｊの商業登記簿によれば、丁（以下「丁」という。）は、平成９年３月２４日、その取

締役及び代表取締役に就任した。（甲１６） 

オ 戊（以下「戊」という。）は、平成１２年５月１６日、Ｎ信用金庫兵庫支店において、

「Ｏ・戊」名義の普通預金口座（口座番号●●●●。以下「Ｏ口座」という。）を開設し

た。（甲２３、２７、乙２４、２５） 

カ Ｐは、平成１４年１０月ないし平成１７年９月当時、大阪府内において、「Ｐクラブ」

ないし「Ｑ」と称する宰領を派遣する事業（以下「Ｐクラブ」という。）を営んでいた。

なお、宰領とは、通夜式ないし葬儀の進行の取り仕切り及び司会等を担当する者をいう。

（甲２６、２８、３６、３７、５６、乙６、８、９、６１、６８、弁論の全趣旨） 

キ 平成１４年１０月ないし平成１７年９月当時、Ｒ（以下「Ｒ」という。）、Ｓ（以下

「Ｓ」という。）、Ｔ、Ｕ、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ及びＺは、Ｐクラブに所属する宰領であった。

（甲２９、乙６、８、９、１３、弁論の全趣旨） 

ク ａ（以下「ａ」という。）は、平成１４年１０月ないし平成１７年９月当時、「ａ献茶ク

ラブ」ないし「ａクラブ」と称する献茶婦を派遣する事業を営んでいた。なお、献茶婦と

は、通夜式ないし葬儀の際、参列者らに対する接客及び進行の補助等を担当する者をいう。

（甲２６、３０、３６、３７、５６、乙１０、１３、６１、６２、弁論の全趣旨） 

（４）拡張販売費名目での金員の支出 

 原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間において、別紙２「拡販費等の

支出」のとおり、金員の支出をした（以下「本件拡販費」といい、個々の支出を特定する場

合には「本件拡販費１－１」のように、別紙２の番号を使用して特定する。）。 

（５）確定申告 

ア 原告は、平成１５年１月１６日、処分行政庁に対し、平成１６年９月期以後の各事業年

度の法人税につき、青色申告の承認の申請書を提出した。（甲２、弁論の全趣旨） 

イ 原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの総勘定元帳に、Ｏに支払った外

注費、仕入れ及び通信費として、以下の金額（以下「本件外注費等」という。）を計上し

た。そして、原告は、本件外注費等が損金に当たることを前提に、下記ウ、オ及びカの各

確定申告書を作成した。（甲１５、弁論の全趣旨） 

① 平成１５年９月期 

  外注費 ２億１６７１万８１５０円 

  仕入れ    ８８９万４０００円 

② 平成１６年９月期 

  外注費 １億９７４９万４５００円 

③ 平成１７年９月期 

  外注費 １億８５４５万１２００円 

  通信費    ２１２万２０００円 

ウ 原告は、平成１５年１１月２８日、処分行政庁に対し、①別表１－１の「確定申告」欄
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及び「平成１５年９月期」欄のとおり、白色の申告書により、平成１５年９月期の法人税

の確定申告書を提出するとともに、②別表１－２の「確定申告」欄及び「平成１５年９月

課税期間」欄のとおり、平成１４年１０月１日から平成１５年９月３０日までの課税期間

（以下「平成１５年９月課税期間」といい、他の課税期間の表記もこれに従う。）の消費

税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の確定申告書を提出した。（甲３、６、１

５、弁論の全趣旨） 

エ 原告は、平成１６年９月３０日、法人税法１２５条１項（平成１５年法律第８号による

改正前のもの）に基づき、兵庫税務署長から、平成１６年９月期以後の各事業年度の法人

税につき、青色申告の承認を受けたものとみなされた。（甲２、弁論の全趣旨） 

オ 原告は、平成１６年１１月２９日、処分行政庁に対し、①別表１－１の「確定申告」欄

及び「平成１６年９月期」欄のとおり、青色の申告書により、平成１６年９月期の法人税

の確定申告書を提出するとともに、②別表１－２の「確定申告」欄及び「平成１６年９月

課税期間」欄のとおり、平成１６年９月課税期間の消費税等の確定申告書を提出した。

（甲２、４、７、１５、弁論の全趣旨） 

カ 原告は、平成１７年１１月２５日、処分行政庁に対し、①別表１－１の「確定申告」欄

及び「平成１７年９月期」欄のとおり、青色の申告書により、平成１７年９月期の法人税

の確定申告書を提出するとともに、②別表１－２の「確定申告」欄及び「平成１７年９月

課税期間」欄のとおり、平成１７年９月課税期間の消費税等の確定申告書を提出した。

（甲５、８、１５、弁論の全趣旨） 

（６）本件各処分に至る経緯 

ア 大阪国税局査察部の国税査察官（以下「査察官」という。）は、平成１８年１０月２６

日、原告に対する法人税法違反嫌疑事件を調査するため、犯則法２条１項に基づき、大阪

簡易裁判所裁判官の発付した臨検捜索差押許可状（以下「第１令状」という。）により、

原告の本店及び支店等の臨検及び捜索をした上、原告の会計帳簿等を差し押さえた（以下

「第１臨検捜索差押」という。）。（争いのない事実、甲２１、２５、３８、３９、５５、

乙３～６、１０４、弁論の全趣旨） 

イ 査察官は、平成１９年９月４日、原告に対する法人税法違反嫌疑事件を調査するため、

犯則法２条１項に基づき、大阪簡易裁判所裁判官の発付した臨検捜索差押許可状（以下

「第２令状」という。）により、Ｒの自宅等の臨検及び捜索をした上、Ｒの手帳等を差し

押さえた（以下「第２臨検捜索差押」という。）。（争いのない事実、甲５５、乙９、６８、

弁論の全趣旨） 

ウ 査察官は、上記イの後、原告に対する法人税法違反嫌疑事件につき、犯則法１２条ノ２

に基づく告発をしなかった。（弁論の全趣旨） 

エ 処分行政庁は、平成２０年４月１日付けで、原告に対し、平成１６年９月期において法

人税法１２７条１項３号に該当する事実があったことを理由に、平成１６年９月期以後の

青色申告の承認を取り消す旨の処分（以下「本件青色取消処分」という。）をした。（争い

のない事実、甲２） 

オ 処分行政庁は、平成２０年６月２６日付けで、原告に対し、平成１５年９月期から平成

１７年９月期までの法人税（以下「本件法人税」という。）につき、別表１－１の「更正

処分等」欄のとおり、更正処分並びに過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分（以下、
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これらを併せて「本件法人税処分」といい、各事業年度の分を「平成１５年９月期法人税

処分」などと表記する。）をした。（争いのない事実、甲３～５） 

カ 処分行政庁は、平成２０年６月２６日付けで、原告に対し、平成１５年９月課税期間か

ら平成１７年９月課税期間までの消費税等（以下「本件消費税等」という。）につき、別

表１－２の「更正処分等」欄のとおり、更正処分並びに過少申告加算税及び重加算税の賦

課決定処分（以下併せて「本件消費税処分」といい、各課税期間の分を「平成１５年９月

課税期間消費税処分」などと表記する。）をした。（争いのない事実、甲６～８） 

（７）本件訴えに至る経緯 

ア 原告は、平成２０年５月１４日付けで、処分行政庁に対し、本件青色取消処分につき、

異議申立てをした。（争いのない事実、甲９） 

イ 原告は、平成２０年７月１５日付けで、処分行政庁に対し、本件法人税処分及び本件消

費税処分（以下「本件課税処分」という。）につき、別表１－１及び１－２の各「異議申

立て」欄のとおり、異議申立てをした。（争いのない事実、甲１０） 

ウ 処分行政庁は、平成２０年８月８日付けで、原告に対し、上記アの異議申立てを棄却す

る旨の決定をした。（争いのない事実、甲１１） 

エ 原告は、平成２０年８月２２日付けで、国税不服審判所長に対し、本件青色取消処分に

つき、審査請求をした。（争いのない事実、甲１３） 

オ 処分行政庁は、平成２０年９月２日付けで、原告に対し、上記イの異議申立てをいずれ

も棄却する旨の決定をした。（争いのない事実、甲１２）。 

カ 原告は、平成２０年９月１０日付けで、国税不服審判所長に対し、本件課税処分につき、

別表１－１及び１－２の各「審査請求」欄のとおり、審査請求をした。（争いのない事実、

甲１４） 

キ 国税不服審判所長は、平成２１年９月８日付けで、原告に対し、上記エ及びカの各審査

請求に基づき、①平成１５年９月課税期間の消費税等の課税標準及び税額等を、別表１－

２の「裁決」欄及び「平成１５年９月課税期間」欄のとおり認定し、平成１５年９月課税

期間消費税処分の一部（具体的な金額は以下のとおり）を取り消すとともに、②その余の

審査請求をいずれも棄却する旨の裁決をした。（争いのない事実、甲１５） 

 消費税本税の額   １万８８００円 

 地方消費税本税の額   ４７００円 

 加算税の額       ２０００円 

ク 原告は、平成２２年２月２５日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

（８）本件訴えの審理経過等（顕著な事実） 

ア 原告は、平成２２年７月２６日、当裁判所に対し、所持者を大阪国税局とする、第１令

状及び第２令状（以下「本件令状」という。）の各請求書及びその添付資料の一切（以下

「本件対象文書」という。）の提出を求める旨の文書提出命令の申立てをした（平成●●

年（○○）第●●号文書提出命令の申立て事件）。 

イ 原告は、平成２４年２月１６日、当裁判所に対し、上記アの申立てに係る文書の所持者

を国とする旨を明らかにした。 

ウ 原告は、平成２４年２月１６日、当裁判所に対し、所持者を大阪国税局長とする、本件

対象文書の提出を求める旨の文書提出命令の申立てをした（平成●●年（○○）第●●号
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文書提出命令の申立て事件）。 

エ 当裁判所は、平成２４年９月１０日、上記ア及びウの申立てをいずれも却下する旨の決

定（以下「本件文提却下決定」という。）をした。当裁判所は、その理由中で、国税査察

官が平成２０年６月末頃に本件対象文書（以下の①及び②の文書を除く。）の全てを誤っ

て廃棄した事実を認定した。 

① 国税査察官が作成した報告書（臨検捜索対象箇所の現場確認結果に関する報告書等）

 ３２通 

② 原告及び関係人に係る不動産登記簿謄本 ８通 

オ 原告は、平成２４年９月１２日、本件文提却下決定に対する即時抗告をした（大阪高等

裁判所平成●●年（○○）第●●号文書提出命令申立却下決定に対する抗告事件）。 

カ 大阪高等裁判所は、平成２５年１月２２日、上記オの即時抗告のうち一部（本件文提却

下決定のうち証拠調べの必要性を欠くとした文書に係る部分）を却下し、その余を棄却す

る旨の決定をした。同裁判所は、その理由中で、本件文提却下決定と同様に、国税査察官

が平成２０年６月末頃に本件対象文書（上記エの①及び②の文書を除く。）の全てを誤っ

て廃棄した事実を認定した。 

キ 原告は、平成２５年１月２５日、上記カの決定に対し、特別抗告をする（最高裁判所平

成●●年（○○）第●●号）とともに、抗告許可の申立てをした（大阪高等裁判所平成●

●年（○○）第●●号）。 

ク 大阪高等裁判所は、平成２５年２月１５日、上記キの抗告許可の申立てにつき、抗告を

許可しない旨の決定をした。 

ケ 最高裁判所は、平成２５年４月１９日、上記キの特別抗告を棄却する旨の決定をした。 

４ 被告が主張する課税の根拠 

 本件法人税及び本件消費税等につき、被告の主張する課税標準及び税額の計算は、別紙３

「課税標準及び税額の計算（被告主張）」のとおりである。 

５ 主たる争点 

 以下では、本件青色取消処分並びに本件課税処分（本件法人税処分及び本件消費税処分）を

併せて単に「本件各処分」という。 

（１）本件各処分関係（手続的違法）【争点１】 

ア 臨検捜索差押の違法［争点１－１］ 

（ア）第１臨検捜索差押及び第２臨検捜索差押（以下これらを併せて「本件臨検捜索差押」

という。）は違法であるか。また、被告が本件臨検捜索差押の資料を廃棄したことによ

り、民訴法２２４条２項又は３項に基づき、上記違法に係る事実が認められるか。［争

点１－１－１］ 

（イ）本件臨検捜索差押が違法であった場合に、本件各処分は、本件臨検捜索差押に基づく

ものとして違法となるか。［争点１－１－２］ 

イ 本件各処分は、本件臨検捜索差押により収集された証拠に基づいてされたことを理由に、

処分行政庁が自ら調査したところに基づいてされていないものとして、通則法２４条から

２７条までに違反するか。［争点１－２］ 

ウ 本件各処分は、本件臨検捜索差押により収集された証拠に基づくことを理由に、違法で

あるか。［争点１－３］ 
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エ 本件各処分は、処分通知書に大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨が記載されてい

ないことを理由に、理由の附記（通則法２８条２項、３項）を欠く違法なものであるか。

［争点１－４］ 

（２）本件青色取消処分関係（実体的違法）【争点２】 

 原告は、平成１６年９月期に係る原告の帳簿書類に、取引の全部又は一部を「隠ぺいし又

は仮装して」（法人税法１２７条１項３号）記載したか。 

（３）本件法人税処分関係【争点３】 

ア 手続的違法（本税・加算税共通）［争点３－１］ 

 本件法人税処分（ただし、平成１５年９月期法人税処分を除く。）は、理由の附記（法

人税法１３０条２項、通則法２８条２項）を欠く違法なものであるか。 

イ 実体的違法（本税・加算税共通） 

（ア）販売費等への該当性［争点３－２］ 

ａ 主位的争点［争点３－２－１］ 

 本件外注費等は、原告の「損金」である「販売費、一般管理費その他の費用」（法

人税法２２条３項２号）に当たるか。具体的には、Ｏは、平成１５年９月期から平成

１７年９月期にかけての当時、原告から独立した事業体として存在していたか。 

ｂ 予備的争点［争点３－２－２］ 

 平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間において、原告の「損金」である

「販売費、一般管理費その他の費用」（法人税法２２条３項２号）の額はいくらか。

具体的には、以下の①ないし⑤の支出のうち、「損金」に当たるのはいくらか。また、

以下の①及び②については、その金額を推計することができるか。 

① 宰領の外注費 

② 献茶婦の外注費 

③ 遺体の搬送及び処置（以下「遺体搬送等」という。）の外注費 

④ 紹介料 

⑤ プリンター等の購入費 

（イ）交際費等への該当性［争点３－３］ 

ａ 本件拡販費の全部又は一部は、「損金」の額に算入されない「交際費等」（措置法６

１条の４第１項）等に当たるか。その場合、その額はいくらか。［争点３－３－１］ 

ｂ 上記ａに係る被告の主張のうち原処分（本件法人税処分）で主張していなかったも

のは、時機に後れた攻撃防御方法として、行政事件訴訟法（以下「行訴法」とい

う。）７条、民訴法１５７条１項に基づき、却下されるべきか。［争点３－３－２］ 

ウ 実体的違法（加算税固有）［争点３－４］ 

 原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月期から平成

１７年９月期までの「損金」に係る事実（上記イ（ア））を、「隠ぺい」し又は「仮装」し

た（通則法６８条１項）か。 

（４）本件消費税処分関係【争点４】 

ア 手続的違法（本税・加算税共通）［争点４－１］ 

 本件消費税処分は、理由の附記（通則法２８条２項、３項）を欠く違法なものであるか。 

イ 実体的違法（本税・加算税共通）［争点４－２］ 
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 本件外注費等は、原告の「課税仕入れ」（消費税法３０条１項）に当たるか。具体的に

は、①Ｏは、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間にかけての当時、原告

から独立した事業体として存在していたか、②そうでないとしても、本件外注費等は、そ

の全部又は一部が第三者に支払われたものとして、原告の「課税仕入れ」に当たるか。 

ウ 実体的違法（加算税固有）［争点４－３］ 

 原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月課税期間か

ら平成１７年９月課税期間までの「課税仕入れ」に係る事実（上記イ）を、「隠ぺい」し

又は「仮装」した（通則法６８条１項）か。 

第３ 主たる争点に対する当事者の主張 

１ 争点１－１－１（本件臨検捜索差押の違法性）について 

（１）原告の主張 

 本件臨検捜索差押は違法である。 

ア 原告に対する犯罪嫌疑の不存在 

 本件臨検捜索差押は、原告に犯則嫌疑が存在しないにもかかわらず、査察官において、

原告には二重帳簿による売上除外又はいわゆる「たまり」が存在するなどと邪推したこと

により、実施された。 

 このことは、本件臨検捜索差押の後、①大阪国税局長が原告を犯則嫌疑者として告発す

ることができなかったこと、②査察官が、本件臨検捜索差押から２年すら経過していない

時点（保存期間内）で、本件令状の請求に係る疎明資料のほとんど（犯則嫌疑の存在及び

本件臨検捜索差押の必要性を判断するために必要な疎明資料については全て）を廃棄する

という証拠隠滅に及んだことからも明らかである。 

イ 真実擬制 

 上記アの事実に加え、被告は、本件対象文書に係る文書提出命令の申立てがされた段階

で直ちに、その廃棄の事実を主張しなかった（民訴法２２３条６項に基づく提示の可能性

が明らかになった段階に至って、突如その旨の主張を始めた）ことなどからすれば、本件

対象文書を故意に廃棄し、もって「相手方の使用を妨げる目的で提出の義務がある文書を

滅失させ」（民訴法２２４条２項）たものというべきである。 

 また、民訴法２２４条２項にいう「その他これを使用することができないようにしたと

き」とは、文書の使用不能につき重大な過失があった場合を含む上、同項は、文書の保存

に過失があるために使用不能となった場合にも適用される。 

 そうすると、仮に被告の主張するとおり査察官が誤って本件対象文書を廃棄していたと

しても、①本件対象文書が他の書類から判然と区別される形式で保存されていたことに加

え、②本件対象文書が法令により保存義務のある文書であって、当該廃棄がその保存期間

（５年間）の経過する前に、しかも、本件法人税処分及び本件消費税処分がされた翌日に

されたことからすれば、被告は、少なくとも重大な過失により、本件対象文書を使用でき

ないようにしたものと認められる。 

 以上によれば、民訴法２２４条２項又は３項に基づき、本件臨検捜索差押は違法という

べきである。 

ウ 小括 

 したがって、本件臨検捜索差押は違法というべきである。 
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（２）被告の主張 

 本件臨検捜索差押は違法でない。 

ア 原告に対する犯則嫌疑の存在 

 犯則調査である臨検、捜索又は差押を行うに当たり、収税官吏が抱くべき心証の程度は、

当該調査の時点において、犯則事実が一応存在するとの嫌疑で足りる。 

 しかるところ、査察官は、本件臨検捜索差押の当時、①平成１３年に行った税務調査に

より、原告が平成１０年９月期から平成１２年９月期まで、多額の所得金額を過少に申告

していたことが判明したこと、②原告の確定申告書に記載された平成１５年９月期から平

成１７年９月期までの所得金額が、上記①で判明した所得金額から著しく減少していたこ

と、③原告の営業利益率が他の業者（阪神地区で営業する葬祭業者で売上金額が原告と同

程度のもの）のそれと比較して極めて低いことなどから、原告が売上除外又は仮装の原価

の計上により所得金額を過少に申告し、多額の法人税の納付を免れている犯則事実が一応

存在するとの疑いを抱いていた。この査察官の判断が合理的であることは、査察官の請求

に基づき、裁判官が本件令状を発付したことからも裏付けられる。 

 この点、結果的に大阪国税局長が原告を犯則嫌疑者として告発することができたか否か

は、本件臨検捜索差押当時における犯則嫌疑の有無には影響しない。なお、同局長は、原

告の犯則行為に深く関与していると目された経理担当者（丙）がその後に死亡したことも

あり、その全容を解明することが困難になったため、告発しなかったにすぎない。 

イ 本件臨検捜索差押の適法性 

 上記アのとおり、本件臨検捜索差押の当時、原告に犯則嫌疑が存在した以上、本件臨検

捜索差押は適法である。 

 この点、本件文提却下決定で認定されたとおり、査察官は、本件対象文書を誤って廃棄

したにすぎず、本件臨検捜索差押が違法である事実を隠ぺいするため同文書を意図的に廃

棄したのではない。 

ウ 真実擬制の不適用 

 民訴法２２４条２項及び３項は、当事者が、書証として用いることを妨害する意図で、

提出の義務がある文書を意図的に滅失させるなどした場合に、相手方の主張を真実と認め

ることができる旨を定めた規定である。したがって、当事者が過失により当該文書を滅失

させた場合には、同各項の適用はない。 

 しかるところ、上記イのとおり、査察官は、本件対象文書を誤って廃棄したにすぎず、

原告が書証として使用することを妨げる目的で意図的にこれを滅失していない。 

 したがって、民訴法２２４条２項及び３項に基づき、本件臨検捜索差押の違法に関する

原告の主張を認めることはできない。 

エ 小括 

 以上によれば、本件臨検捜索差押は違法でない。 

２ 争点１－１－２（本件臨検捜索差押の違法による本件各処分の違法の有無）について 

（１）原告の主張 

 上記１（１）のとおり、本件臨検捜索差押は違法であるところ、調査権の行使に違法があ

る場合には、当該調査を前提にされた課税処分も違法となる。 

 したがって、本件各処分は、本件臨検捜索差押の違法を理由として、違法というべきであ
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る。 

（２）被告の主張 

 上記１（２）のとおり、本件臨検捜索差押が違法でない以上、その違法を理由として本件

各処分が違法であるとはいえない。 

３ 争点１－２（通則法２４条以下違反の有無）について 

（１）原告の主張 

 国税査察官が行う犯則調査は、通則法２４条から２７条までにいう「調査」には当たらな

い。しかるところ、本件各処分については、大阪国税局（査察官）が、本件臨検捜索差押を

通じ、原告の帳簿等の資料の収集及び分析（証拠の評価及び経験則の適用を通じた処分要件

の認定）等の一切の調査を行ったのであり、処分行政庁は何らの調査もしていない。 

 この点、上記「調査」が、課税庁の内部において、既に収集した資料を基礎として、正当

な課税標準及び納付すべき税額を求め、これが申告と一致しているか否かを確認する作業を

含むとしても、本件各処分については、処分行政庁の内部においてそのような作業がされた

形跡すら認められない。 

 以上のとおり、本件各処分は、処分行政庁の調査に基づくものではなく、通則法２４条か

ら２７条までに違反する。 

（２）被告の主張 

 通則法２４条にいう「調査」とは、申告に係る事項が正しいかどうかを判定するための調

査であり、課税庁の内部において、既に収集した資料を基礎として正当な課税標準を求める

作業を含むと解される。 

 そうすると、処分行政庁が本件臨検捜索差押により収集された資料に基づき、本件法人税

及び本件消費税等の税額を計算し、本件各処分に係る処分要件の有無を確認したことは、通

則法２４条にいう「調査」に当たると認められる。 

 したがって、本件各処分は、処分行政庁の調査に基づくものであって、通則法２４条から

２７条までに違反しない。 

４ 争点１－３（本件臨検捜索差押に係る証拠に基づくことによる違法の有無）について 

（１）原告の主張 

 本件各処分は、本件臨検捜索差押により収集された証拠に基づくことを理由に、違法なも

のである。 

ア 通則法２４条から２７条までにいう「調査」の意義 

 犯則法上の調査と個別の租税実体法（所得税法、法人税法等）上の調査は、①前者が犯

則事件の通告処分又は告発を行うことを目的とするのに対し、後者が適正な課税処分を行

うことを目的とするものであり、また、②前者が強制調査を許容しているのに対し、後者

はあくまで被調査者の同意を前提とする任意調査である。 

 そうすると、両者は明確に区別されなければならず（法人税法１５６条参照）、納税義

務を確定する目的で犯則法上の調査を行うことは、適正手続の観点（憲法３１条、２９条

１項）から許されない。 

 したがって、通則法２４条から２７条にいう「調査」には、犯則法上の調査により発見、

収集された資料に基づく調査は含まれないと解すべきである。 

イ 本件各処分における「調査」の有無 



12 

 上記３（１）のとおり、本件各処分は、本件臨検捜索差押により収集された証拠のみに

基づいてされたものであるから、通則法２４条から２７条までにいう「調査」があったと

はいえない。 

 この点、最高裁昭和６３年３月３１日第一小法廷判決・裁判集民事１５３号６４３頁

（以下「昭和６３年最判」という。）は、収税官吏が犯則嫌疑者に対し犯則法に基づく調

査を行った場合において、課税庁が、当該調査により収集された資料を、当該嫌疑者に対

する課税処分及び青色申告の承認を取り消す処分を行うために利用することは許されると

している。 

 しかし、昭和６３年最判は、犯則法に基づく調査が行われる前に課税庁が自ら調査を行

っていた事案における判断であって、犯則法に基づく調査（本件臨検捜索差押）のみに基

づいて本件各処分をした本件とは事案を異にするから、その射程は本件には及ばないとい

うべきである。 

（２）被告の主張 

 上記３（２）のとおり、処分行政庁は、本件各処分を行うため、本件臨検捜索差押により

収集された資料を利用した。 

 もっとも、収税官吏が犯則嫌疑者に対し犯則法に基づく調査を行った場合において、課税

庁が、当該調査により収集された資料を、当該嫌疑者に対する課税処分及び青色申告の承認

を取り消す処分を行うために利用することは許される（昭和６３年最判）。このように解す

べきことは、犯則嫌疑者と他の納税者との間の公平な取扱いを確保する観点からも、合理的

である。 

 したがって、本件各処分は、本件臨検捜索差押により収集された証拠に基づくことを理由

に、違法なものであるとはいえない。 

５ 争点１－４（査察官の調査に係る記載を欠く違法の有無）について 

（１）原告の主張 

 本件各処分は、処分通知書に大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨が記載されていな

いことを理由に、理由の附記（通則法２８条２項、３項）を欠く違法なものである。 

ア 通則法２８条２項及び３項の解釈 

 通則法２８条２項及び３項の趣旨は、通則法２７条に基づく調査が行われた場合には、

更正又は決定を通知する際に、当該調査の主体を明らかにすることにより、当該調査が適

正に行われたことを担保するとともに、通則法７５条２項所定の不服申立先を明らかにす

ることにある。 

 ところで、通則法７５条２項１号は、税務署長がした課税処分であっても、その処分に

係る事項に関する調査が国税局の職員によって担当された場合には、調査を担当していな

い税務署長に対して不服申立てをしても実質的に意味がなく、また、税務署長に上級庁で

ある国税局長に所属する職員の調査結果に反する判断を期待することは事実上できず、処

分庁に再度の判断をさせるという不服申立ての趣旨が没却されることから、当該職員の所

属する国税局長に対する不服申立てを認めたものである。このような同号の趣旨からする

と、同号にいう「国税局の当該職員」とは、国税局に置かれる国税調査官のみならず国税

査察官を含むと解すべきである。 

 しかるところ、上記各規定を一体的に解釈すれば、通則法２８条２項及び３項にいう
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「前条の調査」（通則法２７条にいう「国税局の当該職員の調査」）は、国税調査官のみな

らず国税査察官による調査を含むと解すべきである。 

イ 本件各処分における附記の要否 

 上記３（１）のとおり、本件各処分は、査察官の調査（本件臨検捜索差押により収集さ

れた資料の分析）のみに基づいてしたものであるから、上記アによれば、本件各処分に係

る処分通知書には、大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨を附記することを要すると

解すべきである。 

 したがって、本件各処分は、処分通知書に大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨が

記載されていないため、通則法２８条２項及び３項の定める理由の附記を欠くというべき

である。 

（２）被告の主張 

 本件各処分は、処分通知書に大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨が記載されていな

いことを理由に、理由の附記（通則法２８条２項、３項）を欠く違法なものであるとはいえ

ない。 

ア 通則法２８条２項及び３項の解釈 

 通則法２８条２項及び３項が、同法２７条の調査に基づく場合にその旨の附記を求めた

趣旨は、税務署長ではなく国税庁長官又は国税局長に対する異議申立て（通則法７５条２

項）ができることに鑑み、その便宜のために、国税局等の職員の調査があったことを示す

ことにある。この点、当該異議申立てができるのは、質問検査権（法人税法１５３条等）

を有する国税庁又は国税局の職員（例えば、各国税局の調査査察部、調査部又は課税部等

に置かれる国税調査官又は国税実査官）が、当該質問検査権を行使して課税標準の調査及

び検査を行い、これに基づいて処分がされた場合である。 

 しかるところ、国税庁又は国税局の国税査察官が行う調査は、上記質問検査権に基づく

課税標準の調査又は検査ではなく、犯則法に基づく犯則調査であるから、通則法２７条に

いう「調査」には該当しない。 

 したがって、税務署長が、国税庁又は国税局の国税査察官が行った犯則調査において収

集された資料に基づき、自ら課税標準の調査及び検査を行って処分をした場合には、当該

処分にその旨を附記する必要はない。 

イ 本件各処分における附記の要否 

 上記３（２）のとおり、本件各処分は、大阪国税局の職員が質問検査権を行使して行っ

た調査に基づいてしたものではなく、処分行政庁が査察官による犯則調査で収集された資

料に基づいてしたものであるから、本件各処分に係る処分通知書には、大阪国税局職員の

調査に基づいてされた旨を附記することを要しないと解すべきである。 

 したがって、本件各処分は、処分通知書に大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨が

記載されていないことを理由に、通則法２８条２項及び３項の定める理由の附記を欠くと

はいえない。 

６ 争点３－１（本件法人税処分の理由不備の有無）について 

（１）原告の主張 

 平成１６年９月期法人税処分及び平成１７年９月期法人税処分は、青色申告書に係る法人

税の更正処分であったから、法人税法１３０条２項により、その理由を付記しなければなら
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なかったにもかかわらず、その理由が付記されていない。 

 したがって、上記各処分は、理由の付記を欠く違法なものである。 

（２）被告の主張 

 本件法人税処分がされた当時、青色申告書に係る法人税の更正処分にはその理由を付記し

なければならなかった（法人税法１３０条２項）が、それ以外の申告書に係る法人税の更正

処分にはその理由を付記する必要はなかった（通則法２８条２項、７４条の２参照）。 

 しかるところ、原告が平成２０年４月１日付けで本件青色取消処分を受けたことにより、

原告の平成１６年９月期及び平成１７年９月期に係る法人税の確定申告書は、青色申告書以

外の申告書とみなされるから、平成２０年６月２６日付けでされた本件法人税処分（平成１

５年９月期～平成１７年９月期の法人税の更正処分等）は、いずれも青色申告書以外の申告

書に係るものとなる。そうすると、本件法人税処分については、法人税法１３０条２項に基

づき、その理由を付記する必要はなかった。 

 したがって、本件法人税処分は、理由の付記を欠く違法なものであるとはいえない。 

７ 争点３－２－１（本件外注費等の損金該当性）について 

（１）被告の主張 

 Ｏは原告から独立した事業体として存在していなかったから、本件外注費等は原告の「損

金」に当たらない。 

ア Ｏの外形 

 商業登記簿上、商号に「Ｏ」という名称を含むとともに、神戸市兵庫区●●（Ｏ名義で

作成された領収証に記載されているその所在地）又は同区●●（原告の本店所在地）を本

店所在地とする法人は存在しない（乙２６）。 

 平成１５年１月１日から平成１８年１２月３１日までの間において、Ｏ名義で法人税の

確定申告書が提出され、又はその代表者である戊名義で所得税の確定申告書が提出された

事実はない。 

 戊以外にＯの代表者と考えられる人物は見当たらないところ、戊は、自己がＯの代表者

とされていることにつき、原告（代表取締役の甲）の依頼で名前を貸したにすぎない旨を

供述している（乙７）。 

 Ｏには専用の電話機はなかった（乙１３）。また、平成１８年１０月当時、原告のＦ支

店の１階扉には「Ｊ」、「ＴＥＬ ｂ」と表示されていた（乙１０４）が、この電話番号は、

原告の本店の代表電話番号である（乙１、２）。 

 以上を併せ考えれば、Ｏは、原告から独立した事業体としての外形を有していない。 

イ Ｏの営業実態の不存在 

 原告のＦ支店は、神戸市兵庫区に所在し、少なくとも２名の従業員（ｄ、ｅ）がおり、

原告の業務のうち葬儀で使用する備品（テント、椅子等）の手配を行っていた。他方、Ｏ

は、上記場所に所在し、上記ｄの指示により葬儀会場への備品の搬出入及び設置等の業務

を行っていたものとされている（乙１４）。そうすると、Ｏは、原告のＦ支店と所在地、

業務内容及び従業員等がほぼ同一であり、同支店と実質的に同一の店舗を指すものと認め

られる。 

 Ｏの従業員の給与及び小口現金等は原告の本店から支給され、同従業員の使用する携帯

電話の料金は原告が支払う（乙２０～２２）など、Ｏの経費は全て原告が負担していた。 
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 そうすると、Ｏは、原告の単なる一部署にすぎず、実質的に原告から独立して事業を行

っていたとは認められない。 

ウ Ｏの設立に至る経緯について 

 原告は、Ｏの設立に至る経緯につき、Ｊがその所有するテント等の備品の保管場所を確

保するため、代表取締役である丁の所有する倉庫にこれらを保管していたものの、同人と

の間で上記倉庫の賃料をめぐる争いが生じたことから、Ｊと袂を分かち、Ｏに業務委託を

するとともに、上記備品をＯのものとした旨を主張する。 

 しかし、上記主張の内容からすると、上記備品の所有者は、Ｊではなく、原告と認める

のが合理的である。そうすると、Ｊは、独立の資産を有しておらず、原告の意思決定のみ

に基づいてその業務が行われていたというべきである。 

 甲の供述によっても、Ｏは、その前身であるＪ（有限会社Ｌ及び有限会社Ｊ）も含め、

独立の資産を有しておらず、原告の意思決定のみに基づいてその業務が行われていたとい

うべきである。また、乙の証言によると、原告とＯの間では特に理由なく従業員の異動が

可能であった。 

 以上からすると、Ｊは独立した事業体としての実体があったとは認め難いから、その業

務を引き継いだとされるＯも、これと同様であったというべきである。 

エ Ｏによる宰領の手配等の不存在 

 Ｏと外部業者との間における宰領等の請求書及び領収証といった、Ｏが外注業務を行う

上で当然存在しているはずの書類等が存在していない。甲及び乙の供述を前提としても、

原告と外部業者との間で、直接、宰領等の手配に係る業務の依頼及び報酬の支払がされて

いたことは認められるとしても、Ｏが原告から上記業務を委託され、その手配を行ってい

たと認められる余地はない。 

 仮にＯが独立した事業体として原告から業務委託を受けていたとすれば、Ｏは、利益を

確保するため、原告から支払われる外注費より低額で外部業者に発注しなければならない。

しかるに、原告の主張によれば、原告がＯに支払った外注費と、Ｏが外部業者に支払った

費用（原告が立替払をした費用）が同額となり、利益を確保することができない。 

 以上によれば、Ｏが、原告から独立した組織として、宰領等の手配等に係る業務を行っ

ていたとは認められない。 

オ 小括 

 以上によれば、Ｏは、外形的にも実質的にも、原告から独立した事業体としての実体は

認められず、原告宛ての領収証等の書類を必要としない宰領及び献茶婦に係る費用につい

て、架空の外注費を計上するためのダミー会社であったものと認められる。 

 したがって、本件外注費等（平成１５年９月期は２億２５６１万２１５０円、平成１６

年９月期は１億９７４９万４５００円、平成１７年９月期は１億８７５７万３２００円）

は、架空のものであって、原告の損金に当たらない。 

（２）原告の主張 

 Ｏは原告から独立した事業体として存在していたから、本件外注費等は原告の「損金」に

当たる。 

ア Ｏの設立に至る経緯等（事業体の変遷） 

 原告は、平成６年の税務調査の際に、兵庫税務署の職員から、宰領等に対する支払につ
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き源泉徴収をすべき義務がある旨を指摘された（実際にはこの指摘は誤りであった。）。原

告にとって、上記源泉徴収をしなければならないとすれば、宰領等の手取金額を減少させ、

必要な人材を適時に確保できないこととなる。そのため、原告は、やむを得ず、宰領、献

茶婦及び遺体搬送処置の手配を行う業務（以下「本件業務」という。）を別の事業体に委

託することとした。 

 本件業務は、以下の事業体が担うこととなった。 

① 平成６年半ば～平成８年７月 Ｊ（当時の商号は有限会社Ｌ） 

 原告は、平成６年半ば頃から、Ｊに対して本件業務を委託するようになった。そして、

Ｊは、更に他の業者に対し、宰領及び献茶婦の手配を依頼していた。また、Ｊは、これ

以外に、テント、椅子、ストーブ及び扇風機といった、自己の営業用資産を徐々に充実

させていった。 

② 平成８年７月～平成１０年４月 Ｊ（当時の商号は有限会社Ｊ） 

 Ｊは、平成７年１月に阪神淡路大震災で被災し、営業用資産の保管場所に困るととも

に、テント設営等のための人手を集めにくくなった。そこで、Ｊの経営が、これらの能

力を有する丁に任されることとなり、平成９年３月２４日、丁がその代表取締役に就任

した。 

 原告は、平成８年１０月以降も引き続き、Ｊに対し、本件業務を外注し、その費用を

支払っていた。Ｊは、約１５名の従業員を有していた。 

③ 平成１０年４月～平成１８年３月 Ｏ 

 原告は、しばらくの間、Ｊと良好な関係を保っていたが、Ｊ（代表取締役の丁）は、

平成１０年４月までに、原告に対し、当初の４倍近い金額（月額８０万円）のプレハブ

賃料を要求するようになった。 

 そこで、原告は、Ｊと袂を分かつこととし、Ｆ支店に併設したＯに本件業務を移し、

戊にその代表者に就任してもらった。ＪからＯに対しては、従業員が移籍するとともに、

テント等の資産も移転された。この点、Ｊにおいては、甲が全ての社員権を有しており、

上記の移転につき同意する旨の社員総会の決議があったといえるから、本件業務の移転

は営業譲渡としても有効である。 

 これにより、平成１０年５月以降、Ｊは休眠状態になった。 

 Ｏは、本件業務の外に、原告に運転手を出向させる業務、原告の自動車に係る車検を

行うなどの業務も行っていた。 

④ 平成１８年４月～ 本件組合 

 Ｏの代表の戊は、平成１７年３月、交通事故に遭って入院を余儀なくされた上、平成

１８年３月の退院後も、思うように動けなくなった。そこで、Ｏから本件業務を引き継

ぐため、本件組合が設立された。そして、本件組合は、同年４月以降から現在まで、実

際に本件業務を行っている。 

イ Ｏの事業体としての実在性 

 上記アのとおり、平成６年半ば以降、担い手の名称ないし組織形態こそ変遷しているも

のの、一貫して本件業務を行う事業体が存在していたことは明らかである。また、Ｏは、

本件業務以外の業務も行っていた。 

 Ｏは、原告に対し、本件業務に関し、戊名義の印鑑を押捺した請求書及び納品書を発行
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している（甲１９、２０）。 

 Ｏは、「Ｏ・戊」名義の預金口座（Ｏ口座）を開設した上、同口座から原告に対して事

務所の賃料（月額３０万円）を送金していた。また、Ｏは、原告から独立して、テント等

の資産を保有していた。 

 Ｏは、兵庫労働局に対し、雇用保険適用事業所設置届を提出した上、従業員６名分の雇

用保険を納付していた（甲２４の１）。そして、Ｏの従業員は、その退職時又はＯの閉鎖

（本件組合への組織変更）時に、失業保険を受給した（甲２４の２～５）。 

 Ｏの経理は、戊が経理等に明るくなかったため、原告の従業員（経理担当の丙）が行っ

ていたにすぎない（すなわち、Ｏは、経理事務を原告に外注していた。）。また、Ｏの従業

員の携帯電話料金を原告が支払っていたのは、原告が、外注先であるＯと直接連絡をとり

やすくするという便宜のため、その従業員に対し、自己の契約する携帯電話を貸与してい

たからにすぎない。 

 Ｏの事務所扉には、「Ｏ」と記載され（甲６０、６１）、原告から独立した事業体として

の表示がされていた。 

 以上のとおり、Ｏは、その設立の経緯及び外形（物的及び人的設備）のいずれに照らし

ても、事業体として存在していたことは明らかである。この点、関係者の報告書又は顛末

書等（乙７～１０、１３～１７）は、信用することができず、又はＯの実在を否定するに

足るものではない。 

ウ 小括 

 したがって、本件外注費等（平成１５年９月期は２億２５６１万２１５０円、平成１６

年９月期は１億９７４９万４５００円、平成１７年９月期は１億８７５７万３２００円）

は、原告の損金に当たる。 

８ 争点３－２－２－①（宰領の外注費に係る損金額）について 

（１）被告の主張 

 原告の宰領に係る外注費の支出のうち「損金」に当たる額は、推計により、以下の金額で

ある。 

   平成１５年９月期  ３１００万８０６９円 

   平成１６年９月期  ２１７８万８３３５円 

   平成１７年９月期  ２５４０万８７７２円 

ア 推計の必要性 

 推計による課税が許される（推計の必要性が認められる）のは、①納税者が帳簿書類を

備え付けておらず、収支の状況を直接資料によって明らかにできないこと（帳簿書類の不

存在）、②納税者が一応帳簿書類を備え付けているが、二重帳簿が作成されているなど、

その内容が不正確で信頼性に乏しいこと（帳簿書類の不備）、③納税者又はその取引関係

者が調査に協力しないため直接資料が入手できないこと（調査非協力）等の事由により、

実額の把握が不可能又は著しく困難な場合である。 

 これを本件についてみると、査察官が本件臨検捜索差押により把握した人件費に係る資

料（例えば、Ｏ名義の原告宛て領収証及び納品書、人件費等の内容が記載されたメモ、金

銭出納帳）は、その作成日付に照らすと、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの

間、恒常的に作成されていたものとはいえない。 
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 また、上記資料及び原告の提出した資料（甲Ａ～甲Ｇ）は、いずれも、原告の内部又は

原告とＯとの間で作成されていた書類であって、原告と各外注先の宰領との個々の取引内

容等を裏付けるものではなく、原告と各外注先の宰領との間の個々の取引の具体的な内容

を認定し得る資料ではない。乙も、宰領に係る外注費の具体的な金額を確認できる書類は

ない旨を供述している。 

 そうすると、原告の所得金額を算定するに当たり、宰領に係る外注費を実額で認定する

ことはできないから、これを推計により算定する必要性が認められる。 

イ 推計方法 

 平成１４年１０月ないし平成１７年９月当時、Ｐクラブに所属する宰領は、Ｐに対し、

紹介手数料として、原告から受領した日当に相当する額（原告から受領した金額（宰領業

務の対価）から交通費等の実費に相当する額を控除した金額）に３ないし４％を乗じた金

額を支払っていた（乙８、９、６４、６６、証人Ｒ）。そして、上記宰領のうちＲとＳは、

その当時、原告専属の宰領として、Ｐクラブが原告から請け負った葬儀の約８割（平均割

合は８２．６％）を行っていた（甲Ａ、乙６７、６８）上、Ｐの管理する預金口座（ｆ名

義、ｇ名義）に振り込む方法により、上記手数料を支払っていた（乙９、６４、６６）。 

 そこで、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの宰領に係る外注費の額を、次の

方法で推計する（以下「紹介手数料に基づく推計方法」という。）。 

① ＲとＳに対する外注費の算定（別表３－１①～③） 

 上記預金口座に振り込まれたＲとＳの紹介手数料の額を手数料率４％で割り戻した金

額に、交通費等の実費分（Ｒが受領した平成１８年１月分の報酬に占める実費の割合３．

１％）を加算することにより、両者に対する外注費の額を算定する（別表３－２、３－

３）。 

② 平均外注費の額の算定（別表３－１⑧） 

 上記①の総額を、ＲとＳが原告から請け負った葬儀件数（別表３－１④及び⑤の合

計）で除することにより、原告が両者に支払った１回の葬儀当たりの外注費の額を算定

する。 

③ 宰領に係る外注費の総額の推計（別表３－１⑨） 

 上記②の額に、原告が宰領を外注した葬儀件数（別表３－１④～⑦）を乗じることに

より、宰領に係る外注費の総額を推計する。 

ウ 推計方法の合理性 

 所得の推計の方法は、①推計の基礎事実が確実に把握されていること（資料の正確性）、

②当該具体的事案に最も適切なものが選択されていること（推計方法選択の合理性）、③

選択された具体的な方法ができるだけ真実の所得に近似した数値を算出し得る客観的なも

のであること（具体的推計方法の合理性）により、合理的なものである必要がある。もっ

とも、所得の推計は、実額による所得把握ができない場合において、限られた間接資料に

よって所得を推定するという性質上、一応の合理性が認められれば足り、他の推計方法に

よる方が実額により近似することが証明されない限り、課税庁の推計方法の合理性を肯定

し得る。 

 これを紹介手数料に基づく推計方法についてみると、①Ｐクラブに所属する宰領がＰに

支払った紹介手数料の額は、同人の管理する預金口座の各預入明細の記載から正確に把握
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されている。また、②当該方法は、実際に原告から宰領業務の対価を受領したＲとＳがＰ

に支払った紹介手数料の額に基づくところ、Ｐクラブが原告から請け負った葬儀件数の約

８割を上記両名が請け負っている事情を併せ考えれば、最も適切な推計方法である。さら

に、③ＲとＳが原告の専属の外注先であるから、両者がＰに支払った紹介手数料の原資は

原告から受領した宰領業務の報酬であるといえることに加え、上記②の点を併せ考えれば、

当該方法は、原告の実態に即した最も適正なものであり、経験則上できる限り真実の所得

に近似した数値が算出し得る客観的なものであるといえる。 

 したがって、紹介手数料に基づく推計方法は、合理的なものということができる。 

エ 原告の主張する算定方法の不合理性 

（ア）宰領の外注件数の算定方法 

 原告は、①原始簿（甲Ａ）の「通夜式場」欄に時間が記載されている場合には葬儀と

通夜式の双方が行われ、これが記載されていない場合には葬儀のみが行われたことを意

味するところ、前者の場合には延べ２人の宰領が、後者の場合には１人のみの宰領が入

ったこととなり、②原始簿の「通夜式場」欄に時間が記載され、かつ、「宰領」欄に外

注先名が記載された場合には、葬儀と通夜式の宰領をいずれも外注先が行ったこととな

るから、これらを前提に、葬儀及び通夜式の宰領及び祭壇飾りに係る外注費の額を計算

すべきである旨を主張する。 

 この点、上記①については、原始簿の「通夜式場」欄に時間の記載がある場合には、

葬儀と通夜式の双方が行われたと認められる。 

 しかし、上記②については、通夜式の宰領を原告の従業員が務める一方、葬儀の宰領

を外注先が務める場合も十分に想定される（甲Ａ１４－１０－２、同１２、同２３、同

２８参照）から、葬儀の宰領を外注先が務めた場合において、当然に当該外注先が通夜

式の宰領も務めたとはいえない。 

（イ）祭壇飾りの外注件数の算定方法 

 原告は、原始簿（甲Ａ）の「係員」欄に記載された氏名が祭壇飾りを担当した者の氏

名であることを前提に、当該記載に基づき外注先が祭壇飾りを行った件数を算定した上、

これに日当（単価３万７０００円）を乗じることにより、宰領（祭壇飾りを行った者）

に係る外注費の額を算定すべきである旨を主張する。 

 しかし、原始簿の「係員」欄に記載されている氏名が祭壇飾りを担当した者の氏名で

あることを示す証拠はない。また、同欄には複数の氏名が記載されている場合が大半で

あること、そもそも同欄が空欄であるものもある（甲Ａ１４－１０－３７参照）ことか

らすると、同欄の記載によって祭壇飾りを担当した者を特定することは困難である。 

 加えて、上記主張はＲの供述（甲２９）に依拠するところ、同供述は、手帳という客

観的な証拠の裏付けのある犯則調査における供述（乙９）を不合理に翻したものであっ

て、信用することはできない。 

（ウ）他の事業年度との比準による算定方法 

 原告は、平成８年９月期から平成１４年９月期までの決算報告書及び総勘定元帳等に

基づき、各事業年度における売上金額に占める外注費の額の比率の平均値を算定し、そ

れを平成１５年９月期から平成１７年９月期までの売上金額に乗ずることにより、これ

らの事業年度における外注費の額を推計すべきである旨を主張する。 
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 しかし、上記帳簿の記載は、何ら原始資料による裏付けがなく（法人税法施行規則５

９条１項３号、６７条１項１号参照）、信用することができない。また、上記帳簿のう

ち平成１０年９月期から平成１２年９月期までの分は、原告に対する当該事業年度の課

税処分の取消訴訟において、裁判所により信用できないと判断されている（乙７７～７

９）。 

 したがって、原告の主張する上記の推計方法は、正確な資料に基づいて算定されたも

のとはいえず、合理性を認めることはできない。 

（エ）まとめ 

 したがって、原告が主張する宰領に係る外注費の算定方法ないし推計方法は、合理性

を欠くものとして採用することができない。 

オ 小括 

 したがって、原告の宰領に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、紹介手数料に基

づく推計方法により、別表３－１⑨のとおり、平成１５年９月期が３１００万８０６９円、

平成１６年９月期が２１７８万８３３５円、平成１７年９月期が２５４０万８７７２円と

認められる。 

（２）原告の主張 

 原告の宰領に係る外注費の支出のうち「損金」に当たる額は、実額で、以下の金額である。 

   平成１５年９月期  ５２９１万００００円 

   平成１６年９月期  ３４９２万８０００円 

   平成１７年９月期  ３９６６万４０００円 

ア 推計の必要性の欠如 

 被告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの原告の帳簿等の直接資料が完全

には揃っておらず、存在する資料の内容も正確性を欠き信用することができないとして、

原告が支払った宰領に係る外注費の金額につき、その実額を直接資料により把握すること

が不可能又は著しく困難であった旨を主張する。 

 しかし、本件臨検捜索差押により原告から収集した資料の中に、平成１５年９月期から

平成１７年９月期の全期間にわたる総勘定元帳及び現金出納帳が存在していたことからす

れば、原告に帳簿書類が存在したことは明らかである。 

 そして、被告は、原告の外注費については上記のとおり主張しているものの、それ以外

の全ての収入及び経費については、帳簿等の直接資料に基づいて実額を把握している。ま

た、処分行政庁は、本件消費税処分において、帳簿の不存在又は不備を理由に仕入税額控

除を否認していない（甲１２参照）。 

 したがって、原告が支払った宰領に係る外注費の金額につき、推計の必要があるとはい

えない。 

イ 被告主張の推計方法の不合理性 

 被告は、Ｒの手帳に記載された紹介手数料の金額に基づき、原告の宰領に係る外注費の

金額を推計する方法として、紹介手数料に基づく推計方法が合理的である旨を主張する。 

 しかし、原告の宰領に係る外注費の金額は、後記ウ以下のとおりであることに加え、上

記手帳の記載は、正確なものでなく（甲２９）、葬儀業界の経験則にもそごする（甲４０、

乙６１、６２）ものである。 
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 したがって、紹介手数料に基づく推計方法は、合理性を欠くというべきである。 

ウ 外注費（実額）の算定方法 

（ア）宰領が行う業務 

 宰領は、１回の葬儀につき１名が必要である。 

 宰領の業務は、大きく分けて、①祭壇飾り（式場の幕を張ったり祭壇を組み立てたり

するなど、通夜式又は本葬儀に必要な準備を整える作業）、②通夜式の進行、③本葬儀

の進行の３つである。 

 祭壇飾りは宰領以外の係員が行うこともあるが、通夜式及び本葬儀の進行は必ず宰領

が行う。 

 宰領の業務は、住職及び施主との打ち合わせがあり、地域や宗派によって葬儀の進め

方にかなりの違いがあるため、相当高度な専門的知識が必要であることに加え、繁閑の

差も激しいものである。そのため、原告は、宰領として、自己の従業員のみならず外部

業者を利用していた。 

（イ）宰領の人数 

ａ 宰領が入らない葬儀 

 ①福祉葬（生活保護の受給者が死亡した場合に、福祉事務所が喪主となる葬儀）及

び②規格葬儀（祭壇、式進行、表の飾り付け、受付所及び献茶のいずれもない最低ラ

ンクの葬儀）には、宰領が全く入らない。 

ｂ 宰領が入る葬儀 

 上記ａ以外の葬儀においては、祭壇飾り、通夜式の進行及び本葬儀の進行のそれぞ

れに宰領が入るため、延べ人数は３名となる（甲２８、２９、３２）。 

 ただし、上記（ア）のとおり、祭壇飾りに宰領が入らない場合には、延べ人数は２

名となる。 

 また、通夜式と葬儀は、原則として双方とも行われるが、福祉葬等の身内がいない

者の葬儀に関しては、通夜式が行われないことがある。そして、上記（ア）のとおり、

通夜式と葬儀は必ず宰領が進行するため、通夜式及び葬儀の両方が行われた場合には

延べ人数は２人となり、葬儀だけが行われた場合には延べ人数は１人のみとなる。 

 他方で、葬儀の規模及び施主に問題がある場合などの特殊な事情があるときは、宰

領が１人では足りず、追加の宰領を配置することがある。 

ｃ 認定方法 

① 祭壇飾りを行った宰領 

 原始簿（甲Ａ）の「係員」欄による。 

 上記（ア）のとおり、この欄に記載された者は、外注業者であることもあるし、

原告の従業員であることもある。 

② 通夜式及び葬儀の進行を行った宰領 

 原始簿（甲Ａ）の「宰領」欄による。 

 原始簿の「通夜式場」欄に時間が記載されている場合には、葬儀と通夜式の双方

が行われ、これが記載されていない場合には、葬儀だけが行われたことを意味する。 

ｄ 認定人数 

 以上によれば、原告が外注業者に委託した宰領の人数は、以下のとおりとなる。 
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① 平成１５年９月期 

 別表２－１－１の「原告主張の宰領関係」欄で「外注先」と区分されたものであ

り、その延べ人数は次のとおりとなる。 

  祭壇飾り  １８４人 

  通夜式   ６４１人 

  葬儀    ６０５人 

  以上合計 １４３０人 

② 平成１６年９月期 

 別表２－１－２の「原告主張の宰領関係」欄で「外注先」と区分されたものであ

り、その延べ人数は次のとおりとなる。 

  祭壇飾り  １４０人 

  通夜式   ４００人 

  葬儀    ４０４人 

  以上合計  ９４４人 

③ 平成１７年９月期 

 別表２－１－３の「原告主張の宰領関係」欄で「外注先」と区分されたものであ

り、その延べ人数は次のとおりとなる。 

  祭壇飾り  １８７人 

  通夜式   ４４１人 

  葬儀    ４４４人 

  以上合計 １０７２人 

（ウ）宰領の単価 

 原告の従業員が宰領を務める場合には外注費用を支払わないが、外注業者が宰領を務

める場合には、祭壇飾り、通夜式及び葬儀のそれぞれにつき、１回当たり３万７０００

円を支払う（甲２８、２９、３２）。例えば、外注業者が祭壇飾り、通夜式及び葬儀の

全てを担当した場合には、１１万１０００円（＝３万７０００円×３）を支払うことに

なる。 

（エ）宰領に係る外注費の金額 

 以上を踏まえると、原告の宰領に係る外注費の金額は、以下のとおりである。 

① 平成１５年９月期 ５２９１万００００円 

（計算式） 

 １４３０人×３万７０００円＝５２９１万００００円 

② 平成１６年９月期 ３４９２万８０００円 

（計算式） 

  ９４４人×３万７０００円＝３４９２万８０００円 

③ 平成１７年９月期 ３９６６万４０００円 

（計算式） 

 １０７２人×３万７０００円＝３９６６万４０００円 

エ 外注費の他の推計方法（他の事業年度との比準による算定） 

（ア）原告の宰領に係る外注費を算定するに当たり、仮に上記ウの方法を採用できないとし
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ても、平成８年９月期から平成１４年９月期までの売上金額に占める外注費の割合の平

均値２７．０２％（以下「本人率」という。）を、平成１５年９月期から平成１７年９

月期までの売上金額に乗じる方法により推計すべきである。 

 この方法により原告の外注費（ただし、宰領、献茶婦、遺体搬送等、紹介料等の全て

を含む。）を推計すると、以下のとおりとなる。 

① 平成１５年９月期 ２億５６３３万９７３９円 

（計算式） 

 ９億４８７０万３６９６円（売上金額）×２７．０２％ 

  ≒２億５６３３万９７３９円 

② 平成１６年９月期 ２億２０９７万６２３７円 

（計算式） 

 ８億１７８２万４７１１円（売上金額）×２７．０２％ 

  ≒２億２０９７万６２３７円 

③ 平成１７年９月期 ２億０８１８万５１３０円 

（計算式） 

 ７億７０４８万５３０９円（売上金額）×２７．０２％ 

  ≒２億０８１８万５１３０円 

（イ）本人率、すなわち、平成８年９月期から平成１４年９月期までの原告の売上金額に占

める外注費の割合の平均値は、①平成８年９月期から平成１７年９月期までの間、原告

の事業の規模及び内容等に変化が生じていないこと、②平成８年９月期及び平成９年９

月期の売上金額等が青色申告書により確定している（甲４５の１、２）こと、③平成１

０年９月期から平成１２年９月期までの売上金額等については、青色申告の承認が取り

消されて更正処分がされた（甲４５の３～５、甲４６、４７）ものの、これらの処分が

不合理であること、④平成１３年９月期及び平成１４年９月期の申告は白色申告書によ

りされているが、青色申告書と同一の書類が添付されており（甲４５の６～７）、その

内容を信用できることなどに照らし、合理的ということができる。 

 そうすると、本人率に基づいて原告の外注費（宰領、献茶婦、遺体搬送等、紹介料等

の全てを含む。）を推計する方法は、合理的というべきである。 

オ 小括 

 以上によれば、原告の宰領に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、実額で、平成

１５年９月期が５２９１万００００円、平成１６年９月期が３４９２万８０００円、平成

１７年９月期が３９６６万４０００円と認められる。 

９ 争点３－２－２－②（献茶婦の外注費に係る損金額）について 

（１）被告の主張 

 原告の献茶婦に係る外注費の支出のうち「損金」に当たる額は、推計により、以下の金額

である。 

   平成１５年９月期  ４６５０万１０００円 

   平成１６年９月期  ３６６４万７０００円 

   平成１７年９月期  ３３８１万３０００円 

ア 推計の必要性 
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 上記８（１）のとおり、査察官が本件臨検捜索差押により把握した資料は、原告の内部

又は原告とＯとの間で作成される書類であり、いずれも、原告と各外注先の献茶婦との

個々の取引内容等を裏付けるものではなく、原告と各外注先の献茶婦との間の個々の取引

の具体的な内容を認定し得る資料ではない。乙も、献茶婦に係る外注費の具体的な金額を

確認できる書類はない旨を供述している。 

 そうすると、原告の所得金額を算定するに当たり、献茶婦に係る外注費を実額で認定す

ることはできないから、これを推計により算定する必要性が認められる。 

イ 推計方法 

 平成１５年９月期から平成１７年９月期までの献茶婦に係る外注費の額を、次の方法で

推計する。 

① 献茶婦の人数の算定（別表２－２－１ないし２－２－３の「献茶人数」欄） 

 献茶婦の人数を特定する直接の資料は、原始簿（甲Ａ）及び承り書（甲Ｂ）以外に存

在しない。そのため、原始簿の「宰領」欄の右側に記載された献茶婦名（上記各別表の

「原始簿記載の献茶婦」欄）に加え、承り書の「式典係人件費」欄、「接待係人件費」

欄又は「献茶」欄に記載されている人数（上記各別表の「承り書の人数」欄）から、葬

儀に従事した献茶婦の人数を算定する。 

 原始簿に記載された献茶婦の人数よりも承り書に記載された献茶婦の人数の方が多い

場合には、承り書は施主が承認した内容を記載した書類であることから、承り書に記載

された献茶婦の人数を採用する。 

 承り書に献茶婦の人数が記載されておらず、又は承り書に記載された献茶婦の人数よ

りも原始簿に記載された献茶婦の人数の方が多い場合には、原告に有利に斟酌し、原始

簿に記載された人数を採用し、葬儀と通夜式の双方が行われたときは、いずれにも従事

したものとして、原始簿に記載された人数を２倍した人数を採用する。 

② 献茶婦に係る外注費の総額の推計（別表２－２－１ないし２－２－３の「外注費の

額」欄） 

 献茶婦の日当単価は、これを確認する資料がないことから、ａの供述（乙１０）に基

づき、１万３０００円とする。 

 上記①の人数に献茶婦の上記日当単価（１万３０００円）を乗じることにより、献茶

婦に係る外注費の額を推計する。 

ウ 推計方法の合理性 

 上記８（１）ウのとおり、所得の推計の方法は、資料の正確性、推計方法選択の合理性、

具体的推計方法の合理性を満たす必要がある。 

 上記イの推計方法は、原告が請け負った葬儀等の取引内容を記載した原始簿及び承り書

といった客観的な証拠に加え、信用性が認められる関係者の供述等のできる限り客観性の

高い資料に基づき、恣意性を排除した算定方法である。 

 したがって、上記イの推計方法は、正確な資料に基づき、真実の所得に近似した数値を

算定し得る客観的なものであり、合理的な推計方法であるといえる。 

エ 原告の主張する算定方法の不合理性 

（ア）献茶婦の人数の算定方法 

 原告は、献茶婦の人数について、原始簿に記載された人数に２を乗じた人数と承り書
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に記載された人数のいずれか多い方であると主張する。 

 しかし、原始簿の記載からは、これに記載された献茶婦が葬儀又は通夜式のいずれか

一方又は双方に従事したのかが明らかでない。また、承り書に「通夜２名 告別式３

名」と記載されているものがあり（甲Ｂ１４－１０－５）、必ずしも葬儀と通夜式の献

茶婦の人数が同じであるとは認められない。 

 さらに、原告の算定の中には、通夜式のない葬儀においても、原始簿に記載された人

数に２を乗じているものも見受けられる（別表２－２－１ないし２－２－３の「原告主

張の献茶関係」欄参照）。 

 そうすると、献茶婦の人数の算定に当たり、そもそも原始簿の人数に２を乗じる合理

的な根拠はない。 

（イ）献茶婦の日当単価の算定方法 

 原告は、献茶婦の日当単価について、ベテランは１万５０００円、それ以外（経験の

浅い者）は１万２０００円であった旨を主張する。 

 しかし、上記主張を裏付ける領収証等の客観的証拠は見当たらない。 

 加えて、１万５０００円という日当単価は、承り書に記載された「献茶」等の「単

価」欄に記載された金額であって、原告が葬儀等の申込者に請求する金額であるから、

その全額が献茶婦に支払われていたとすれば、原告には利益が一切生じないこととなり、

不自然である。 

（ウ）まとめ 

 したがって、原告が主張する献茶婦に係る外注費の算定方法ないし推計方法は、合理

性を欠くものとして採用することができない。 

オ 小括 

 したがって、原告の献茶婦に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、別表２－２－

１ないし２－２－３の「被告主張の献茶関係」の「外注費の額」欄（「合計」欄）のとお

り、推計により、平成１５年９月期が４６５０万１０００円、平成１６年９月期が３６６

４万７０００円、平成１７年９月期が３３８１万３０００円であると認められる。 

（２）原告の主張 

 原告の献茶婦に係る外注費の支出のうち「損金」に当たる額は、実額で、以下の金額であ

る。 

   平成１５年９月期  ５５８１万１０００円 

   平成１６年９月期  ４４８６万５０００円 

   平成１７年９月期  ３９６８万７０００円 

ア 推計の必要性の欠如 

 原告の支払った献茶婦に係る外注費の金額を算出するに当たり、推計の必要がないこと

は、上記８（２）アと同様である。 

イ 外注費（実額）の算定方法 

（ア）献茶婦が行う業務 

 献茶婦の業務は、①通夜式の接待、②葬儀における接待の２つであるところ、専門的

知識が必要であり、その繁閑が激しいことから、原告は、献茶婦の全てにつき外部業者

を利用していた。 
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（イ）献茶婦の人数 

ａ 認定方法 

 原始簿（甲Ａ）の「宰領」欄の右側には、原告が外注した献茶婦の氏名が記載され

ている。しかるところ、通夜式と葬儀は原則として双方とも行われ、その場合には必

ず双方に献茶婦がつく（どちらか一方だけにつくことはない。）ことから、献茶婦の

延べ人数は、上記氏名の数の２倍になる。 

 他方で、承り書（甲Ｂ）の「接待係人件費」欄にも、献茶婦の人数が記載されてい

る（ただし、記載漏れのこともある。）。 

 この点、承り書の人数は施主と合意した人数であるのに対し、原始簿の人数は実際

に派遣した人数であることから、両者が異なる場合がある。例えば、葬儀の出席者の

人数が多く見込まれるなどの場合には、現場の状況等により施主との合意を超える人

数の献茶婦を使うため、原始簿の人数が承り書の人数を超えることがある。他方で、

繁忙を理由に原始簿に責任者の氏名しか記載しない場合には、原始簿の人数が承り書

の人数を下回ることがある。ただし、承り書の人数は施主との合意内容なので、それ

以下になることは絶対にない。 

 以上を踏まえると、結局、献茶婦の人数は次のとおりとなる。 

① 原始簿の人数×２＝承り書の人数 

 当該人数 

② 原始簿の人数×２＞承り書の人数 

 原始簿の人数×２ 

③ 原始簿の人数×２＜承り書の人数 

 承り書の人数 

ｂ 認定人数 

 上記ａを踏まえて検討すると、原告が外注した献茶婦の人数は、次のとおりとなる。 

① 平成１５年９月期 

 別表２－２－１の「原告主張の献茶関係」の「献茶人数」欄のとおり 

② 平成１６年９月期 

 別表２－２－２の「原告主張の献茶関係」の「献茶人数」欄のとおり 

③ 平成１７年９月期 

 別表２－２－３の「原告主張の献茶関係」の「献茶人数」欄のとおり 

（ウ）各献茶婦の単価 

 原則として承り書（甲Ｂ）に記載された金額（１万５０００円）であったが、経験の

浅い献茶婦については１万２０００円であった（甲３０、３１、証人乙）。 

 具体的には、ベテランの献茶婦であるｈ、ｉ、ｊ、ｍ、ｎ、ｑ、ｒ、ｔ、Ⓐ、Ⓑ及び

Ⓒについては、その単価が１万５０００円であった。その余の献茶婦（関係資料から氏

名不詳の者を含む。）については、その単価が１万２０００円であった。 

ウ 小括 

 以上によれば、原告の献茶婦に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、別表２－２

－１ないし２－２－３の「原告主張の献茶関係」の「外注費の額」欄（「合計」欄）のと

おり、実額で、平成１５年９月期が５５８１万１０００円、平成１６年９月期が４４８６
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万５０００円、平成１７年９月期が３９６８万７０００円であると認められる。 

10 争点３－２－２－③（遺体搬送等の外注費に係る損金額）について 

（１）原告の主張 

 原告の遺体の搬送及び処置（遺体搬送等）に係る外注費の支出のうち「損金」に当たる額

は、以下の金額である。 

   平成１５年９月期  ７０６１万６３１０円 

   平成１６年９月期  ８８４３万３００１円 

   平成１７年９月期  ５８２４万７５６２円 

ア 遺体処置の意義 

 遺体の処置とは、一般に、遺体を病院から自宅に連れて帰った後に、遺体に対して行う

様々な作業をいう。遺体処置は、基本的に、遺体を搬送した者がそのまま行うことが多い。

具体的には、以下の作業を行う。 

（ア）体液処理 

 死後５、６時間が経過すると、耳、口及び鼻等の体孔から体液が浸出し始め、尿道及

び肛門からは排出物が流れ出る状態となる。 

 体液等の浸出が比較的少ない遺体については、耳、鼻、肛門等に綿花を詰めることで、

納棺まで体液を止めることができる場合もある。 

 しかし、多くの遺体については、ビニールの上で横臥させた上、口、鼻及び肛門等か

ら体液を排出させるという作業が必要である。特に、癌で死亡した遺体については、腹

水が溜まっているので、この作業は不可欠である。 

 この作業は、事柄の性質上、遺族の面前で行われることはない。 

（イ）湯かん 

 遺族が希望する場合には、体液処理が終わった後に、遺体を湯で洗浄する儀式である

湯かんが行われる場合がある。この作業には遺族も参加する。 

 この点、湯かんに使用した水は廃棄物であり、下水道にそのまま放流することができ

ないため、湯かん後の排水を回収できる機能を持った特別な自動車（湯かん車）を所有

する湯かん業者がこの作業を行うことが多い。 

 原告は、湯かんに係る作業を外注し、外注業者に対して費用を支払っている（承り書

（甲Ｂ）の「湯灌」欄）。 

（ウ）納棺までの作業 

 体液処理又は湯かんの後、顔を整えるために歯茎と頬の間に綿花が入れられ、目が開

かないように瞼の裏に綿花が詰められ、口が開かないようにドライアイスが顎と頤の間

に設置された上、死化粧が施される。これに並行して、宗旨や宗派に合わせた衣装の着

付けがされる。これらの作業には遺族も参加する。 

 その後、遺族らによって遺体が仰向けにされ、棺の中に納められる（納棺）。 

イ 遺体搬送等に係る外注の事実の存在 

 原告は、全ての葬儀に際し、遺体搬送等の作業を実際に行っていた（甲３２、３３、４

８）。このことは、葬祭業の構造からして、これらの作業が葬儀の不可欠の過程であるこ

とからも明らかである。この点、少なくとも平成１４年１０月から平成１７年９月の当時、

①病院以外（自宅、老人保健施設、老人ホーム等）で死亡した遺体（原告の実施した葬儀
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の約１２％）については、葬祭業者が遺体処置を行っていたことは明らかであり、②病院

で死亡した遺体についても、看護師等の医療従事者によって遺体処置がされるとは限らず、

それらの者に代わって葬祭業者が遺体処置を行っていた（甲４８、５０、５１、乙９８、

証人乙、証人Ⓓ（以下「Ⓓ」という。））。 

 しかるところ、原告は、葬儀業界で初めて、施主との関係で遺体搬送等を無料で引き受

けるという営業政策を採用し、他社との差別化を図り、売上を伸ばしてきた。 

 もっとも、遺体搬送等は一般的に労働者から敬遠される作業である上、実際にこれらの

作業に従事していた者は兼職していることが多かったため、原告において、これらの作業

に専従する者を従業員として常時雇用することはできなかった。このことに加え、遺体搬

送等は専門的知識が必要であり、その繁閑も激しいことから、原告は、外部の業者に対し、

その業務を委託していた。 

ウ 客観的証拠の欠如について 

（ア）遺体搬送等に係る外注費については、外注業者の発行した領収書が存在しない。 

 しかし、上記外注業者は、税務署に所得を捕捉され、源泉徴収により手取金額が減少

するのを嫌ったことから、原告に対し、遺体搬送等に係る外注費につき、領収書を発行

しなかった。そして、原告は、このような希望に応えなければ、遺体搬送等の業務委託

を継続することは困難であった（このような状況は、被告が外注費の支払の存在を認め

ている宰領及び献茶婦についても、同様であった。）。 

 したがって、遺体搬送等の外注費に係る領収書が存在しないことをもって、その支払

がなかったということはできない。 

（イ）遺体搬送等に関する事項は、原始簿（甲Ａ）にも記載されていない。 

 しかし、原始簿には葬儀業務の遂行上必要な事項だけが記載されていたところ、遺体

搬送等については、宰領及び献茶婦と異なり、担当者及び人数の把握は重要でない上、

実際に受託していたのはⒺだけであったことなどから、これに関する事項が記載される

必要はなかった。 

 そうすると、原始簿に遺体搬送等に関する記載がないことをもって、その事実がなか

ったということはできない。 

（ウ）Ｏ名義の納品書（甲Ｃ）には、葬儀ごとの人件費の総額しか記載されておらず、遺体

搬送等に係る外注費の支払先及び金額等は記載されていない。 

 しかし、原告の経理処理上、外部業者に対する個別の支払まで把握しておく必要はな

く、Ｏに支払った人件費の総額を把握することができれば十分であったため、納品書に

は、遺体搬送等に係る外注費の支払に関する事項が記載される必要はなかった。 

 そうすると、納品書に遺体搬送等の詳細に関する記載がないことをもって、その事実

がなかったということはできない。 

エ 遺体搬送等の単価 

 原告は、宰領及び献茶婦以外の外注の人件費につき、遺体搬送と処置が一連の作業であ

ってまとめて搬送業者に外注していることから、遺体搬送・処置料としてまとめて計上し

ていた。 

 遺体処置の外注費は、遺体１体につき、４万円ないし１２万円程度であった。この点、

遺体処置の内容は遺体の状況により異なるのであって、遺体の損傷がひどい場合（自宅で
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孤独死した場合等）には多額の費用を支払わざるを得なかったから、その金額は上記の表

現によらざるを得ない。 

 遺体搬送の外注費は、業者１人につき、１回当たり１万円程度であった。この点、遺体

搬送の内容も状況により異なり、エレベーターのないアパートの５階から遺体を搬送しな

ければならないなどの場合には、搬送は困難であった。もっとも、搬送が困難な場合には

遺体処置の費用を多額にすることで対応していたから、搬送料それ自体の単価は１万円程

度としていた。 

オ 遺体搬送等の外注費の金額 

 以上を踏まえて検討すると、原告が外注した遺体搬送等に係る外注費の金額は、次のと

おりとなる。 

（ア）平成１５年９月期 ７０６１万６３１０円 

 次の①から②及び③を控除し、④を加算した金額。 

① 外注人件費の総額 １億７７０７万３３１０円 

② 宰領の外注費（上記８（２）） ５２９１万００００円 

③ 献茶婦の外注費（上記９（２）） ５５８１万１０００円 

④ 不明差額 ２２６万４０００円 

（イ）平成１６年９月期 ８８４３万３００１円 

 次の①から②及び③を控除し、④を加算した金額。 

① 外注人件費の総額 １億６７０２万７０００円 

② 宰領の外注費（上記８（２）） ３４９２万８０００円 

③ 献茶婦の外注費（上記９（２）） ４４８６万５０００円 

④ 不明差額 １１９万９００１円 

（ウ）平成１７年９月期 ５８２４万７５６２円 

 次の①から②及び③を控除した金額。 

① 外注人件費の総額 １億３７５９万８５６２円 

② 宰領の外注費（上記８（２）） ３９６６万４０００円 

③ 献茶婦の外注費（上記９（２）） ３９６８万７０００円 

カ 小括 

 以上によれば、原告の遺体搬送等に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、平成１

５年９月期が７０６１万６３１０円、平成１６年９月期が８８４３万３００１円、平成１

７年９月期が５８２４万７５６２円であると認められる。 

（２）被告の主張 

 原告の遺体搬送等に係る外注費の支出のうち「損金」に当たる額は、平成１５年９月期か

ら平成１７年９月期までのいずれについても、０円である。 

ア 原告の主張する遺体搬送等については、個々の取引ごとに、搬送及び処置の一方又は双

方が行われたのか、具体的な単価がいくらであるのかなどが明らかでない上、業務の内容、

支払先、支払時期及び支払金額を直接裏付ける証拠もない。 

 また、原告の従業員であった者も、遺体の搬送は原告の従業員が行うなどしていたと供

述している（甲３４、乙１１、１３）。さらに、遺体搬送等に係る外注件数及び支払金額

という重要な事項につき、外注先とされたⒺの供述と、原告の主張ないし原告の関係者



30 

（甲及び乙）の供述とが矛盾している。 

 さらに、神戸市内の複数の病院では、①死亡した患者の処置は、遺体が葬祭業者に引き

渡される前に、看護師等の医療関係者が行い（乙５９～６１）、②解剖された遺体の処置

は、遺体が葬祭業者に引き渡される前に、遺体運搬業者、遺体修復業者又は技術専門職員

等が行っている（乙１００～１０３）。なお、証人Ⓓは、葬祭業者が遺体処置を外注する

場合があり得るという一般論を供述しているにすぎない。 

 したがって、原告が外部業者に遺体搬送等に係る費用を支払っていた事実は認められな

い。仮に原告がこれを支払っていたとしても、原始簿又は承り書等の書類に業者の記載が

全くなく、遺体搬送等に係る外注費を推計するための基礎となる資料も存在しない。 

イ 原告の遺体搬送等に係る外注費の計算方法は、要するに、施主ごとの人件費の総額から

宰領及び献茶婦に係る外注費の金額を控除するという、曖昧なものである。しかも、この

計算方法によると、原告の総葬儀数の約１割につき、人件費の総額が宰領と献茶婦に係る

外注費の合計金額より少なくなるという、不合理な結果を招来する。 

 また、原告は、遺体搬送等の外注費について、本件各処分に対する審査請求の手続まで

はその存在を一切主張していなかったところ、本件訴えの提起から４年以上が経過した後

になって、突如としてその存在を主張し始めた。 

 これらを併せ考えると、原告は、Ｏからの納品書に記載された金額と、宰領及び献茶婦

に係る外注費との間に多くの差額が生じたことにつき、その根拠を合理的に説明できない

ため、遺体搬送等に係る外注費という項目を設け、Ｏに対する外注費が全て認容されるよ

う取り繕ったものと考えられる。 

ウ 以上によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間において、原告が遺体

搬送等に係る外注費を支出したとは認められない以上、これに関する原告の損金は存在し

ない。 

11 争点３－２－２－④（紹介料に係る損金額）について 

（１）原告の主張 

 原告の紹介料の支出のうち「損金」に当たる額は、以下の金額である。 

   平成１５年９月期  １４０７万５０００円 

   平成１６年９月期   ７６２万５０００円 

   平成１７年９月期  １１６０万００００円 

ア 紹介料の支払の事実の存在 

 原告は、葬儀の紹介者に対し、紹介料として、葬儀の基本料金の１割に相当する金額を

支払っていた。 

 この点、紹介があった場合には、原則として、原始簿（甲Ａ）に紹介者の氏名と共に

「紹介」又は「紹」と記載されていた（ただし、その記載がない場合もある。）。また、紹

介があった場合でも紹介料を支払わないこともあるため、原始簿の記載と紹介料の支払の

有無は必ずしも一致しない。 

 他方、納品書（甲Ｃ）には、施主ごとの紹介料の金額及び支払時期が記載されており、

これにより、その支払の事実が直接裏付けられる。 

イ 紹介料の金額 

 原始簿（甲Ａ）及び納品書（甲Ｃ）の記載によれば、原告が支払った紹介料の額は、以
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下のとおりであった。 

   平成１５年９月期  １４０７万５０００円 

   平成１６年９月期   ７６２万５０００円 

   平成１７年９月期  １１６０万００００円 

ウ 費途不明金への不該当 

 被告は、原告の紹介料が費途不明金に該当するとして、これを損金の額に算入すること

ができない旨を主張する。 

 しかし、紹介料は、原告の原始簿及び納品書等に記載されているものであるから、原告

の業務の遂行上必要な経費として支出されているものであって、交際費又は機密費等の業

務と直接の関連がない経費とは趣旨、目的を全く異にする。現に、処分行政庁は、本件法

人税処分をするに当たり、原告の帳簿書類等に基づき、紹介料を経費として実額で認定し

ていた（甲４１）。 

 また、所得を構成する損金の額については、被告が主張立証責任を負うことからすれば、

本件では、被告において、原告の支払った紹介料が損金に当たらないことを主張立証すべ

きである。しかるに、被告は、この点につき何ら立証していない。 

 したがって、原告の紹介料は、損金に算入することのできない費途不明金であるとはい

えない。 

エ 小括 

 以上によれば、原告の紹介料の支出のうち損金に当たる額は、平成１５年９月期が１４

０７万５０００円、平成１６年９月期が７６２万５０００円、平成１７年９月期が１１６

０万円と認められる。 

（２）被告の主張 

 原告の紹介料の支出のうち「損金」に当たる額は、平成１５年９月期から平成１７年９月

期までのいずれについても、０円である。 

ア 紹介料の支払の不存在 

 原告は、Ｏ名義の納品書の記載を根拠に、葬儀を紹介した者に対して紹介料を支払って

いた旨を主張する。 

 しかし、上記納品書は紹介料の支払を受けた者が作成したものではないから、これをも

って上記支払の事実を認めることはできない。しかるところ、個々の紹介料について、原

始簿に記載がないなど、その内容及び支払金額を直接裏付ける証拠はない。また、その支

払先も不明である上、原告の主張する計算方法（葬儀の基本料金の１割）を裏付ける客観

的証拠も見当たらない。 

 したがって、原告が紹介料を支払った事実は認められない。 

イ 損金算入の不可 

（ア）交際費、機密費、接待費等の名義をもって支出した金銭でその費途が明らかでないも

の（以下「費途不明金」という。）は、業務との関連性の有無が明らかでないから、損

金の額に算入されない（法人税基本通達９－７－２０）。 

 そうすると、仮に原告が紹介料の名目で金員を支出していたとしても、その支払先、

支払金額及び支払時期が全く不明であることからすれば、同金員は費途不明金に当たり、

これを損金の額に算入することはできない。 
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（イ）後記１３（１）アのとおり、法人が、事業関係者に対し、接待、供応、慰安、贈答そ

の他これらに類する行為のために支払った金員は、措置法６１条の４第１項にいう「交

際費等」に当たり、そのうち所定の金額については損金の額に算入することができない。 

 しかるところ、甲の供述によれば、原告が支払ったとされる紹介料は、葬儀の紹介に

対する謝礼の趣旨のみならず、事業関係者に対する接待又は供応等の趣旨も含んでいた

ものといえる。 

 そうすると、仮に原告が紹介料の名目で金員を支出していたとしても、同金員は「交

際費等」に当たり、これを損金の額に算入することはできない。 

ウ 小括 

 以上によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間において、原告が紹介

料を支出したとは認められず、又はこれを損金の額に算入できない以上、これに関する原

告の損金は存在しない。 

12 争点３－２－２－⑤（プリンター等の購入費に係る損金額）について 

（１）原告の主張 

 原告のプリンター等の購入に係る支出のうち「損金」に当たる額は、平成１７年９月期に

つき、２１２万２０００円である。 

 原告は、平成１７年９月期に、葬祭業に必要なものとして、長尺の印刷物作成専用のプリ

ンター及び印刷物の入出力専用ソフトを購入し、その代金２１２万２０００円を支払った

（甲４９、乙２９）。 

 そして、原告は、上記購入代金を、Ｏに対する経費であることを前提に「通信費」として

計上した（前提事実（５）カ）が、これが否認されるとは予期しておらず、また、これを予

期することもできなかった。そうすると、上記の購入代金は、法人税基本通達７－５－１

（３）の場合（科目名の区分の認定が困難な場合）に類するものということができる。 

 したがって、上記の購入代金は、「減価償却資産の償却費」として計上されたもの（法人

税法３１条１項、法人税法施行令５８条１項）とみなし、損金の額に算入すべきである。 

（２）被告の主張 

 原告のプリンター等の購入に係る支出のうち「損金」に当たる額は、平成１５年９月期か

ら平成１７年９月期までのいずれについても、０円である。 

 原告は、平成１７年９月期において、長尺の印刷物作成専用のプリンター及び印刷物の入

出力専用ソフトを購入した旨を主張するが、仮にこの事実があったとしても、上記プリンタ

ー等は「減価償却資産」に当たる（法人税法２条２３号、法人税法施行令１３条７号、８号

リ）から、これらの購入代金は「減価償却資産の償却費」として計上しなければならない

（法人税法３１条１項、法人税法施行令５８条１項）。 

 しかるに、原告は上記の購入代金を「通信費」として計上しているから、原則として、こ

れを平成１７年９月期における減価償却資産の償却費として損金の額に算入することはでき

ない。また、上記購入代金につき、これが「減価償却資産の償却費」に当たるのは明らかで

あるから、上記の例外を定めた法人税基本通達７－５－１の適用の前提となる、費用科目の

区分に係る判断が困難である場合に当たるともいえない。 

 したがって、平成１７年９月期において、原告のプリンター等の購入に係る支出は損金の

額に算入することができず、これに関する原告の損金は存在しない。 
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13 争点３－３－１（本件拡販費の交際費等への該当性）について 

（１）被告の主張 

 本件拡販費は、その全額が「交際費等」に当たるなどの理由により、措置法６１条の４第

１項所定の金額を除き、原告の「損金」に算入されない。 

ア 「交際費等」該当性の判断基準 

（ア）交際費等は、一般にその支出の相手方及び支出の目的からみて、得意先との親睦の度

を密にして取引関係の円滑な進行を図るために支出するものと理解されているから、当

該支出が措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」に当たるためには、①支出の相手

方が事業に関係のある者等（以下「事業関係者」という。）であること、②支出の目的

が事業関係者に対する接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為のためである

ことが必要であると解すべきである。 

 この点、上記①について、事業関係者には、直接当該法人の営む事業に取引関係のあ

る者だけでなく、間接に当該法人の利害に関係ある者やその法人の役員、従業員、株主

等、将来事業関係者になる者も含まれる。 

 また、上記②について、支出の目的は、支出の相手方、態様、行為の態様という客観

的事情を基礎として判断し、支出の目的が接待等を意図しているか否かは、支出の動機、

金額、態様、効果等の具体的事情を総合的に考慮して判断すべきである。また、神社の

祭礼等の寄贈金は、金員の贈答先が得意先等の事業関係者の場合には、寄贈を通じて親

睦の度を密にして日常的な取引を円滑に進める目的があると認められるので、「交際費

等」に含まれると解すべきである（措置法通達６１の４（１）－２の（２）、６１の４

（１）－１５の（３））。 

（イ）原告は、当該支出が「交際費等」に当たるか否かは、本来の事業の維持、強化のため

に必要不可欠とされる費用か否か、又は冗費性を持つか否かも検討されるべき旨を主張

する。 

 しかし、措置法６１条の４第１項は、法人の濫費を抑制するため、資本金又は出資の

金額が１億円を超える法人については、交際費等に当たる支出の全てを損金の額に算入

しないとしている。そうすると、当該支出が「交際費等」に当たるか否かは、同条３項

の要件を満たすか否かのみにより決定され、これが事業遂行に不可欠であり、又は濫費

に当たるか否かを検討するまでの必要はないと解すべきである。 

（ウ）原告は、当該支出が「交際費等」に当たるといえるためには、課税庁において、当該

支出が販売促進費（拡販費）たる損金に該当しないことを立証した上、更に「交際費

等」に該当することを立証しなければならない旨を主張する。 

 しかし、措置法６１条の４第１項は、法人税法２２条３項によって損金の額に算入さ

れるべき費用であっても、交際費等の額は損金の額に算入できない旨を規定し、販売費

又は一般管理費等に該当する場合を除外していない。 

 したがって、課税庁は、当該支出が「交際費等」に当たると主張する場合には、当該

支出が「交際費等」の要件に該当する事実の存在を主張立証すれば足り、それ以上に、

当該支出が販売促進費（拡販費）に該当しない事実を主張立証する必要はないというべ

きである。 

イ 本件拡販費１（飲食及び宴会代金の支出）について 
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 本件拡販費１の負担先である病院（Ⓕ病院、Ⓖ病院、Ⓗ病院、Ⓘ病院、Ⓙ病院、Ⓚ病

院）は、原告がその電話番号を常時管理するとともに、中元及び歳暮の時期に品物を贈る

相手である（乙８４［２０、２１、２３、２５、２９、３２、３４、４１、４３、４４

頁］）。そして、原告は、上記各病院の宴会代金等を負担することにより、自己の売上の奨

励につながると認識していたと認められる上、客観的にみても、病院関係者との親睦の度

を密にしておけば、病院で死亡した患者の葬儀を紹介してもらえる旨を期待できる関係に

ある。そうすると、上記各病院は、原告が営む葬儀業に関係する者といえ、原告の事業関

係者に当たる。 

 本件拡販費１は、年末年始におけるホテルでの飲食費用又は忘年会若しくは新年会の費

用に係る負担であるから、上記各病院及びその関係者を接待、供応することにより、親睦

の度を密にして取引の円滑な進行を図る目的で支出されたものと認められる。加えて、原

告は、平成１６年９月期において、新年会に係る支出を交際接待費として計上している

（乙８４［４６頁］）。 

 したがって、本件拡販費１は「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することは

できない。 

ウ 本件拡販費２（陶器の購入）について 

 原告は、少なくとも平成１４年及び平成１５年、病院、寺院等及びその関係者に対し、

中元及び歳暮として陶器を贈答していた（乙８７［２２～３９頁］）ことからすると、本

件拡販費２は、これと同様の趣旨のものと認められる。 

 上記の病院及び寺院は、原告の電話リスト又は原始簿に記載され（乙８７［５～１３

頁］）、①病院関係者については、病院で死亡した患者の葬儀を紹介してもらえることを期

待できる関係に、②寺院関係者については、通夜及び葬祭の際に速やかに僧侶を派遣して

もらうとともに、葬儀を紹介してもらえることを期待できる関係にある。そうすると、上

記の病院、寺院等及びその関係者は、原告が営む葬儀業に関係する者といえ、原告の事業

関係者に当たる。 

 本件拡販費２は、原告が拡販費（販売促進費）として計上したこと、その支払が歳暮の

時期にされていることなどをも併せ考えれば、病院若しくは寺院等又はその関係者に陶器

を贈答することにより、親睦の度を密にして取引の円滑な進行を図る目的で支出されたも

のと認められる。加えて、原告は、平成１６年９月期において、陶器の購入に係る支出

（株式会社Ⓛに対するもの）を交際接待費として計上している（乙８７［４５頁］）。 

 したがって、本件拡販費２は「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することは

できない。なお、本件拡販費２は、その個別具体的な贈答先が特定できない場合には、原

告の事業との関連が不明な使途不明金となるから、いずれにせよ、これを損金の額に算入

することはできない。 

エ 本件拡販費３（商品券の購入）について 

 本件拡販費３は、①その一部（同１②、２⑤及び⑦、３②）については、商品券箱に中

元又は歳暮の旨が表記されていたこと（乙８８［１６、２９、３０、３３、３４、３７、

３８頁］）、②平成１４年及び平成１６年、原告が病院又はその関係者等に中元又は歳暮と

して商品券を贈答していたこと（乙８８［４１～５９頁］）、③中元の時期（６月～７月

頃）及び歳暮の時期（１１月～１２月頃）に支出されていたことからすると、いずれも中
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元又は歳暮用の贈答品としての商品券の購入代金であったと認められる。 

 病院等又はその関係者は、上記イ及びウに加え、商品券の贈答先となっている場合には

その電話番号が電話リストに記載されていたこと（乙８８［４、５頁］）などからすると、

原告が営む葬儀業に関係する者であり、原告の事業関係者に当たる。 

 本件拡販費３は、原告が拡販費（販売促進費）として計上したことをも併せ考えれば、

病院又はその関係者等に商品券を贈答することにより、親睦の度を密にして取引の円滑な

進行を図る目的で支出されたものと認められる。 

 したがって、本件拡販費３は「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することは

できない。なお、本件拡販費３は、その個別具体的な贈答先が特定できない場合には、原

告の事業との関連が不明な使途不明金となるから、いずれにせよ、これを損金の額に算入

することはできない。 

オ 本件拡販費４（ギフトセット及び食料品等の購入）について 

 本件拡販費４－１に係るティーバッグは、原告の歳暮リストの記載（乙９４［２～１７

頁］）に照らすと、病院、寺院、自治会及び老人ホーム等に対する歳暮用の贈答品であっ

たと認められる。 

 また、本件拡販費４－２以下に係るギフトセット及び食料品等は、総勘定元帳の「摘

要」欄に中元又は歳暮である旨が記載されていること（乙８９の１［３頁］、３［５頁］、

４［３頁］、５［３頁］）などからすると、中元又は歳暮用の贈答品であったと認められる。

しかるところ、原告は、平成１６年、病院等及びその関係者に対し、中元としてギフトセ

ットを贈答していたこと（乙８９の３［１０～１２頁］）からすれば、上記ギフトセット

及び食料品等は、これらと同様に、病院等及びその関係者に対する贈答品であったと認め

られる。 

 上記アないしウのとおり、病院若しくは寺院等又はその関係者は、原告の事業関係者に

当たる。また、自治会若しくは老人ホーム又はその関係者は、人が死亡した場合に葬儀を

紹介してもらえることが期待できる者であるから、直接又は間接に原告が営む葬儀業に関

係する者であり、原告の事業関係者に当たるということができる。 

 そして、本件拡販費４は、病院、寺院、自治会若しくは老人ホーム等又はその関係者に

ギフトセット及び食料品等を贈答することにより、親睦の度を密にして取引の円滑な進行

を図る目的で支出されたものと認められる。 

 したがって、本件拡販費４は「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することは

できない。なお、本件拡販費４は、その個別具体的な贈答先が特定できない場合には、原

告の事業との関連が不明な使途不明金となるから、いずれにせよ、これを損金の額に算入

することはできない。 

カ 本件拡販費５（寺院へのお祝い金名目等での支出）について 

 本件拡販費５の支払先である寺院（Ⓜ寺、Ⓝ寺、Ⓞ寺）は、原始簿に記載された寺院で

あり（甲Ａ１４－１２－３３、甲Ａ１４－１０－１９、甲Ａ１５－５－７２等）、平成１

４年及び平成１５年に原告が中元又は歳暮を贈った相手方である（乙９０［７、９頁］）。

そして、寺院関係者については、通夜及び葬祭の際に速やかに僧侶を派遣してもらうとと

もに、葬儀を紹介してもらえることを期待できる関係にあるから、原告は、事業を遂行す

るに当たり、上記各寺院に対する金銭の贈答は有益であると考えていたと推認できる。加
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えて、原告が本件拡販費５を拡販費として計上したことをも併せ考えると、上記各寺院は、

直接又は間接に原告が営む葬儀業に取引関係がある者であり、原告の事業関係者に当たる。 

 本件拡販費５は、上記のとおり上記各寺院が原告の事業関係者であったことからすれば、

上記各寺院に金銭を贈答することにより、親睦の度を密にして取引の円滑な進行を図る目

的で支払われたものと認められる。 

 したがって、本件拡販費５は「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することは

できない。なお、本件拡販費５は、その個別具体的な贈答先が特定できない場合には、原

告の事業との関連が不明な使途不明金となるから、いずれにせよ、これを損金の額に算入

することはできない。 

キ 本件拡販費６（その他の支出）について 

 本件拡販費６－１（レンズの購入代金）に係るレンズは、その利用明細の宛先が「甲」

とされ、代金支払日が原告宛の請求書のそれとは異なっていること（乙８９の１［５、７

頁］）などからすると、原告ではなく原告の代表取締役である甲個人が購入したものと認

められる。そして、社会通念上、原告の事業の維持拡大のためにレンズのみを原告の事業

関係者に贈答することは考えられないから、上記レンズの購入代金は、甲個人が負担すべ

きである。 

 本件拡販費６－２（Ⓟに対する５０万円の支出）は、病院関係者に対する支出ではある

ものの、その目的が不明であるから、原告の事業との関連が不明な使途不明金といわざる

を得ない。 

 本件拡販費６－３（４９０万円の支出）は、支出の相手先も使途も不明であるから、原

告の事業との関連が不明な使途不明金である。 

 したがって、本件拡販費６は、いずれも、これを損金の額に算入することができない。 

ク 小括 

 以上によれば、別表５のとおり、本件拡販費（平成１５年９月期は１１５４万５１５８

円、平成１６年９月期は１０１０万６７７３円、平成１７年９月は１６７９万５１３０

円）は、その全額が「交際費等」に当たるなどの理由により、措置法６１条の４第１項所

定の金額（平成１６年９月期は３６０万円、平成１７年９月期は３６０万円）を除き、原

告の「損金」に算入されない。 

（２）原告の主張 

 本件拡販費は、その全額が「交際費等」に当たらず、原告の「損金」に算入される。 

ア 「交際費等」の損金不算入の要件 

（ア）税務訴訟においては、課税庁（被告）は、必要経費（損金）といった消極的事由を含

む課税標準につき立証責任を負っている。そして、納税者（原告）がある支出をした場

合には、当該支出が納税者の主張する費用に当たらないとしても、他の費用に当たる可

能性がある。 

 そうすると、課税庁は、納税者がした支出が「交際費等」（措置法６１条の４第１

項）に当たることを理由に損金に算入されない旨を主張するためには、①まず、当該支

出が販売促進費（拡販費）でないという事実を立証した上で、②当該支出が「交際費

等」に当たることを基礎付ける事実を立証しなければならない。 

（イ）交際費は、一般に、取引先との人的関係の形成、維持又は強化を通じて販売の拡張や
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取引の円滑化を図る目的で支出されるから、事業遂行上の必要な経費（広告宣伝費と並

ぶ代表的な販売促進費）であって、損金に算入されるのが法人税法上の本来的な扱いで

ある。しかるに、措置法６１条の４は、冗費を節約し、法人の資本蓄積を促進するとい

う政策目的から、交際費等を損金の額に算入しないという特別措置を採用している。し

たがって、同条にいう「交際費等」の意義は、租税法律主義の観点も踏まえると、上記

政策目的に沿って厳格に解釈すべきである。 

 措置法６１条の４第３項の文言上は、法人の支出が「交際費等」に当たるためには、

①当該支出が「その得意先、仕入先その他事業に関係のある者等」に対するものであり

（支出の相手方）、②当該支出が「交際費、接待費、機密費その他の費用」であり（支

出の目的）、かつ、③当該支出が「接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行

為」のためのものである（行為の態様）必要がある。 

 もっとも、措置法６１条の４の政策目的に沿って同条３項の要件を厳格に解釈すると、

上記②（支出の目的）は、当該支出の動機、金額、態様、効果等の具体的事情を踏まえ

て総合的に判断すべきであり、その判断に当たっては、当該支出が本来の事業の維持、

強化のために必要不可欠なものであるか否か、当該支出が冗費性を持つか否かも具体的

に検討されるべきである。 

 また、上記③（行為の態様）は、相手方の個人的欲望に働き掛け、相手の歓心を買う

ものである必要があるというべきである。 

 そして、上記①ないし③の要件該当性を判断するに当たっては、当該法人の業態の特

殊性についても具体的に考慮する必要がある。 

イ 葬祭業における拡販費の意義 

 葬祭業者は遺体のみを対象にサービスを提供する業態であるから、葬祭業にとって、遺

体の確保がその事業存立の基盤となっている。しかるところ、葬祭業者に対して遺体を供

給する主体は、病院、寺院又は自治会等である。そうすると、葬祭業者にとって、これら

の組織から遺体の情報及び遺体の提供をスムーズに受けるための基盤を維持する体制を構

築することは、最も重要な営業活動である（甲４２）。 

 したがって、葬祭業者にとって、病院、寺院又は自治会等からの遺体の供給を確保する

ために必要不可欠な支出は、その営業活動上、必須の費用（販売促進費）というべきであ

る。 

ウ 本件拡販費について 

 被告は、本件拡販費が原告の販売促進費に該当しない事実につき、何ら主張立証してい

ない。 

 本件拡販費１（飲食及び宴会代金の支出）は、被告も認めているとおり、葬祭業を営む

原告にとっては、遺体の供給を確保するために必要不可欠な支出である上、その行為の態

様も、費用の全部又は一部を負担するにとどまるものであって、「接待、供応、慰安、贈

答」に当たらない。 

 本件拡販費２（陶器の購入）は、葬祭業を営む原告にとって、遺体の供給を確保するた

めに必要不可欠な支出であり、その行為の態様も、１個５０００円ないし１万円程度の陶

器を贈答するものであって、相手方の歓心を買うものともいえず、「接待、供応、慰安、

贈答」に当たらない。 
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 本件拡販費３（商品券の購入）は、葬祭業を営む原告にとって、遺体の供給を確保する

ために必要不可欠な支出であり、その行為の態様も、１ないし１０万円程度の商品券を贈

答するものであって、相手方の歓心を買うものとはいえず、「接待、供応、慰安、贈答」

に当たらない。 

 本件拡販費４（ギフトセット及び食料品等の購入）は、葬祭業を営む原告にとって、遺

体の供給を確保するために必要不可欠な支出であり、その行為の態様も、１ないし３万円

程度のギフトセット及び食料品等を贈答するものであって、相手の歓心を買うものとはい

えず、「接待、供応、慰安、贈答」に当たらない。 

 本件拡販費５（寺院へのお祝い金名目等での支出）は、葬祭業を営む原告にとって、遺

体の供給を確保するために必要不可欠な支出であり、その行為の態様も、お祝い名目又は

寄付金名目での金銭の支出であって、「接待、供応、慰安、贈答」に当たらない。 

 以上のとおり、本件拡販費は、いずれも「交際費等」に当たらず、原告の販売促進費

（拡販費）である。 

エ 小括 

 以上によれば、本件拡販費は、その全額が「交際費等」に当たらず、原告の「損金」に

算入されるというべきである。 

14 争点３－３－２（時機に後れた攻撃防御方法として却下することの可否）について 

（１）原告の主張 

 争点３－３－１（本件拡販費の交際費等への該当性）に係る被告の主張のうち原処分（本

件法人税処分）で主張していなかったもの、具体的には、以下の本件拡販費に係る主張（以

下「交際費等に係る新主張」という。）は、時機に後れた攻撃防御方法として却下されるべ

きである。 

   本件拡販費１－３～１－５、１－７ 

   本件拡販費２－１～２－６ 

   本件拡販費４－１ 

   本件拡販費５－１ 

   本件拡販費６－２、６－３ 

ア 時機に後れたこと 

 本件法人税処分は平成２０年６月２６日付けでされ、本件訴えは平成２２年２月２５日

に提起されたところ、被告は、同年７月１日付け第１準備書面（より具体的には、乙３０

の報告書の別添２～４）で、本件法人税処分の根拠の中で、原告の支出が「交際費等」に

当たることを主張した。そして、この時点で、「交際費等」への該当性に関する争点の具

体的内容が明らかとなっていた。 

 しかるに、被告は、それから６年以上もの長期間が経過し、２０回を超える弁論準備手

続期日を経た後になって、平成２８年７月６日付けの第１３準備書面を提出し、交際費等

に係る新主張をした。そして、当該新主張は、本件法人税処分、これに対する異議申立て

及び審査請求、上記第１準備書面及び報告書（乙３０）のいずれにおいても、全く指摘さ

れていない事項であった。 

 本件法人税に係る更正処分をすることのできる期間は、本件法人税の法定申告期限（平

成１５年１１月３０日～平成１７年１１月３０日）から５年以内であり、平成２０年１１
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月３０日から平成２２年１１月３０日までである（通則法７０条）。そうすると、交際費

に係る新主張は、上記期限を大幅に徒過し、更正の期間制限の趣旨を潜脱するものである。

しかも、交際費に係る新主張は、訴訟上の信義則（民訴法２条）に反し、公正妥当な税務

訴訟の運営（通則法１１６条参照）にも悖るものである。 

 したがって、交際費に係る新主張は、時機に後れた攻撃防御方法に当たるというべきで

ある。 

イ 訴訟の完結を遅延させること 

 原告は、交際費に係る新主張が、これまで全く指摘されていなかった事項である上、多

岐にわたるものであるため、反論のための調査に加え、場合によって立証を迫られること

になる。 

 したがって、交際費に係る新主張を審理することとなれば、本件訴えの完結を遅延させ

ることは明らかである。 

ウ 故意又は重大な過失の存在 

 被告（処分行政庁）は、相当の人員及び態勢を擁する税務の専門機関として、本件臨検

捜索差押により原告から強制的に証拠資料を入手し、高度の分析能力を発揮し、その内容

を十分に精査した上で、本件法人税処分をし、本件訴えに応訴している。 

 しかるに、被告は、平成２２年７月１日付け第１準備書面を提出した後も、交際費に係

る新主張をすることが容易であったにもかかわらず、この点についての調査を漫然と放置

し、上記アのとおり、時機に後れて交際費に係る新主張をした。 

 そうすると、被告には、時機に後れて交際費に係る新主張をしたことにつき、故意又は

重大な過失があるというべきである。 

エ 小括 

 以上のとおり、交際費等に係る新主張は、時機に後れた攻撃防御方法として、行訴法７

条、民訴法１５７条１項に基づき、却下されるべきである。 

（２）被告の主張 

 交際費等への該当性を理由とする損金不算入の有無及び額が争点となることが明確になっ

たのは、平成２８年３月２２日の第２０回弁論準備手続期日であった。そして、被告は、関

係証拠を精査した上で、同年７月６日の第２２回弁論準備手続期日において、交際費等に係

る新主張を含め、争点３－３－１（本件拡販費の交際費等への該当性）に係る主張立証をし

た（上記１３（１）参照）。 

 このような本件訴えの審理経過に照らすと、被告は、第２２回弁論準備手続期日より前の

段階で、新主張に係る主張立証をすることができたとはいえない。そうすると、新主張が

「時機に後れた」攻撃防御方法（行訴法７条、民訴法１５７条１項）に当たるとはいえず、

仮に新主張がこれに当たるとしても、この点につき被告に「故意又は重過失」（同条項）が

あったともいえない。 

 したがって、交際費等に係る新主張は、時機に後れた攻撃防御方法として却下されるべき

でない。 

15 争点３－４（本件法人税に係る隠ぺい又は仮装の有無）について 

（１）被告の主張 

 通則法６８条１項にいう「隠ぺい」とは、売上除外、証拠書類の廃棄等、課税要件に該当
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する事実の全部又は一部を隠すことをいい、同項にいう「仮装」とは、架空仕入れ、架空契

約書の作成、他人名義の利用等、存在しない課税要件事実が存在するように見せかけること

をいう。 

 これを本件についてみると、上記７（１）のとおり、平成１５年９月期から平成１７年９

月期にかけての当時、Ｏには原告から独立した事業体としての実体はなかったのに、原告は、

あたかもその実体があり、Ｏに本件外注費等を支払ったかのように装い、総勘定元帳を始め

とする帳簿書類に虚偽の記載をした。そうすると、原告は、課税要件事実である損金につき、

存在しないものを存在するように見せかけたものと認められる。 

 したがって、原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月

期から平成１７年９月期までの「損金」に係る事実を、「隠ぺい」し又は「仮装」したとい

うべきである。 

（２）原告の主張 

 原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月期から平成１

７年９月期までの「損金」に係る事実を、「隠ぺい」し又は「仮装」していない。 

ア Ｏの実在 

 上記７（２）のとおり、Ｏが原告から独立した事業体として存在していた以上、そもそ

も、原告において、課税要件事実である損金を「隠ぺい」し又は「仮装」したとはいえな

い。 

イ ほ脱目的の不存在 

 重加算税の要件である「隠ぺい」又は「仮装」は、租税をほ脱する目的で、課税要件事

実を偽ることに核心がある。そして、納税者に対し、自己の行う取引の全てについて税法

的な視点から考慮するよう求めることは、不当かつ過大な要求である。 

 しかるところ、Ｏが原告から独立した事業体として存在するか否かと、原告が課税要件

事実を偽ったか否かとは、別個の問題である。そして、上記７（２）のとおり、原告は、

兵庫税務署の指導により、自己が選択した法形式に従って、自己の帳簿にＯとの一連の取

引の内容を正確に記載していたにすぎず、売上及び損金等の課税要件事実を偽る意図を有

していなかった以上、「隠ぺい」又は「仮装」をしたとはいえない。このことは、原告代

表者である甲に対し、刑事事件が立件されていないことからも明らかである（原告代表

者）。 

 そうであるとすれば、仮にＯが原告から独立した事業体として存在していなかったとし

ても、原告は、課税要件事実である損金を「隠ぺい」し又は「仮装」したとはいえない。 

ウ 小括 

 したがって、原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９

月期から平成１７年９月期までの「損金」に係る事実を、「隠ぺい」し又は「仮装」した

とはいえない。 

16 争点２（法人税法１２７条１項３号所定の事由の存否）について 

（１）被告の主張 

 法人税法１２７条１項３号にいう「隠ぺい」及び「仮装」の意義は、通則法６８条１項に

いう「隠ぺい」及び「仮装」の意義（上記１５（１）参照）と同様である。 

 しかるところ、上記１５（１）のとおり、原告は、平成１６年９月期に、総勘定元帳を始
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めとする帳簿書類に虚偽の記載をし、課税要件事実である損金につき、存在しないものを存

在するように見せかけたものと認められる。 

 したがって、原告は、平成１６年９月期に係る原告の帳簿書類に、取引の全部又は一部を

「隠ぺいし又は仮装して」記載したことにより、法人税法１２７条１項３号所定の青色申告

承認の取消事由に当たるというべきである。 

（２）原告の主張 

 上記１５（２）によれば、原告は、平成１６年９月期に係る原告の帳簿書類に、取引の全

部又は一部を「隠ぺいし又は仮装して」記載したとはいえず、法人税法１２７条１項３号所

定の青色申告承認の取消事由に当たらない。 

17 争点４－１（本件消費税処分の理由不備の有無）について 

（１）原告の主張 

 本件消費税処分は、理由の附記（通則法２８条２項、３項）を欠く違法なものである。 

（２）被告の主張 

 本件消費税処分がされた当時、消費税等の更正処分にその理由を附記する必要はなかった

（通則法２８条２項、７４条の２参照）。したがって、本件消費税処分は、理由の附記を欠

く違法なものであるとはいえない。 

18 争点４－２（本件外注費等の課税仕入れ該当性）について 

（１）被告の主張 

 本件外注費等は、原告の「課税仕入れ」に当たらない。 

ア Ｏの実体の不存在 

 上記７（１）のとおり、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間にかけて

の当時、Ｏには原告から独立した事業体としての実体はなかったから、本件外注費等は、

架空のものであって、原告の「課税仕入れ」に当たらない。 

イ 消費税法３０条１項の不適用 

（ア）事業者が、消費税法３０条７項に規定する帳簿又は請求書等を整理し、これらを所定

の期間及び場所において、同法６２条に基づく税務職員による検査に当たって適時にこ

れを提示することが可能なように態勢を整えて保存していなかった場合は、同法３０条

７項にいう「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿又は請求書

等を保存しない場合」に当たり、事業者が災害その他やむを得ない事情により当該保存

をすることができなかったことを証明しない限り（同項ただし書）、同条１項の規定は、

当該保存がない課税仕入れには適用されない（最高裁平成１６年１２月１６日第一小法

廷判決・民集５８巻９号２４５８頁）。 

（イ）上記８（１）及び９（１）のとおり、原告は、外部業者に対し、宰領及び献茶婦に係

る外注費を支払っていたと認められる。 

 しかし、上記外注費につき、①原告の総勘定元帳には、個別の支払先の名称、役務の

提供を受けた日及びその内容等が何ら記載されていない（乙２７添付の①、②及び④）

こと、②Ｏが作成したとされる金銭出納帳及び小口金銭出納帳にも、上記の記載がない

（乙４、５）こと、③請求書又は仕入明細書等の書類がないことからすると、「帳簿及

び請求書等」が保存されていなかった。 

 したがって、宰領及び献茶婦に係る外注費について、消費税法３０条１項は適用され
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ず、同項にいう「課税仕入れ」があったとはいえない。 

（ウ）プリンター及びソフトの購入費用（前提事実（５）カ、上記１２（２））については、

仮に原告がこれを支払っていたとしても、①原告の総勘定元帳には、購入先の名称、そ

の内容が記載されていないこと（乙２９［４頁］）、②Ｏが作成したとされる金銭出納帳

及び小口金銭出納帳にも、上記の記載がないこと、③また、上記プリンター等の購入費

用に係る納品書（甲４９）は、その宛先が原告ではなくＯである上、本件臨検捜索差押

の際に差し押さえられ、又は本件各処分がされるまでに原告から提出されておらず、税

務職員による検査に当たって適時にこれを提示することが可能な態勢にあったとは認め

られないことからすれば、「帳簿及び請求書等」が保存されていたとは認められない。 

 したがって、プリンター等の購入費用について、消費税法３０条１項は適用されず、

同項にいう「課税仕入れ」があったとはいえない。 

（エ）以上のとおり、本件外注費等は、その全部又は一部が第三者に支払われたものである

としても、原告の「課税仕入れ」に当たるとはいえない。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件外注費等は、その全てについて、原告の「課税仕入れ」に当たらな

い。 

（２）原告の主張 

 本件外注費等は、原告の「課税仕入れ」に当たる。 

ア Ｏの実体の存在 

 上記７（２）のとおり、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間にかけて

の当時、Ｏには原告から独立した事業体としての実体があったから、本件外注費等は、原

告の「課税仕入れ」に当たるというべきである。 

イ 消費税法３０条１項の適用 

 消費税法３０条１項所定の仕入れ税額の控除は、消費税の二重払いを回避するという消

費税の基礎を成すものであるから、原則として認められなければならない。そして、納税

者にとって、取引が税法上の評価において覆されることまでをも想定して帳簿及び請求書

等を作成することは、およそ不可能である。そうすると、同条７項にいう「帳簿及び請求

書等」は、納税者に酷となることを防ぐため、納税者が選択した取引形態に基づいて記載

するもので足りると解すべきである。 

 しかるところ、原告としては、Ｏと取引があることを前提に、これを忠実に反映した帳

簿及び請求書等を正確に作成し、適時に提出することが可能な態勢を整えて保存していた。

現に、これらの帳簿及び請求書等は、本件臨検捜索差押により即時に押収された。 

 したがって、仮にＯが原告から独立した事業体としての実体がないと評価される場合で

あっても、本件外注費等につき、消費税法３０条７項にいう「帳簿及び請求書等」が保存

されており、同条１項の適用があるというべきである。 

ウ 小括 

 以上によれば、本件外注費等は、その全てについて、原告の「課税仕入れ」に当たる。 

19 争点４－３（本件消費税等に係る隠ぺい又は仮装の有無）について 

（１）被告の主張 

 上記７（１）のとおり、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間にかけての
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当時、Ｏには原告から独立した事業体としての実体はなかったのに、原告は、あたかもその

実体があり、Ｏに本件外注費等を支払ったかのように装い、総勘定元帳を始めとする帳簿書

類に虚偽の記載をした。そうすると、原告は、課税要件事実である課税仕入れにつき、存在

しないものを存在するように見せかけたものと認められる。 

 したがって、原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月

課税期間から平成１７年９月課税期間までの「課税仕入れ」に係る事実を、「隠ぺい」し又

は「仮装」したというべきである。 

（２）原告の主張 

 上記１５（２）によれば、原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平

成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間までの「課税仕入れ」に係る事実を、

「隠ぺい」し又は「仮装」したとはいえない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１－１－１（本件臨検捜索差押の違法性）について 

（１）認定事実 

 前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 原告は、平成１０年９月期から平成１２年９月期までの法人税につき、処分行政庁に対

し、別表６の「確定申告」欄のとおり、青色の申告書により、確定申告書を提出した。

（甲４５の３～５、乙７７） 

イ 処分行政庁は、平成１３年１１月１２日付けで、原告に対し、平成１０年９月期以降に

おいて法人税法１２７条１項１号に該当する事実があったことを理由に、平成１０年９月

期以後の青色申告の承認を取り消す旨の処分（以下「前件青色取消処分」という。）をし

た。（甲４６） 

ウ 処分行政庁は、平成１３年１１月１３日付けで、原告に対し、平成１０年９月期から平

成１２年９月期までの法人税につき、原告に対し、別表６の「更正処分等」欄のとおり、

更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下併せて「前件法人税処分」という。）

をした。（乙７７） 

エ 原告は、平成１３年１１月２０日付けで、大阪国税局長に対し、前件青色取消処分及び

前件法人税処分（以下併せて「前件各処分」という。）につき、異議申立てをした。（甲４

７、乙７７） 

オ 大阪国税局長は、平成１４年２月１９日付けで、上記エの異議申立てをいずれも棄却す

る旨の決定をした。（甲４７、乙７７） 

カ 原告は、平成１４年３月８日付けで、国税不服審判所長に対し、前件各処分につき、審

査請求をした。（乙７７） 

キ 原告は、平成１４年６月１４日、神戸地方裁判所に対し、前件各処分（ただし、前件法

人税処分については申告額を超える部分）の取消しを求める訴えを提起した（平成●●年

（○○）第●●号青色申告承認取消処分取消等請求事件。以下「前訴」という。）。（乙７

７） 

ク 神戸地方裁判所は、平成２４年３月２２日、前件各処分はいずれも適法であるとして、

前訴に係る原告の請求をいずれも棄却する旨の判決を言い渡した。（乙７７） 

ケ 上記クの判決に対して原告が控訴したが、大阪高等裁判所は、平成２５年３月２７日、
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同判決と同様の理由により、同控訴を棄却する旨の判決を言い渡した（平成●●年（○

○）第●●号青色申告承認取消処分取消等請求控訴事件）。（乙７８） 

コ 上記ケの判決に対して原告が上告及び上告受理の申立てをしたが、最高裁判所は、平成

２６年５月１３日、同上告を棄却するとともに、前訴を上告審として受理しない旨の決定

をした（平成●●年（○○）第●●号、平成●●年（○○）第●●号）。（乙７９） 

（２）原告に対する犯罪嫌疑の存否について 

ア 原告は、①大阪国税局長が原告を犯則嫌疑者として告発することができず、しかも、②

査察官が本件令状の請求に係る疎明資料のほとんどを廃棄したことからすれば、本件臨検

捜索差押は犯則嫌疑が存在しないのにされたものであって、違法である旨を主張する。 

イ 収税官吏は、犯則事件を調査するため必要があるときは、裁判官の発した許可状に基づ

き、臨検、捜索又は差押（以下「臨検等」という。）を行うことができる（犯則法２条１

項、３項、４項）。 

 そして、臨検等は、収税官吏において犯則事件につき告発（犯則法１２条ノ２）をする

か否かを判断するため、犯則嫌疑者その他の者の所持する物件、帳簿又は書類等の占有を

取得し、当該犯則事件の証拠を収集することを目的とする調査（強制調査）である。しか

るところ、臨検等は、証拠が隠滅されるのを防止するため、当該犯則事件に係る調査の初

期に（関係者に当該調査の遂行の事実が発覚する前に）されることが必要な場合もある。 

 以上からすると、臨検等は、これが行われた時点において、査察官が既に収集された証

拠資料を総合勘案して犯則の嫌疑を抱いたことにつき合理性があると認められる場合には、

たとえ後に当該犯則事実が存在しないものと判断されたとしても、適法であると解される。 

ウ そこで、上記の観点から本件臨検捜索差押が違法であるか否かを判断するに、①認定事

実のとおり、前件法人税処分（平成１３年１１月１３日付け）において、原告の所得金額

が平成１０年９月期につき７０４８万６１８０円、平成１１年９月期につき９６８１万２

９６７円、平成１２年９月期につき１億００５９万０２０１円とそれぞれ認定された（な

お、同処分は確定判決により適法と判断された。）のに対し、②前提事実（５）によれば、

原告は、その後に処分行政庁に提出した確定申告書において、所得金額を平成１５年９月

期につきマイナス１１３万８６６４円、平成１６年９月期につきマイナス３００万０１２

６円、平成１７年９月期につき０円と記載していたことが認められる。このように、原告

の確定申告書に記載された平成１５年９月期から平成１７年９月期までの所得金額は、そ

れ以前（平成１０年９月期～平成１２年９月期）のものと比較すると、著しく少額であっ

たものというほかはない。 

 このことに加え、裁判官が本件令状を発付して本件臨検捜索差押を許可したこと（前提

事実（６）ア、イ）をも併せ考慮すると、査察官において、本件臨検捜索差押（平成１８

年１０月２６日及び平成１９年９月４日）の当時、本件法人税に関し、原告が偽りその他

不正の行為により所得金額を過少に申告し、法人税を免れた旨の犯則事実（法人税法１５

９条１項参照）の嫌疑を抱いたことは、その当時の判断としては合理的なものであったと

認められる。そして、上記の認定及び判断は、本件臨検捜索差押の後、査察官が原告を上

記犯則により告発しなかったという事実（前提事実（６）ウ）をもって、左右されるもの

ではない。 

 なお、査察官が、本件臨検捜索差押の違法を隠ぺいする目的で、本件令状の請求に係る
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疎明資料（本件対象文書）を故意に廃棄したことを認めるに足りる的確な証拠は見当たら

ない。この点、前提事実（８）エ及びカ、証拠（乙４６、４７）及び弁論の全趣旨によれ

ば、査察官は、平成２０年６月末頃、誤って本件対象文書を廃棄したものと認められる。 

エ したがって、原告の上記主張は、これを採用することができない。 

（３）民訴法２２４条２項又は３項による真実擬制の許否 

 原告は、被告（査察官）において、①原告の「使用を妨げる目的」で、本件令状の請求に

係る疎明資料（本件対象文書）を故意に滅失させ、又は、②保存義務のある本件対象文書を

その保存期間が経過する前に廃棄することにより、重大な過失により「これを使用すること

ができないようにした」から、民訴法２２４条２項又は３項に基づき、本件臨検捜索差押の

違法に関する原告の主張を真実と認めるべきである旨を主張する。 

 しかし、上記（２）のとおり、査察官は、過失により本件対象文書を廃棄したと認められ

るのであって、当該廃棄をするに当たり、原告が同文書を書証として使用することを妨害す

る積極的意図までをも有していたとはいえないから、民訴法２２４条２項にいう「相手方の

使用を妨げる目的」を有していたとはいえない。そうすると、そもそも、本件対象文書の廃

棄については、民訴法２２４条２項を適用する前提を欠くといわざるを得ない。 

 加えて、上記（２）のとおり、本件臨検捜索差押は、原告に対する犯則の嫌疑が存在する

ことを前提にされたと認められる以上、原告の主張する本件臨検捜索差押の違法に関する事

実は、真実でないといわざるを得ない。 

 したがって、原告の上記主張は、これを採用することができない。 

（４）小括 

 以上のとおり、本件臨検捜索差押が違法ということはできない。 

 したがって、本件臨検捜索差押の違法を理由に本件各処分が違法である旨の原告の主張は、

その前提を欠くから、争点１－１－２（本件臨検捜索差押の違法による本件各処分の違法の

有無）につき判断するまでもなく、これを採用することができない。 

２ 争点１－２（通則法２４条以下違反の有無）について 

（１）原告は、本件各処分に係る一切の調査が査察官により行われたから、本件各処分が処分行

政庁の調査に基づくものではなく、通則法２４条から２７条までに違反する旨を主張する。 

（２）そこで検討すると、確かに、記録に照らしても、処分行政庁（兵庫税務署の職員）は、本

件各処分をするに当たり、法人税法１５３条以下に基づく質問又は検査をしたことはうかが

われない。 

 しかし、通則法２４条ないし２７条にいう「調査」とは、課税庁（税務署長）において、

納税申告書又は既にされた更正若しくは決定に係る課税標準等（課税標準、課税標準から控

除する金額及び純損失等の金額。通則法１９条１項、２条６号イないしハ）又は税額等（納

付すべき税額、還付金の額に相当する税額及びその計算の基礎となる税額。通則法１９条１

項、２条６号ニないしヘ）を求めるための行為の一切をいい、税務署等の職員による質問又

は検査を通じた証拠資料の収集のみならず、証拠の評価及び経験則の適用を通じた事実の認

定、租税法規その他法令の解釈といった判断作用をも含むと解される。そうすると、上記

「調査」には、課税庁の内部において、既に収集した資料を基礎として、正当な課税標準等

又は税額等を求めるための作業を含むものと解される（この点、後記３のとおり、収税官吏

が犯則嫌疑者に対して犯則調査を行った場合においては、課税庁は、その者に対する課税処
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分を行うため、当該犯則調査により収集された資料を利用することは許される。）。 

 なお、青色申告の承認の取消し（法人税法１２７条１項）は、通則法２４条ないし２７条

にいう「更正」又は「決定」ではない以上、これらの規定の適用を受けないものと解される。 

 しかるところ、前提事実（６）及び弁論の全趣旨によれば、処分行政庁は、大阪国税局長

又は査察官から本件臨検捜索差押により収集された資料を引き継いだ上、これらに基づき、

本件法人税及び本件消費税等に係る正当な課税標準等及び税額等を求めるべく、事実の認定

及び法令の解釈を行った上で本件課税処分をしたものと認められる。 

 したがって、処分行政庁は、本件課税処分を行うに当たり、その内部において、正当な課

税標準等及び税額等を求めるための作業をしたから、通則法２４条以下にいう「調査」を行

ったものと認められる。 

（３）したがって、本件各処分は、処分行政庁の「調査」に基づくから、通則法２４条から２７

条までに違反しない。 

３ 争点１－３（本件臨検捜索差押に係る証拠に基づくことによる違法の有無）について 

（１）原告は、通則法２４条から２７条までにいう「調査」には犯則調査により収集された資料

に基づく調査は含まれないところ、本件臨検捜索差押により収集された証拠のみに基づいて

された本件各処分につき、上記「調査」があったとはいえない旨を主張する。 

（２）この点、通則法２４条から２７条までにいう「調査」は、課税庁である税務署長（具体的

には国税調査官等）が、更正又は決定を行う（より具体的には正当な課税標準等又は税額等

を求める）目的で、通則法所定の手続に従って行うものである。これに対し、犯則法に基づ

く調査（犯則調査）は、犯則法２条に基づく臨検等を含め、収税官吏（国税査察官等）が、

犯則事件（法人税法１６１条等の罰則規定に該当する事実）に係る告発をするか否かを判断

するため、当該犯則事件の有無を認定する目的で、犯則法所定の手続に従って行うものであ

る。このように、通則法２４条から２７条までにいう「調査」と犯則調査とは、直接的には、

その目的、手続及び主体等を異にする別個のものである。 

 したがって、犯則法に基づく調査（犯則調査）は、課税処分（更正又は決定）を行うため

の証拠資料を収集するためなど、課税処分に係る調査（すなわち通則法２４条ないし２７条

にいう「調査」）の手段として行うことは許されず、この場合には、当該課税処分を違法と

解する余地があることは否定できない。 

 もっとも、他方で、犯則調査手続と課税手続及び徴税手続は、究極的にはいずれも適正な

課税及び徴収の実現を目的とするものであって、両手続の間には密接な関連性があるものと

解される（通則法１条、財務省組織令９２条１号参照）。このことに鑑みると、収税官吏が

犯則嫌疑者に対して犯則調査を行った場合において、課税庁が、当該犯則調査により収集さ

れた資料を、その者に対する課税処分及び青色申告承認の取消処分を行うために利用するこ

とは、許されるものと解される（昭和６３年最判参照）。 

（３）これを本件についてみると、上記１及び２のとおり、本件臨検捜索差押は原告に対する犯

則事件（法人税法違反嫌疑事件）の嫌疑が存在することを前提に適法にされ、処分行政庁は、

大阪国税局長又は査察官から本件臨検捜索差押により収集された資料を引き継ぎ、これを利

用して、本件各処分（本件青色取消処分、本件法人税処分及び本件消費税処分）を行ったも

のと認められる。 

 しかるに、査察官において、専ら本件各処分を行うための証拠資料を収集するための手段
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として、本件臨検捜索差押を行ったことを認めるに足りる的確な証拠は見当たらない。 

（４）以上によれば、本件各処分は、本件臨検捜索差押により収集された証拠のみに基づいてさ

れたことをもって、違法ということはできない。 

４ 争点１－４（査察官の調査に係る記載を欠く違法の有無）について 

（１）原告は、本件各処分の通知書に大阪国税局職員（査察官）の調査に基づいてされた旨が記

載されていないことを理由に、本件各処分が通則法２８条２項及び３項所定の理由の附記を

欠く違法なものである旨を主張する。 

（２）この点、通則法２７条によれば、国税庁又は国税局の当該職員の調査があったときは、税

務署長は、当該調査したところに基づき、更正又は決定をすることができるところ、通則法

２８条２項及び３項によれば、更正又は決定が上記調査に基づくものであるときは、当該更

正又は決定の通知書にその旨を附記しなければならない。その趣旨は、上記調査があった場

合には、当該更正又は決定を国税庁長官又は国税局長がしたものとみなして、当該長に対し

て異議申立てをすることができるものとされている（通則法７５条２項）ため、当該更正又

は決定を受けた者に対してその点を明らかにし、もって不服申立ての便宜を図ることにある。 

 しかるところ、上記２及び３によれば、通則法２７条にいう「調査」は、質問又は検査

（法人税法１５３条以下、消費税法６２条等）の実施を含め、納税申告書又は既にされた課

税処分（更正若しくは決定）に係る課税標準等又は税額等を求めるための一切の行為をいう

のであって、犯則法に基づく調査（犯則調査）を含むものではないと解される。 

 そうすると、税務署長が、国税庁又は国税局の国税査察官が行った犯則調査により収集さ

れた資料を利用し、課税標準等又は税額等を計算して課税処分をした場合には、当該課税処

分の通知書には、通則法２８条２項又は３項に基づき、これが国税庁又は国税局の職員の犯

則調査による資料を利用してされた旨を附記する必要はないと解される。 

（３）しかるところ、上記３のとおり、本件課税処分に係る課税標準等又は税額等を求める行為

をしたのは、処分行政庁（兵庫税務署の職員）であって大阪国税局の職員ではないから、本

件課税処分の通知書には、通則法２８条２項又は３項に基づき、大阪国税局職員の犯則調査

による資料を利用してされた旨を附記することを要しないと解すべきである。 

 なお、仮に、処分通知書に大阪国税局職員の調査による資料を利用してされた旨が附記さ

れなかったことにより、本件課税処分が通則法２８条２項又は３項に違反するとしても、上

記（２）で説示したとおり、これらの条項の趣旨が処分を受けた者に対して不服申立ての便

宜を図ることにある以上、上記違反をもって、本件課税処分の取消しを招来するに至るまで

の違法があると解することは困難といわざるを得ない（上記の違法により生じた不利益は、

行訴法８条２項３号、１４条３項等の適用によって救済すべきである。）。 

（４）したがって、本件各処分は、処分通知書に大阪国税局職員の調査に基づいてされた旨が記

載されていないことを理由として、通則法２８条２項及び３項所定の理由の附記を欠く違法

なものであるとはいえない。 

５ 争点３－１（本件法人税処分の理由不備の有無）について 

 原告は、平成１６年９月期法人税処分及び平成１７年９月期法人税処分は青色申告書に係る

法人税の更正処分であったのに理由が付記されておらず、法人税法１３０条２項により違法で

ある旨を主張する。 

 しかし、本件青色取消処分がされたことにより、原告の平成１６年９月期以後の法人税の青
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色申告書は、青色申告書以外の申告書とみなされる。この点、本件青色取消処分がされた平成

２０年４月１日の段階で既に提出済みであった青色申告書（平成１６年９月期から平成１９年

９月期までの分）は、その当時に遡って、青色申告書として特別に法が認めていた法律上の効

果が消滅し、青色申告書以外の申告書とみなされることとなる（最高裁昭和●●年（○○）第

●●号同５４年４月５日第一小法廷判決・裁判集民事１２６号４４３頁参照）。そうすると、

平成１６年９月期法人税処分及び平成１７年９月期法人税処分は、いずれも青色申告書以外の

申告書（白色申告書）に係るものとなる。 

 なお、前提事実（５）ウのとおり、平成１５年９月期法人税処分は、当初から白色申告書に

係るものであった。 

 そうであるとすれば、青色申告書に係る更正処分の理由の付記を定めた法人税法１３０条２

項は、本件法人税処分には適用されないものと解される。しかるところ、本件法人税処分には、

通則法２８条２項、７４条の２により、その理由を付記する必要がなかったのである。 

 したがって、本件法人税処分は、理由の付記を欠く違法なものであるとはいえない。 

６ 争点３－２－１（本件外注費等の損金該当性）について 

（１）認定事実 

 前提事実、証拠（後掲各証拠に加え、甲５３、５６、５７、証人乙、原告代表者。ただし、

認定に反する部分を除く。）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア ｅ（以下「ｅ」という。）は、平成１０年４月頃から平成１９年３月頃にかけての当時、

神戸市兵庫区（原告のＦ支店の所在地）において、「Ｏ」のパート従業員として勤務して

いた。もっとも、ｅは、その当時、原告の本店で管理されている現預金から、その給料の

支払を受けていた。（甲３９、５９、６０、乙４、１４） 

イ ｅは、平成１０年４月頃から平成１８年４月頃までの間、毎月、原告の本店から、小口

の経費に充てる目的で現金２０万円を受領した上、同店に勤務する従業員の指示に従い、

表題に「Ｏ現金出し入れ」、「Ｆ・Ｏ」又は「Ｏ・Ｆ」などと記載された小口現金出納帳に、

小口現金の収支を記入していた。また、ｅは、その当時、毎月、原告の本店に勤務する従

業員の指示に従い、同店から送付された各月の人件費等の一覧表に基づき、①原告宛の人

件費及び紹介料等の納品書を作成し、これを原告の本店に送付するとともに、②表題に

「Ｏ」などと記載された現金出納帳に、「人件費他」名目での原告からの収入及びこれと

同額の支出があった旨を記入していた。もっとも、ｅは、原告の本店に勤務する従業員と

の間で、実際に上記②に相当する額の金銭を授受することはなかった。（甲３８、３９、

５９、６０、甲Ｃ、甲Ｆ、乙４、５、１４） 

ウ 原告は、平成１１年１月１９日、株式会社Ⓠとの間で、携帯電話（番号Ⓡ）の利用契約

を締結し、当該携帯電話の利用を開始した。（乙２１） 

エ 「Ｏ・戊」名義の預金口座（Ｏ口座）は平成１２年５月１６日に開設されたところ、同

口座からの入出金は、同日から平成１３年１０月３１日まで行われていた（上記口座から

の入出金は、同年１１月１日以降、行われていない。）。上記入出金に係る金銭の授受は、

原告の本店において、原告の従業員（丙）と同店を訪問したＮ信用金庫の職員が行ってい

た。（甲２３、２７、乙１９、２５） 

オ 平成１４年１月１日から平成１７年１２月３１日までの間、商号に「Ｏ」を含み、かつ、

本店所在地を神戸市兵庫区●●（原告の本店所在地）又は同区●●（原告のＦ支店の所在
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地）とする法人は存在しなかった。（乙２６） 

カ 原告は、平成１４年５月２４日、株式会社Ⓠとの間で、携帯電話（番号Ⓢ）の利用契約

を締結し、当該携帯電話の利用を開始した。（乙２１） 

キ 原告は、平成１５年３月２６日、株式会社Ⓠとの間で、携帯電話（番号Ⓣ）の利用契約

を締結し、当該携帯電話の利用を開始した。（乙２１） 

ク Ｐクラブに所属する宰領は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、原

告が施行する葬儀等で業務を行った場合には、当該業務が終了した後、原告の本店におい

て、原告の従業員から、上記業務の報酬を現金で受領していた。そして、Ｐ及び上記宰領

は、いずれも、上記報酬の領収書を発行していなかった。（乙８、９、１２、証人Ｒ） 

ケ ａクラブに所属する献茶婦は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、

原告が施行する葬儀等で業務を行った場合には、当該業務が終了した後、原告の本店にお

いて、原告の従業員から、上記業務の報酬を現金で受領していた。そして、ａ及び上記献

茶婦は、いずれも、上記報酬の領収書を発行していなかった。（乙８、１０、１２） 

コ 兵庫税務署長は、平成１５年１月１日から平成１８年１２月３１日までの間に、納税義

務者を「Ｏ」とする法人税の確定申告書の提出を受けたことはなかった。また、兵庫税務

署長及び須磨税務署長のいずれも、上記期間に、納税義務者を戊とする所得税の確定申告

書の提出を受けたことはなかった。 

サ 神戸公共職業安定所長は、平成１５年６月２５日、要旨、以下の内容による雇用保険適

用事業所（以下「本件事業所」という。）の設置の届出を受けた。（甲２４の１） 

 事業所の名称   Ｏ・戊 

 事業所の所在地  神戸市須磨区 

 事業所の電話番号 Ⓤ 

 設置年月日    平成１５年６月１日 

シ 神戸公共職業安定所長は、平成１６年５月１０日、本件事業所に対し、「Ⓥ」が雇用保

険の被保険者の資格を喪失したことを確認した旨を通知した。（甲２４の３） 

ス 神戸公共職業安定所長は、平成１６年６月１４日、本件事業所に対し、「Ⓦ」及び

「Ⓧ」が雇用保険の被保険者の資格を喪失したことを確認した旨を通知した。（甲２４の

２、４） 

セ 戊は、平成１７年３月、交通事故に遭って頚椎を損傷し、その後平成１８年３月末頃ま

での間、入院治療を受けた。これにより、戊は、四肢麻痺、両上肢機能の著しい障害、両

下肢機能全廃の後遺障害（障害等級１級）を負った。（甲２７、乙７） 

ソ 平成１８年３月２日、本件組合の効力が発生した。その当時の本件組合の組合員は、Ⓨ、

Ⓩ及びⓐの３名であった。（甲２２） 

タ 神戸公共職業安定所長は、平成１８年４月２４日、本件事業所に対し、「Ⓨ」、「ⓑ」及

び「ⓓ」が雇用保険の被保険者の資格を喪失したことを確認した旨を通知した。（甲２４

の５） 

チ 平成１８年１０月２６日当時、神戸市兵庫区（原告のＦ支店の所在地）に所在する建物

の１階入口のガラス扉には、「Ｊ」、「ⓔ」及び「ＴＥＬ ｂ」と表示されていた。他方で、

原告は、自社のウェブサイト及び電話帳（ＮＴＴ西日本の発行するタウンページ）に、本

店の代表電話番号を「ｂ」と表示していた。（乙１、２、１０４） 
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ツ 原告は、平成１８年１０月２６日当時、その本店において、作成名義人を「Ｏ」（所在

地が神戸市兵庫区、電話番号がⓕ）とし、その名下に戊名義の印影を押捺した、①作成日

付を平成１４年１０月から平成１７年９月までの間とする原告宛ての領収証、及び、②宛

名、金額、作成日付、摘要がいずれも空欄の領収証（２通）を保管していた。しかるに、

戊は、平成１９年２月１日、査察官から上記①の領収証の一部を見せられたのに対し、押

捺された印影も筆跡も自己のものではなく、当該領収証のことは知らない旨を述べた。ま

た、原告は、自社のウェブサイト及び電話帳（ＮＴＴ西日本の発行するタウンページ）に、

Ｅ支店（Ｆ支店）の代表電話番号を「ⓕ」と表示していた。（甲２１、甲Ｄ、乙１～３、

７） 

テ ⓖ（原告の監査役）は、平成１８年１０月２６日当時、その自宅において、「（株）Ｃ

 従業員リスト」と題する書面を保管していた。同書面には、「Ⓦ」、「Ⓥ」、「Ⓨ」、「ⓓ」、

「ｄ」及び「ⓑ」の氏名、生年月日及び住所が記載されていた。（甲１、乙２３） 

ト 原告は、平成１８年１０月２６日当時、Ｇ支店において、その上部に「２００５年４月

２８日１０時１８分 （株）Ｃ・Ｅ支店」と記載された「携帯ＴＥＬ一覧」と題する書面

を保管していた。同書面には、「Ｏ部」の表題の下、以下のとおり記載されていた。（乙

６） 

① ｄ Ⓡ 

② Ⓨ Ⓢ 

③ ⓓ Ⓣ 

④ ⓝ ⓗ 

⑤ ｅ ⓘ 

⑥ ⓠ ⓙ 

⑦ ⓡ ⓜ 

（２）検討 

 原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期にかけての当時、戊において経営するＯ

（神戸市兵庫区）が原告から独立した事業体として存在していたから、本件外注費等が原告

の「損金」に当たる旨を主張する。 

ア そこで検討すると、確かに、認定事実によれば、平成１８年１０月当時、①作成名義人

を「Ｏ」とする原告宛ての領収証が原告の本店に保管されており（同ツ）、②神戸市兵庫

区に所在する建物の入口扉には「Ｊ」と表示され（同チ）、③同所において、ｅがＯの従

業員として雇用されていた（同ア）ことが認められる。 

 また、④平成１２年５月に「Ｏ・戊」名義の預金口座が開設される（認定事実エ）とと

もに、⑤平成１５年６月に「Ｏ・戊」を事業所（本件事業所）とする雇用保険適用事業所

の設置の届出がされた（同サ）上、同事業所に係る雇用保険の被保険者の資格を有する者

が複数存在した（同シ、ス、タ）ことが認められる。 

イ しかし、他方で、上記ア①については、原告がＯの経営者であると主張する戊は、当該

領収証に押捺された印影も筆跡も自己のものではなく、当該領収証のことは知らない旨を

述べている上、当該領収証に記載されていたＯの電話番号（ⓕ）は、原告のＥ支店（Ｆ支

店）の代表電話番号であったことが認められる（認定事実ツ）。 

 上記ア②については、当該扉に併記されていた「Ｊ」の電話番号（ｂ）は、原告の本店
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の代表電話番号であったことが認められる（認定事実チ）。 

 上記ア③については、ｅは、Ｏの従業員としての給与の支払を、神戸市兵庫区において

保管されている現金からではなく、原告の本店で管理されている現預金から受けていたこ

とが認められる（認定事実ア）。 

 上記ア④については、当該口座からの入出金に係る金銭の授受は、戊ではなく、原告の

本店において原告の従業員が行っており、しかも、平成１３年１１月１日以降は全く行わ

れていなかった（認定事実エ）。 

 上記ア⑤については、本件事業所の所在地は、原告がＯの事務所があったと主張する神

戸市兵庫区ではなく、同市須磨区である旨の届出がされた（認定事実サ）。また、当該被

保険者（Ⓦ、Ⓥ、Ⓨ、ⓓ、ⓑ）の氏名が、原告の監査役において保管されていた原告の従

業員リストに記載されていた（同テ）。さらに、原告は、当該被保険者のうちｄ、Ⓨ及び

ⓓの使用する携帯電話につき、自ら利用契約を締結してその料金を支払っていた（同ウ、

カ、キ、ト）。 

ウ さらに、認定事実によれば、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、商

業登記簿上、商号に「Ｏ」という名称を含み、神戸市兵庫区●●を本店所在地とする法人

は存在しておらず（同オ）、納税義務者を「Ｏ」とする法人税の確定申告書又は納税義務

者を戊とする所得税の確定申告書が税務署長に提出された事実はなかった（同コ）。 

エ 以上に加え、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、宰領等の外部業者

が、原告の施行する葬儀等における業務に関し、Ｏから委託を受けていたという事実も認

められない。 

 すなわち、認定事実によれば、その当時、Ｐクラブに所属する宰領及びａクラブに所属

する献茶婦は、原告が施行する葬儀等で業務を行った場合には、当該業務が終了した後、

原告の本店において、原告の従業員から、上記業務の報酬を現金で受領していたところ、

いずれも上記報酬に係る領収書を発行していなかった（同ク、ケ）。 

 他方で、認定事実によれば、ｅは、その当時、毎月、原告の本店に勤務する従業員の指

示に従い、同店から送付された各月の人件費等の一覧表に基づき、原告宛の人件費及び紹

介料等の納品書を作成するとともに、当該人件費等につき、表題に「Ｏ」などと記載され

た現金出納帳に、「人件費他」名目での収入及び支出があった旨を記入していたことが認

められる（同イ）。 

 しかしながら、上記現金出納帳によると、上記「人件費他」名目での収入（原告がＯに

支払ったとされる金額）及び支出（Ｏが外注業者に支払ったとされる金額）が同額であっ

て（認定事実イ）、会計処理上は原告と外注業者との間に存在するとされているＯに何ら

の利益も生じておらず、経済的にみて不合理といわざるを得ない。このことに加え、ｅは、

Ｏの業務として上記現金出納帳を作成していたにもかかわらず、原告の本店に勤務する従

業員との間で、実際に上記金額に相当する金銭を授受することはなかったのである（同

イ）。 

 そうであるとすれば、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間、宰領及び献茶婦

等の外部業者が原告の施行する葬儀等においてその業務を行うに際し、Ｏが原告から独立

した事業体として活動していたと評価することは困難といわざるを得ない。 

オ 以上を総合考慮すると、平成１４年１０月から平成１７年９月までの当時、Ｏは、その
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実体としては原告の一部署にすぎず、原告から独立した事業体としての実体までは有して

いなかったものと認められる。 

 なお、商業登記簿上、Ｊ及び本件組合が存在することが認められる（前提事実（２）ア、

イ）ところ、仮にＪについては平成１０年５月以前に、本件組合については平成１８年４

月以降に、それぞれ原告から独立した事業体としての実体を有していたとしても、上記認

定を左右するには足りない。 

（３）小括 

 以上によれば、Ｏに対して支払ったとされる本件外注費等（平成１５年９月期は２億２５

６１万２１５０円、平成１６年９月期は１億９７４９万４５００円、平成１７年９月期は１

億８７５７万３２００円）は、Ｏが原告から独立した事業体としての実体を有していなかっ

た以上、原告の損金に当たらないと認められる。 

７ 争点３－２－２－①（宰領の外注費に係る損金額）について 

 被告は、原告の宰領に係る外注費の支出に関し、平成１５年９月期から平成１７年９月期ま

での間の「損金」に当たる額を、紹介手数料に基づく推計方法により推計すべきである旨を主

張する。 

（１）推計の必要性について 

ア 推計が許される場合 

 法人税に関し、課税標準を推計して更正又は決定をすること（以下「推計課税」という。

法人税法１３１条参照）が許される（いわゆる推計の必要性が認められる）のは、税務署

等の職員が質問検査権（法人税法１５３条以下、現行法では通則法７４条の２以下）を有

することなどに鑑みると、納税者が帳簿書類その他の資料を備え付けておらず、その収支

の状況を直接資料によって明らかにすることができず、又は納税者の備え付けている資料

の内容が信頼性に乏しいなどの理由により、課税標準を実額で把握することができず、又

は著しく困難な場合に限られると解される。 

イ 認定事実 

 前提事実、上記６（１）の認定事実、証拠（後掲各証拠に加え、甲５３、５６、５７、

証人乙、原告代表者。ただし、認定に反する部分を除く。）及び弁論の全趣旨によれば、

以下の事実が認められる。 

（ア）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、施主（故人の親族

等）から葬儀の施行を受注した場合には、「ご葬儀承り書」と題する書面（以下「承り

書」という。）を作成していた。承り書には、葬儀の基本料金（金額のみ）及び付帯料

金（金額、明細）を記入する欄に加え、施主が署名捺印する欄等が設けられていた。そ

して、上記付帯料金に係る部分には、「式典係人件費」及び「接待係人件費」の仕様

（通夜式及び葬儀ごとの人数）及び単価等を記載する欄が設けられていた。（甲Ｂ） 

（イ）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、承り書を作成した場

合には、当該葬儀につき「原始簿」と通称する書面（以下「原始簿」という。）を作成

していた。原始簿には、喪主及び故人の氏名、通夜式及び告別式場を記入する欄に加え、

「係員」及び「宰領」と題する欄が設けられていた。（甲Ａ） 

（ウ）Ｐクラブに所属する宰領は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、

原告が施行する葬儀等で業務を行った場合には、当該業務が終了した後、原告の本店に
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おいて、原告の従業員から、上記業務の報酬を現金で受領していた。そして、Ｐ及び上

記宰領は、いずれも、上記報酬の領収書を発行していなかった。（上記６（１）ク） 

（エ）ａクラブに所属する献茶婦は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、

原告が施行する葬儀等で業務を行った場合には、当該業務が終了した後、原告の本店に

おいて、原告の従業員から、上記業務の報酬を現金で受領していた。そして、ａ及び上

記献茶婦は、いずれも、上記報酬の領収書を発行していなかった。（上記６（１）ケ） 

（オ）原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間、Ｏに対して人件費等を支

払ったことを前提に、「外注工賃」又は「外注費」の仕訳科目（摘要は「Ｏ」又は

「Ｏ」等）により、その総勘定元帳又は振替伝票にその金額を計上した。上記総勘定元

帳又は振替伝票には、Ｏに支払ったとされる金額のみが計上され、その内訳（人件費の

種類、単価、外注に係る人数等）までは記載されなかった。（前提事実（５）カ、甲Ｄ、

Ｅ、Ｇ、Ｌ、乙２７） 

（カ）ｅは、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間、毎月、原告の本店からの指示

に従い、各月の人件費等の一覧表に基づき、①原告宛の人件費及び紹介料等の納品書を

作成し、これを原告の本店に送付するとともに、②表題に「Ｏ」などと記載された金銭

出納帳に、「人件費他」名目での原告からの収入及びこれと同額の支出があった旨を記

入していた。上記の一覧表及び納品書には、葬儀１件（施主の氏で特定）ごとに人件費

の総額が記載されていたが、その内訳（人件費の種類、単価、外注に係る人数等）まで

は記載されていなかった。（上記６（１）イ、甲Ｃ） 

（キ）査察官は、平成１８年１０月２６日、原告に対する法人税法違反嫌疑事件を調査する

ため、犯則法２条１項に基づき、第１令状により、原告の本店及び支店等の臨検及び捜

索をした上、上記（ア）から（カ）までの書面等を含む原告の会計帳簿等を差し押さえ

た（第１臨検捜索差押）。（前提事実（６）ア、甲２１、乙４） 

（ク）処分行政庁は、第１臨検捜索差押の後、査察官から、上記（キ）の書面等の一部を引

き継いだ。 

ウ 本件における検討 

（ア）上記６のとおり、平成１４年１０月から平成１７年９月までの当時、Ｏは、原告から

独立した事業体としての実体を有していなかったから、原告の総勘定元帳のうち少なく

とも外注に係る人件費に関する部分（前提事実（５）カ）の内容は、信用することがで

きない。 

 また、認定事実によれば、原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの外

注に係る人件費に関する資料として、①Ｏ名義の原告宛て領収証、②原告宛て納品書

（書面それ自体からは作成名義が不明）、③外注に係る人件費等と思しき金額が記載さ

れたメモ（書面それ自体からは作成名義が不明）、④表題に「Ｏ」などと記載された金

銭出納帳（原告とＯとの間の人件費の収支が計上されたもの）等を保有していたと認め

られるものの、これらのいずれについても、上記と同様に、Ｏが原告から独立した事業

体としての実体を有することを前提とする内容のものである以上、信用することができ

ない。 

（イ）加えて、原告の保有していた資料をもってしては、平成１５年９月期から平成１７年

９月期までの間に原告が外注先に対して直接支払った人件費の金額を、実額で把握する
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ことは著しく困難といわざるを得ない。 

 すなわち、認定事実のとおり、原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月にかけ

ての当時、Ｐクラブに所属する宰領及びａクラブに所属する献茶婦の行った業務の報酬

につき、Ｐ、ａ又は上記宰領ないし献茶婦から、領収証を受領していなかった（同

（ウ）、（エ））。 

 そして、原告の総勘定元帳、原告の振替伝票、表題に「Ｏ」などと記載された金銭出

納帳（原告とＯとの間の人件費の収支が計上されたもの）には、一定期間ごとに外注に

係る人件費の総額が記載されるにとどまり、人件費の種類すら区別されていなかった

（認定事実（オ）、（カ））。また、原告宛て納品書、外注に係る人件費等と思しき金額が

記載されたメモには、葬儀１件（施主の氏で特定）ごとに外注に係る人件費の総額が記

載されていたものの、その内訳（人件費の種類、単価、外注に係る人数等）までは記載

されていなかった（同（カ））。 

 他方で、承り書には、通夜式及び葬儀ごとに、式典係及び接待係の人数及び単価等を

記載する欄が設けられていたことが認められる（認定事実（ア））。しかし、当該欄は、

施主（原告の顧客）が原告に支払うべき金額（売上に相当するものの金額）の根拠を記

載したものであるから、当該欄の記載をもって、原告が外注先に支払った人件費（売上

原価に相当するもの）の金額が直ちに明らかになるとは認め難い。そして、原始簿には、

外注に係る人件費の金額は何ら記載されていなかった（同（イ））。 

（ウ）以上からすると、原告の保有していた資料によっては、平成１５年９月期から平成１

７年９月期までの間における外注に係る人件費につき、原告が支払った金額を実額で認

定することはできないといわざるを得ない。 

 この点、原告の従業員であった乙も、個々の外注先が原告から受領した個々の人件費

につき、その具体的な金額を確認することができる書類はない旨を供述しているところ

である（証人乙・３８頁）。 

エ まとめ 

 以上によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの原告の所得金額（これを

構成する損金の額）を算定するに当たり、原告が支払った外注に係る人件費の金額を推計

することは許されるというべきである。 

（２）被告の主張する推計方法（紹介手数料に基づく推計方法）の合理性 

ア 判断基準 

 推計課税は、信頼し得る調査資料を欠くために実額を把握することができない場合にお

いて、やむを得ず間接的な資料に基づいて所得を推計するものであるから、推計の方法は、

実際の所得に近似した数値を算出し得る合理的なものでなくてはならない。 

 しかるところ、この合理性が認められるためには、①推計の基礎となる事実が正確に把

握され、②種々の推計方法のうち当該事案に最適なものが選択され、かつ、③当該推計方

法自体ができるだけ真実の所得に近似した数値が算出され得るような客観的なものである

ことが必要と解すべきである。 

イ 認定事実 

 前提事実、上記（１）の認定事実、証拠（甲２８、２９、甲Ａ、乙８、９、６４、６６

～６８、証人Ｒ。ただし、認定に反する部分を除く。）及び弁論の全趣旨によれば、以下
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の事実が認められる。 

（ア）平成１４年１０月から平成１７年９月にかけての当時、Ｐクラブに所属する宰領は、

Ｐの指示により、祭壇飾り、通夜式の進行又は葬儀の進行等の業務を行い、当該業務が

終了した後、当該業務を依頼した者から上記業務の報酬を現金で受領していた。 

 その当時、上記宰領は、１か月単位で、Ｐに対し、上記業務に係る紹介手数料（以下

「本件紹介手数料」という。）として、上記報酬の金額から交通費等の実費に相当する

額を控除した金額に４％を乗じた金額を支払っていた。 

（イ）ＲとＳは、平成１４年１０月から平成１７年１０月にかけての当時、Ｐクラブに所属

する宰領であり、別表３－２及び別表３－３の各③欄の日に、本件紹介手数料として、

各別表の④欄の金額を支払った。 

（ウ）平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間、原告が外注した宰領に係る業務の

件数は、別表３－１⑦欄のとおりであった。 

 上記件数のうち、①Ｐクラブに所属する宰領が行った分は、次のＡのとおり（かっこ

内は外注に係る件数の全体に占める割合。小数点以下四捨五入）であり、②ＲとＳが行

った分は、同別表④欄及び⑤欄のとおり（次のＡの件数に占める割合は次のＢのとおり。

小数点以下四捨五入）であった。 

               Ａ          Ｂ 

 平成１５年９月期  ５００件（８２．９％）  ７６．８％ 

 平成１６年９月期  ３３９件（８４．５％）  ８４．７％ 

 平成１７年９月期  ３３７件（７７．３％）  ８６．６％ 

 合計       １１７６件（８１．７％）  ８１．９％ 

ウ 紹介手数料に基づく推計方法の内容 

 被告の主張する紹介手数料に基づく推計方法の内容は、上記第３の８（１）イのとおり

であるところ、認定事実を踏まえて整理すると、次のとおりとなる。 

① ＲとＳに対する外注費の算定（別表３－１①～③） 

 ＲとＳが支払った本件紹介手数料の額を手数料の割合４％で割り戻した金額に、交通

費等の実費分の割合（Ｒが受領した平成１８年１月分の報酬に占める交通費等の割合３．

１％）を加算することにより、原告が両者に支払った報酬（外注費）の額を算定する

（別表３－２、３－３）。 

② 平均外注費の額の算定（別表３－１⑧） 

 上記①の総額を、ＲとＳが宰領に係る業務を行った原告の葬儀件数（別表３－１④欄

及び⑤欄の合計）で除することにより、原告が両者に支払った葬儀１件当たりの報酬

（外注費）の額を算定する。 

③ 宰領に係る外注費の総額の推計（別表３－１⑨） 

 上記②の額に、原告が宰領に係る業務を外注した葬儀件数（別表３－１⑦欄）を乗じ

ることにより、宰領に係る外注費の総額を推計する。 

エ 紹介手数料に基づく推計方法の合理性 

 以上を踏まえ、紹介手数料に基づく推計方法の合理性を検討する。 

（ア）資料の正確性について 

 紹介手数料に基づく推計方法の基礎となる事実は、①ＲとＳにおいてＰに支払った本
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件紹介手数料の金額が別表３－２④欄及び３－３④欄のとおりであること（上記ウ①）、

②本件紹介手数料の割合が４％であること（上記ウ①）、③原告がＲに支払った平成１

８年１月分の報酬に占める実費（交通費等）の割合が３．１％であること（上記ウ①）、

④ＲとＳが原告の施行する葬儀における宰領の業務を行った件数が別表３－１④欄及び

⑤欄のとおりであること（上記ウ②）、⑤原告が宰領に係る業務を外注した葬儀の総件

数が別表３－１⑦欄のとおりであること（上記ウ③）である。 

 そこで、これらの事実の正確性を検討するに、上記①の事実は、ｆ及びｇ名義の各預

金口座の預入明細（乙６４別添１）により、正確に把握されていることは明らかである。 

 上記②及び③の事実は、Ｐの供述（乙８）、Ｒの供述（乙９、証人Ｒ［９、１９～２

０頁］）及びＱ名義の請求書（乙９資料２－１、乙６４別添２）等により、正確に把握

されているということができる。 

 上記④及び⑤の事実は、原始簿（甲Ａ）及び報告書（乙６７）等により、正確に把握

されていることは明らかである。 

 以上のとおり、紹介手数料に基づく推計方法の基礎となる事実は、いずれも、正確に

把握されているものと認められる。 

（イ）推計方法の選択及び具体的方法の合理性について 

 紹介手数料に基づく推計方法は、Ｐクラブに所属する宰領であるＲとＳがＰに支払っ

た本件紹介手数料の額に基づき、原告がＰクラブその他の外注先の宰領に支払った報酬

の額を推計するものである。 

 しかるところ、認定事実（ウ）のとおり、原告が外注した宰領に係る業務の８０％以

上をＰクラブに所属する宰領が行っている上、その８０％以上をＲとＳが行っていると

認められる。 

 他方で、原告がＲ及びＳに支払った報酬（外注費）の額を算定するに当たり、交通費

等の実費分の割合を加算する（上記ウ①）ところ、その割合である３．１％という数値

は、Ｒが受領した平成１８年１月分の報酬に限り、Ｑ名義の請求書（乙９資料２－１、

乙６４別添２）から当該報酬に占める実費の割合が明らかであるため、これを他の期間

においても当てはまるとして採用されたものと認められる。 

 この点、上記数値の合理性ないし客観性が問題となるが、上記割合を裏付ける的確な

資料が他に存在しないこと、月ごとに宰領の業務に係る実費（主として交通費）の割合

が大きく異なるとはにわかに考え難いこと、平成１８年１月分のＲの業務の件数（１４

件）と平成１５年９月期ないし平成１７年９月期の各月におけるＲとＳの業務の件数

（概ね１０件台）が比較的近似していることなどに照らすと、一応の客観性は確保され

ているものというべきである。 

 以上を総合考慮すれば、紹介手数料に基づく推計方法は、原告の実態に即した最も適

正なものであって、それ自体、経験則上できる限り真実の金額に近似した数値を算出し

得る客観的なものであるということができる。 

オ まとめ 

 したがって、紹介手数料に基づく推計方法は、平成１５年９月期から平成１７年９月期

までの原告の所得金額（そのうち損金の金額）を算出するに当たり、実際の金額に近似し

た数値を算出し得る合理的なものということができる。 
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 なお、Ｒが保管していた手帳（乙６８）には、平成１４年１０月から平成１７年９月ま

での間に、原告以外の者から宰領に係る報酬を受領していた旨が記載されている。もっと

も、このことを前提とした場合には、紹介手数料に基づく推計方法により推計される外注

費の金額は、原告が実際に支払った外注費の金額よりも高額となるから、原告にとっては、

より高額の損金が認定されるという有利な結果がもたらされることとなる。 

（３）原告の主張する算定方法について 

ア 実額の算定方法の採否 

 原告は、上記第３の８（２）ウのとおり、原始簿（甲Ａ）の「係員」欄に記載された氏

名が祭壇飾りを担当した者の氏名であることを前提に、当該記載に基づき外注先が祭壇飾

りを行った件数を算定した上、これに日当（単価３万７０００円）を乗じることにより、

宰領（祭壇飾りを行った者）に係る外注費の額を算定するなどして、宰領に係る外注費

（実額）を算定すべきである旨を主張する。 

 しかし、上記「係員」欄に記載されている氏名が、祭壇飾りを担当した者の氏名である

ことを認めるに足りる的確な証拠はない。加えて、同欄には複数の氏名が記載されている

ことが多い上、同欄が空欄のものすらあること（甲Ａ１４－１０－３７）などからすると、

その記載をもって実際に祭壇飾りを担当した者を特定することは、そもそも困難であって、

合理性を欠くといわざるを得ない。 

 また、祭壇飾りの単価が３万７０００円である旨の主張についても、葬儀と祭壇飾りを

併せた単価が５万２０００円である旨のＲの犯則調査での供述（乙９）に反するのであっ

て、にわかに採用し難いといわざるを得ない。この点、同供述は、第２臨検捜索差押で差

し押さえられた手帳（前提事実（６）イ、乙９、６８）という客観的な証拠によりその内

容が裏付けられているから、信用性が高いということができる。これに対し、Ｒの陳述書

（甲２９）及び証言のうちこれに反する部分は、その内容が的確な裏付けを欠くものであ

る上、合理的な根拠もないのに上記供述を変遷させたものというほかはなく、これを信用

することはできない。 

 したがって、原告の主張する宰領に係る外注費の算定方法は、その実額を推認する方法

として合理性を有するとはいえず、採用することができない。 

イ 他の事業年度との比準（本人率）による推計方法の合理性 

 原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間における外注費（ただし、宰

領以外の全ての外注費を含む。）の額は、同事業年度における売上金額に、本人率（平成

８年９月期から平成１４年９月期までの売上金額に占める外注費の割合の平均値）を乗じ

る方法により推計すべきである旨を主張する。 

 しかし、本人率を算出する根拠とされた帳簿（平成８年９月期から平成１４年９月期ま

での決算報告書及び総勘定元帳等。甲４５の１～７）は、その内容につき、原始資料（注

文書、契約書、領収書等）の裏付けがあるとはいえない。加えて、上記帳簿のうち平成１

０年９月期から平成１２年９月期までの分については、前件各処分（同事業年度の法人税

の更正処分等）の取消しを求める旨の前訴（上記１の認定事実キ以下）において、裁判所

により信用することができないと判断されている（乙７７～７９）。 

 したがって、原告の主張する外注費の推計方法は、推計の基礎となる事実が正確である

とはいえず、推計の合理性（上記（２）ア参照）を欠くから、被告の主張する同外注費の
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推計方法（紹介手数料に基づく推計方法）よりも高度の合理性を有すると認めることはで

きない。 

ウ まとめ 

 以上からすると、原告の主張する宰領に係る外注費の算定方法又は推計方法は、被告の

主張する同外注費の推計方法（紹介手数料に基づく推計方法）による原告の課税標準（損

金）についての事実上の推定を妨げるには足りない。 

（４）小括 

 以上のとおりであるから、原告の宰領に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、紹介

手数料に基づく推計方法により推計することができる。 

 そうすると、その額は、別表３－１⑨欄のとおり、平成１５年９月期が３１００万８０６

９円、平成１６年９月期が２１７８万８３３５円、平成１７年９月期が２５４０万８７７２

円と認められる。 

８ 争点３－２－２－②（献茶婦の外注費に係る損金額）について 

 被告は、原告の献茶婦に係る外注費の支出に関し、平成１５年９月期から平成１７年９月期

までの間の「損金」に当たる額を、推計により算定すべきである旨を主張する。 

（１）推計の必要性について 

 上記７（１）のとおり、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの原告の所得金額

（これを構成する損金の額）を算定するに当たり、原告が支払った外注に係る人件費の金額

を推計することは許される。 

（２）被告の主張する推計方法の合理性 

ア 被告の主張する推計方法の内容 

 被告の主張する献茶婦に係る外注費の推計方法の内容は、上記第３の９（１）イのとお

りであるところ、これを整理すると次のとおりとなる。 

（ア）献茶婦の人数の算定（別表２－２－１ないし２－２－３の「献茶人数」欄） 

① 原始簿（甲Ａ）の「宰領」欄の右側に記載された氏名の記載から、献茶婦の人数を

確認する（上記各別表の「原始簿記載の献茶婦」欄）。 

② 承り書（甲Ｂ）の「式典係人件費」欄、「接待係人件費」欄又は「献茶」欄の記載

から、献茶婦の人数を確認する（上記各別表の「承り書の人数」欄）。 

③ 上記①の人数よりも上記②の人数の方が多い場合には、承り書に記載された献茶婦

の人数を採用する。 

④ 承り書に人数が記載されておらず又は上記②の人数よりも上記①の人数の方が多い

場合には、原告に有利に斟酌し、上記①の人数を採用し、葬儀と通夜式の双方が行わ

れたときは、いずれにも従事したものとして、上記①の人数の２倍を採用する。 

（イ）献茶婦に係る外注費の総額の推計（上記各別表の「外注費の額」欄） 

 上記（ア）の人数に献茶婦の日当単価（１万３０００円）を乗じることにより、献茶

婦に係る外注費の額を推計する。 

イ 被告の主張する推計方法の合理性 

 上記７（２）アで説示した判断基準を踏まえ、上記アの推計方法の合理性を検討する。 

（ア）資料の正確性について 

 上記アの推計方法の基礎となる事実は、①原始簿に記載された献茶婦の人数が別表２
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－２－１ないし２－２－３の「原始簿記載の献茶婦」欄のとおりであること（上記ア

（ア）①）、②承り書に記載された献茶婦の人数が上記各別表の「承り書の人数」欄の

とおりであること（上記ア（ア）②）、③献茶婦の日当単価が１万３０００円であるこ

と（上記ア（イ））である。 

 そこで、これらの事実の正確性を検討するに、上記①及び②の各事実は、客観的な証

拠である原始簿（甲Ａ）及び承り書（甲Ｂ）の記載を合理的に解釈した結果認められる

ものである。 

 これに対し、上記③の事実については、資料の正確性に一定の疑義があるといわざる

を得ない。その理由は以下のとおりである。 

 確かに、ａクラブの経営者であるａは、平成１９年３月２日、ここ数年内においては、

原告から同クラブに所属する献茶婦に対して１日当たり１万３０００円位の日当が支払

われていたようである旨を供述したことが認められる（乙１０）。 

 しかし、ａの供述によれば、ａクラブに所属する献茶婦は、原告から直接日当を受領

した後、ａには電話代（１回の派遣につき５００円～７００円）のみを支払っていたと

いうのであるから、ａは、原告が各献茶婦に支払った日当の金額の詳細までは把握して

いなかったことがうかがわれる。そして、ａは、平成元年に献茶クラブを立ち上げた際

に、原告から１万３０００円位の日当を受け取っていた旨を供述しているところ、この

金額をもって、上記供述の当時における他の献茶婦の日当単価も同様であると即断した

疑いがあることを一概に否定することはできない。 

 しかるに、原告の従業員であった乙は、献茶婦の日当単価につき、ベテラン（責任

者）が１万５０００円、経験の浅い者が１万２０００円であったなどと、献茶婦の経験

により日当単価に差がある旨を供述している（甲５６［２５～２６頁］、証人乙［１７

～１８頁、資料１０］）。そして、ａクラブの献茶婦であったｈとｉも、平成１４年当時、

自己の日当単価は１万５０００円であったものの、自分の下で働く献茶婦の日当はそれ

より安かったと思うなどと供述する（甲３０、３１）とともに、原告の従業員であった

ⓣも、献茶婦の日当は１万円から１万５０００円の間の金額が支払われていた旨を供述

する（甲２６、乙１３）など、いずれも乙の上記供述に概ね沿う内容の供述をしている。

さらに、ａ自身も、献茶婦に対する日当単価は一律ではなく、勤務度合いや年数によっ

て多少の差はあると思う旨を供述しているのである（乙１０）。 

 この点、被告は、経験の豊富な献茶婦の日当単価が１万５０００円であるとすると、

当該献茶婦に業務を依頼した場合には、原告が献茶婦に支払う報酬（売上原価）と施主

が原告に支払う献茶婦の人件費（売上）が同額となって、原告には何らの利潤も生じな

いという不合理な結果を招来する旨を主張する。しかし、証拠（甲Ｂ）によれば、葬儀

料金は基本料金（数十万円～百数十万円）と付帯料金（葬儀に応じて個別に積算す

る。）から構成され、献茶婦の人件費は付帯料金に当たるところ、少なくとも基本料金

に一定の利潤が含まれていれば、葬儀料金の全体で利潤が生じていることになるから、

付帯料金それ自体に利潤が含まれていないことをもって、直ちに不合理とまで断ずるこ

とはできない。 

 以上によれば、献茶婦の日当単価に関する乙の上記供述は、その信用性を一概に否定

することができない。そうすると、献茶婦の日当単価については、経験の豊富な者が１
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万５０００円、経験の浅い者が１万２０００円であったことを認めるに足りる証拠が存

在し、その平均額が１万３０００円であることを認めるに足りる的確な証拠も見当たら

ないから、一律１万３０００円というのは正確でないといわざるを得ない。 

（イ）推計方法の選択及び具体的方法の合理性について 

 他方で、上記アの推計方法は、原始簿及び承り書から認められる献茶婦の人数に、献

茶婦の日当単価を乗じることにより、原告がａクラブの献茶婦に支払った報酬の額を推

計するものである。 

 しかるところ、献茶婦の人数を特定するための直接的で客観的な資料は、原告も認め

るとおり、原始簿及び承り書以外には見当たらない。そして、上記アの推計方法は、献

茶婦の人数を算定するという限度では、これらの書面の記載を最も合理的に解釈したも

のということができる。 

 そうすると、被告の主張する推計方法（上記ア）は、献茶婦の単価の算定方法を合理

的なものに修正した場合には、原告の実態に即した最も適正なものであって、それ自体、

経験則上できる限り真実の金額に近似した数値を算出し得る客観的なものであるという

ことができる。 

ウ まとめ 

 したがって、被告の主張する献茶婦に係る外注費の推計方法（上記ア）は、献茶婦の単

価の算定方法を合理的なものに修正した場合には、平成１５年９月期から平成１７年９月

期までの原告の所得金額（そのうち損金の金額）を算出するに当たり、実際の金額に近似

した数値を算出し得る合理的なものということができる。 

（３）被告の主張する推計方法の修正（より合理的な推計方法） 

 上記（２）を踏まえ、被告の主張する献茶婦に係る外注費の推計方法は、以下のとおり修

正すべきである。 

 なお、この推計方法は、当事者が主張する方法とは異なるものの、原告の主張を踏まえた

上で被告の主張する推計方法を修正したものであるから、当事者にとって不意打ちとはいえ

ず、これを採用することは許されると解すべきである。 

ア 献茶婦の人数の算定（別表７－１ないし７－３の「献茶人数」の「合計」欄） 

① 原始簿（甲Ａ）の「宰領」欄の右側に記載された氏名の記載から、献茶婦の人数を確

認する（上記各別表の「原始簿記載の献茶婦」欄）。 

② 承り書（甲Ｂ）の「式典係人件費」欄、「接待係人件費」欄又は「献茶」欄の記載か

ら、献茶婦の人数を確認する（上記各別表の「承り書の人数」欄）。 

③ 上記①の人数よりも上記②の人数の方が多い場合には、承り書に記載された献茶婦の

人数を採用する。 

④ 承り書に人数が記載されておらず又は上記②の人数よりも上記①の人数の方が多い場

合には、原告に有利に斟酌し、上記①の人数を採用し、葬儀と通夜式の双方が行われた

ときは、いずれにも従事したものとして、上記①の人数の２倍を採用する。 

イ 献茶婦の日当単価の認定（上記各別表の「原始簿記載の献茶婦」欄） 

 乙の供述（甲５６［２５～２６頁］、証人乙［１７～１８頁、資料１０］）及び弁論の全

趣旨に基づき、以下のとおり認定する。 

① 経験の豊富な献茶婦（ベテラン） １万５０００円 
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 具体的には、ａ、ｈ、ｉ、ｊ、ｍ、ｎ、ｑ、ｒ、ｔ、Ⓐ、Ⓑ及びⒸの１２名。 

 なお、ａは、乙の供述において、経験の豊富な献茶婦としてその名が挙げられていな

いものの、ａクラブの主宰者である以上、これに含まれることは明らかである。 

② 経験の浅い献茶婦  １万２０００円 

 上記①以外の者 

ウ 献茶婦に係る外注費の総額の推計（上記各別表の「献茶人数」欄及び「外注費の額」

欄） 

 上記ア及びイを踏まえ、以下のとおりの方法で推計する。 

① 上記ア③の場合 

 承り書に記載された人数の方が原始簿に記載された人数よりも多いため、原始簿に記

載されていない献茶婦がベテランであるか否かが明らかでないことになる。そこで、原

告に有利に斟酌し、原始簿に記載されたベテラン（上記イ①の１２名）以外の献茶婦の

人数に限り単価を１万２０００円とし、その余の人数は全て単価を１万５０００円で計

算する。 

② 上記ア④の場合 

 原始簿の記載が基準となる（原始簿に記載された人数の２倍となる）ので、ベテラン

（上記イ①の１２名）の単価を１万５０００円、それ以外の献茶婦の単価を１万２００

０円で計算する。 

（４）原告の主張する算定方法について（献茶婦の人数の算定方法の合理性） 

ア 原告は、献茶婦の人数を算定するに当たり、原始簿（甲Ａ）に記載された人数の２倍と

承り書（甲Ｂ）に記載された人数とを比較し、その多い方を採用すべきである旨を主張す

る。 

イ しかし、承り書の中に、通夜式と葬儀（告別式）で式典係の人数が異なる旨記載されて

いるものがあること（甲Ｂ１４－１０－５参照）からすると、葬儀と通夜式とで献茶婦の

人数が常に同じであるとはにわかに認め難い。しかるところ、原始簿の記載（「宰領」欄

の右側）からは、献茶婦が葬儀又は通夜式のいずれか一方又は双方に従事したのかが明ら

かでない。 

 さらに、原告は、後掲各証拠によれば、以下の葬儀に係る献茶婦の人数を算定するに当

たっては、通夜式が行われていないと認められるにもかかわらず、原始簿に記載された人

数に２を乗じている。 

  別表２－２－１ 

    №２９３（甲Ａ１５－ １－４０、甲Ｂ１５－ １－３７） 

    №３２０（甲Ａ１５－ １－６６、甲Ｂ１５－ １－６２） 

    №８４４（甲Ａ１５－ ７－５１、甲Ｂ１５－ ７－４７） 

  別表２－２－２ 

    № ６６（甲Ａ１５－１０－６５、甲Ｂ１５－１０－６３） 

    № ７９（甲Ａ１５－１０－７８、甲Ｂ１５－１０－７６） 

    №１０５（甲Ａ１５－１１－２３、甲Ｂ１５－１１－２１） 

    №１２７（甲Ａ１５－１１－４５、甲Ｂ１５－１１－４０） 

    №５５４（甲Ａ１６－ ４－ ５、甲Ｂ１６－ ４－ ５） 
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    №６５５（甲Ａ１６－ ５－３９、甲Ｂ１６－ ５－３５） 

    №６８３（甲Ａ１６－ ５－６７、甲Ｂ１６－ ５－５９） 

    №７１０（甲Ａ１６－ ６－ ６、甲Ｂ１６－ ６－ ６） 

    №７３１（甲Ａ１６－ ６－２７、甲Ｂ１６－ ６－２３） 

    №８８６（甲Ａ１６－ ８－２６、甲Ｂ１６－ ８－２４） 

  別表２－２－３ 

    № ２２（甲Ａ１６－１０－２２、甲Ｂ１６－１０－１８） 

    № ７５（甲Ａ１６－１０－７５、甲Ｂ１６－１０－６６） 

    № ８０（甲Ａ１６－１０－８０、甲Ｂ１６－１０－７１） 

    №５３２（甲Ａ１７－ ３－７８、甲Ｂ１７－ ３－７１） 

    №７５５（甲Ａ１７－ ６－３３、甲Ｂ１７－ ６－２９） 

    №８３５（甲Ａ１７－ ７－４３、甲Ｂ１７－ ７－４２） 

    №８９７（甲Ａ１７－ ８－ ８、甲Ｂ１７－ ８－ ８） 

    №９２７（甲Ａ１７－ ８－３８） 

    №９５２（甲Ａ１７－ ８－６３、甲Ｂ１７－ ８－５９） 

 以上からすると、献茶婦の人数の算定方法につき、原告の主張が合理的であるとはにわ

かに認め難い。 

ウ したがって、原告が主張する献茶婦に係る外注費の算定方法は、①その実額を推認する

方法として合理性を有するとはいえず、また、②推計方法としては、献茶婦の人数の算定

方法につき、推計の具体的方法に不合理な点があることにより、推計の合理性（上記７

（２）ア参照）を欠き、上記（３）の推計方法（被告の主張する推計方法を修正したも

の）よりも高度の合理性を有すると認めることもできない。 

 そうすると、原告の主張する上記算定方法は、上記（３）の献茶婦に係る外注費の推計

方法による原告の課税標準（損金）についての事実上の推定を妨げるには足りない。 

（５）小括 

 以上のとおり、原告の献茶婦に係る外注費の支出のうち損金に当たる額については、別表

７－１ないし７－３の「外注費の額」欄（「合計」欄）のとおり、推計することができる。 

 そうすると、その額は、平成１５年９月期が５１８７万３０００円、平成１６年９月期が

４０９５万６０００円、平成１７年９月期が３７０３万８０００円と認められる。 

９ 争点３－２－２－③（遺体搬送等の外注費に係る損金額）について 

 原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの当時、遺体搬送等（遺体の搬送及び

処置）に係る外注費を支出していたから、その額（具体的には、外注に係る人件費の総額から

宰領及び献茶婦に係る分を控除するなどして算定された金額）が「損金」として計上されるべ

きである旨を主張する。 

（１）この点に関し、原告の代表者である甲と原告の従業員であった乙は、いずれも、平成１４

年１０月から平成１７年９月にかけての当時、原告の遺体搬送等に係る業務を、Ⓔ（以下

「Ⓔ」という。）に対してのみ外注していた旨を供述している（甲５６、原告代表者［１２

～１６頁］、証人乙［２２～２６、４５～５０、５９頁］）。 

 そのⒺも、平成７年頃、葬儀会社から遺体搬送等に係る業務を有償で受注することを開始

したところ、平成１４年頃には、原告の依頼する業務のみを行っていた旨を供述している
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（甲３２、証人Ⓔ［１～２、１１頁］）。 

（２）しかし、甲及び乙とⒺの供述は、外注に係る遺体搬送等の件数、単価及び支払金額といっ

た重要な事項につき内容が著しく食い違っているから、そのいずれについても、信用性に重

大な疑問を差し挟まざるを得ない。 

 すなわち、甲と乙は、平成１４年頃以降、Ⓔに対し、１か月当たり７０ないし８０件の遺

体搬送等（毎回とも遺体の搬送及び処置の双方）を依頼していたところ、１回当たり４万円

ないし１２万円の報酬（金額は業務内容によって異なる。）を支払っていたなどと供述して

いる（原告代表者［１２～１４頁］、証人乙［４９、５０頁］）。 

 しかるに、Ⓔは、１か月当たり平均して５、６件程度の遺体搬送等（遺体の搬送のみの場

合もある。）の依頼を受けていたところ、１回当たり２万円ないし５万円程度の報酬（金額

は業務内容によって異なり、平均すると３、４万円程度）を受領していたなどと供述してい

るのである（証人Ⓔ［１２、１３、１６、１８、１９、２１、２２頁］）。 

（３）そもそも、原告の遺体搬送等に係る業務に関しては、宰領及び献茶婦に係る業務とは異な

り、原始簿（甲Ａ）及び承り書（甲Ｂ）にすら何らの記載もされていないから、外注業者の

名称、業務の内容及び単価、支払時期及び支払金額につき、これらの事項を間接的にでもう

かがわせる信用性の高い客観的な証拠が全く見当たらないと評せざるを得ない。 

 加えて、過去に原告の従業員であった㋐（平成２年頃～平成１５年夏頃）とⓣ（平成５年

～平成１６年）の供述からも、原告が遺体搬送等を外注していた事実はうかがわれない（甲

２６、乙１１、１３）。 

 さらに、原告は、遺体搬送等に係る外注費の支払の事実について、本件各処分に対する審

査請求の手続までは主張していなかったところ、本件訴えの提起から４年以上が経過した平

成２６年５月２３日の本件弁論準備手続（第１１回）期日において、その点に関する具体的

な主張を初めて行った（前提事実（７）、甲９～１５、弁論の全趣旨）。この点、原告の主張

によれば、遺体搬送等に係る外注費は、宰領及び献茶婦に係る各外注費よりも相当高額であ

ったにもかかわらず、原告は、平成２４年１月２７日の本件弁論準備手続（第６回）期日に

おいて、外注に係る業務として、宰領、献茶婦及び湯かんその他困難作業と指摘するにとど

まり、遺体搬送等の具体的な内容を主張しなかったのである（弁論の全趣旨）。 

（４）のみならず、原告の主張する遺体搬送等に係る外注費の算定方法（ないし推計方法）とい

うのは、宰領及び献茶婦に係る外注費のそれとは大きく異なり、外注件数に所定の単価を乗

じるというものではなく、施主ごとの人件費の総額から宰領及び献茶婦に係る外注費の金額

を控除するという、著しく大雑把で精度の低いものにとどまるというほかはない。 

 しかも、上記の計算方法を採用した場合には、原告の施行した葬儀の相当件数につき、①

個々の費目（宰領、献茶婦、遺体搬送等）ごとの外注費を合計した金額と人件費の総額との

間に、合理的に説明することのできない差額（不明差額）が生じ、又は、②遺体搬送等に係

る外注費の金額がマイナスになる（宰領と献茶婦に係る外注費の合計金額が人件費の総額よ

り多くなる）という、著しく不合理な結果を招来するのである（弁論の全趣旨）。 

（５）ところで、Ⓓは、葬祭事業者の管理の下で遺体の処置が行われている実態がある旨を供述

する（甲５２、証人Ⓓ）。 

 しかし、上記供述は、あくまでも、遺体搬送等に関して多様な対応がされていることを前

提に、文献又はⒹの知識経験を踏まえ、一般的ないし概括的な観点から、同人の主観的な認
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識を述べるにとどまるものである（証人Ⓓ［１１～１４頁］）。また、上記供述からは、当該

実態が認められたとされる地域及び時期等が、具体的に明らかになっているとはいい難い。 

 そうすると、Ⓓの上記供述をもって、原告という個別具体的な葬儀業者が、平成１５年９

月期から平成１７年９月期までという特定の期間に、遺体搬送等に係る業務を外注し、かつ、

その費用を支出していたとまで推認することは困難というほかない。 

（６）以上によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間、原告において、遺体搬

送等に係る業務を外注し、その費用（外注費）を支出していたとは認めることはできない。

仮に同外注費の支出があったとしても、その金額を推計する基礎となる正確な資料が存在せ

ず、当該金額を推計する合理的な方法が見当たらないといわざるを得ない。 

 したがって、原告の遺体搬送等に係る外注費の支出のうち損金に当たる額は、平成１５年

９月期から平成１７年９月期までのいずれについても、０円であると認められる。 

10 争点３－２－２－④（紹介料に係る損金額）について 

 原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの当時、葬儀を紹介した者に対し、葬

儀の基本料金の１割に相当する金額の紹介料を支出していたから、その額が「損金」として計

上されるべきである旨を主張する。 

（１）支払の事実の存否 

 この点、原告は、紹介料の支払の事実は、Ｏ名義の納品書（甲Ｃ）の記載によって裏付け

られている旨を主張する。 

 しかし、上記６の認定事実イのとおり、上記納品書は、原告の従業員の指示に基づいてｅ

が作成したものであって、紹介料の支払を受けた者が直接作成したものではないから、上記

支払の事実を確実に裏付ける証拠（領収証等に準ずるもの）と評価することはできず、その

内容を直ちには信用することができない。 

 しかるところ、原告の主張を前提とすると、紹介料の支払につき、①原始簿（甲Ａ）にそ

の旨の記載がないのに存在した事例、②原始簿にその旨の記載があるのに存在しなかった事

例があるというのであるから、その支払先（紹介者）の名称、支払時期及び支払金額を、間

接的にでもうかがわせる信用性の高い客観的な証拠は見当たらないと評せざるを得ない。 

 したがって、原告の上記主張はにわかに採用することができず、平成１５年９月期から平

成１７年９月期までの間において、原告が紹介料を支払った事実を認めることは困難といわ

ざるを得ない。 

（２）損金算入の可否 

 平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間において、仮に原告が紹介料の名目で金

員を支出していたとしても、以下の理由により、これを損金の額に算入することはできない。 

ア すなわち、上記金員については、上記（１）のとおり、その全てについて、支払先、支

払金額及び支払時期等の具体的事実を裏付ける直接的な証拠が揃っているわけではなく、

これらの事実も上記金員の趣旨も明らかでないといわざるを得ない。なお、乙も、支払時

期は葬儀ごとに区々であった旨を供述している（証人乙［５２、５３頁］）。 

 そうすると、上記金員（少なくとも原始簿にすら何らの記載もされていないもの）は、

費途不明金に当たるものとして、これを損金の額に算入することができないというべきで

ある（法人税基本通達９－７－２０参照）。 

イ 仮に上記金員が費途不明金に当たらないとしても、上記金員は措置法６１条の４第１項
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にいう「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することができない。 

 すなわち、後記１２（１）のとおり、原告が、交際費、接待費、機密費その他の費用で、

その得意先、仕入先その他事業に関係のある者に対して接待、供応、慰安、贈答その他こ

れらに類する行為のために支払った金員は、「交際費等」に当たるから、平成１５年９月

期はその全額を、平成１６年９月期及び平成１７年９月期はそれぞれ３６０万円を超える

部分の金額を、損金の額に算入することができない。この点、後記１２（７）、別表５の

とおり、平成１６年９月期及び平成１７年９月期のいずれにおいても、本件拡販費の金額

のみをもって上記限度額（各３６０万円）を超過しているから、上記金員が「交際費等」

に当たる場合には、これを損金の額に算入することができない。 

 しかるところ、証拠（甲Ａ、原告代表者［３０、３１頁］）及び弁論の全趣旨によれば、

原告は、自己に葬儀の施主となり得る者を紹介した者（寺院、老人ホーム等）に対し、今

後も同様に葬儀の施主となり得る者を紹介してもらうことにより、自己の葬儀業の売上を

伸長させる機会を付与してもらうよう期待して上記金員を支払ったものと評価することが

できるから、上記金員は、原告の事業に関係のある者に対し、供応又は贈答等に類する行

為のために支払った金員であると認めるのが相当である。 

 そうすると、上記金員は「交際費等」に当たり、これを損金の額に算入することができ

ない。 

（３）小括 

 以上によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間、原告において、葬儀を

紹介した者に対し、紹介料を支出していたとは認めることはできない。仮にこの支出があっ

たとしても、その額は、費途不明金又は「交際費等」として損金に算入されない。 

 したがって、原告の紹介料の支出のうち損金に当たる額は、平成１５年９月期から平成１

７年９月期までのいずれについても、０円であると認められる。 

11 争点３－２－２－⑤（プリンター等の購入費に係る損金額）について 

 原告は、平成１７年９月期において、プリンター等の購入に係る費用として２１２万２００

０円を支出したから、その額が「損金」として計上されるべきである旨を主張する。 

 この点、上記６で認定、説示したところに加え、証拠（甲４９、乙１７、２９）及び弁論の

全趣旨によれば、原告は、平成１７年５月、株式会社㋑から、自己の事業の用に供するための

ものとして、長尺の印刷物を作成する機能を有するプリンター及びソフトウエアを購入し、同

年６月頃、同社に対し、その代金として２１２万２０００円を支払ったことが認められる。し

かるところ、上記のプリンター及びソフトウエアは「減価償却資産」に当たる（法人税法２条

２３号、法人税法施行令１３条７号、８号リ）と認められるから、上記代金を原告の損金の額

に算入するには、原告の確定した決算において、同代金（すなわち上記のプリンター及びソフ

トウエアの取得価額）が「減価償却資産の償却費」として経理されていなければならないもの

と解される（法人税法２条２５号、３１条１項、法人税法施行令４８条１項、５４条１項、５

８条１項）。 

 しかし、前提事実（５）カのとおり、上記代金は、平成１７年９月期の原告の確定した決算

（総勘定元帳）において、「減価償却資産の償却費」とは別の科目である「通信費」として経

理されたから、これを損金の額に算入することはできないといわざるを得ない。そして、上記

代金が「減価償却資産の償却費」に当たることは明らかであって、その判定が困難であるとは
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いい難い以上、法人税基本通達７－５－１（３）を適用し又は準用するなどして、「通信費」

として経理された同代金を「減価償却資産の償却費」として経理されたものと取り扱うべき根

拠も見当たらない。 

 したがって、平成１７年９月期におけるプリンター等の購入に係る支出につき、原告の損金

は存在しない。 

12 争点３－３－１（本件拡販費の交際費等への該当性）について 

 被告は、本件拡販費につき、その全額が「交際費等」に当たるなどの理由により、措置法６

１条の４第１項所定の金額を除き、原告の「損金」に算入されない旨を主張する。 

（１）「交際費等」の意義及び判断基準 

ア 措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」とは、交際費、接待費、機密費その他の費

用で、法人が、その得意先、仕入先その他事業に関係のある者等（事業関係者）に対する

接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為のために支出するものをいう（同条３

項）。 

 そうすると、法人のしたある支出が「交際費等」に当たるためには、①当該支出が交際

費、接待費、機密費その他の費用であること、②当該支出が接待、供応、慰安、贈答その

他これらに類する行為（以下「接待等」という。）のためにされたものであること、③当

該接待等が当該法人の事業関係者に対してされたものであることを要し、かつ、これをも

って足りるものと解すべきである。 

 しかるところ、上記①について、当該支出が「交際費、接待費、機密費その他の費用」

に当たると認められるには、これらの費用の一般的な性質に照らし、当該法人が、当該支

出をもって、事業関係者との間の親睦の度を密にし、その取引関係を円滑に遂行する目的

を有することを要すると解すべきである。そして、この要件を満たすか否かは、当該支出

の動機、相手方、金額、態様及び効果等の具体的な事情を総合的に考慮し、客観的に判断

すべきである。 

 また、上記②について、当該支出が「接待等」を対象とするものであるか否かは、上記

①と同様に、当該支出の動機、相手方、金額、態様及び効果等の具体的な事情を総合的に

考慮して、客観的に判断すべきである。 

 そして、上記③について、措置法６１条の４第３項が、事業に関係のある者「等」と定

めていることに加え、法人の冗費、濫費を抑制し、法人の資本の蓄積を促進するという措

置法６１条の４の趣旨に照らすと、「事業関係者」には、当該法人の事業に関して当該法

人と取引関係を有する者だけではなく、当該法人の利害（間接的なものを含む。）に関係

のある者も含まれると解される。 

イ 原告の主張について 

（ア）原告は、法人の支出が措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」に当たるか否かを

判断するに当たっては、当該支出が同条３項所定の定義を満たすか否かを判断するのに

先立ち、これが販売促進費（拡販費）に当たらないことが認められなければならない旨

を主張する。 

 しかし、措置法６１条の４第１項は、「交際費等」の額を「損金」の額に算入しない

旨を定めているところ、「損金」の額には、販売費、一般管理費その他の費用の額が含

まれるのである（法人税法２２条３項）。そうであるとすれば、当該支出が「交際費
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等」に当たる場合には、これが販売促進費に当たるか否かを判断するまでもなく、損金

の額に算入することができないことは明らかである。 

 したがって、原告の上記主張は、その前提を欠き、採用することができない。 

（イ）原告は、法人の支出が措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」に当たるか否かを

判断するに当たっては、当該支出が本来の事業の維持、強化に必要不可欠であるか否か、

冗費性を持つか否かについても検討されるべき旨を主張する。 

 しかし、「交際費等」の定義を定める措置法６１条の４第３項の文言に加え、法人の

冗費、濫費を抑制するという同条１項の趣旨に照らすと、法人の支出が「交際費等」に

当たるか否かの判断に当たっては、上記アのとおり、客観的な観点から、当該支出の動

機、相手方、金額、態様及び効果等の具体的な事情を総合的に考慮した上で、同条３項

の定める要件を満たすか否かを判断すれば足りるのであって、これを超えて、当該支出

が当該法人の事業に必要不可欠であるか否かとか、当該支出が濫費に当たるか否かなど

を検討するまでの必要はないというべきである。 

（２）本件拡販費１（飲食及び宴会代金の支出）について 

ア 認定事実 

 前提事実（４）、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（ア）原告は、別紙２第１のとおり、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間に、

Ⓕ病院、Ⓖ病院、Ⓗ病院、Ⓘ病院、Ⓙ病院若しくはⓀ病院又はその関連団体の飲食費用

等として、以下の金額を支出した（本件拡販費１）。 

  平成１５年９月期  ２１３万１２４９円 

  平成１６年９月期  １８４万２９３０円 

  平成１７年９月期  １３０万００００円 

（イ）原告は、平成１６年３月末当時、上記（ア）の各病院の電話番号のリストを保管して

いた。（乙８４［別添３］） 

（ウ）原告は、平成１４年から平成１６年にかけての当時、上記（ア）の各病院に対し、中

元及び歳暮の品（陶器、ギフト品等）を贈った。（乙８４［別添３、別添４－１ないし

４－３］） 

（エ）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間に、別紙４－１「本件拡販費

１に関係する葬儀一覧」のとおり、上記（ア）の各病院で死亡した患者の葬儀を受注し

た。（甲Ａ） 

イ 検討 

 認定事実（ア）のとおり、本件拡販費１は、年末年始における病院又はその関係者の飲

食費用又は忘年会若しくは新年会に係る費用であって、上記病院の関係者に対する接待等

（接待又は供応）のために支出されたものと推認することができる。 

 そして、認定事実（イ）から（エ）までによれば、平成１５年９月期から平成１７年９

月期にかけての当時、原告は、上記病院から、死亡した患者又はその遺族を紹介してもら

うことにより、自己の葬儀業の売上を伸長させる機会を付与してもらうよう期待していた

ものと推認することができる。そうすると、上記病院は原告の事業関係者に当たると認め

られ、しかも、原告は、本件拡販費１の支出により、上記病院との親睦の度を密にし、そ

の取引関係を円滑に遂行する目的を有していたものと推認することができる。 
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 以上によれば、本件拡販費１は、いずれも、措置法６１条の４第１項にいう「交際費

等」の要件を満たすと認められる。 

ウ 小括 

 したがって、本件拡販費１は、いずれも「交際費等」に当たり、措置法６１条の４第１

項所定の金額を除き、これを損金の額に算入することができない。 

（３）本件拡販費２（陶器の購入）について 

ア 認定事実 

 前提事実（４）、証拠（後掲各証拠、原告代表者）及び弁論の全趣旨によれば、以下の

事実が認められる。 

（ア）原告は、別紙２第２のとおり、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間に、

陶器の購入代金として、以下の金額を支払った（本件拡販費２）。 

  平成１５年９月期  １７３万０９２５円 

  平成１６年９月期   ８７万４６５０円 

  平成１７年９月期  １７５万６６５０円 

（イ）原告は、平成１４年には、病院、寺院等及びその関係者ら１３９件に対し、歳暮の品

として、陶器１４０点を贈った。また、原告は、平成１５年には、病院、寺院等及びそ

の関係者らに対し、中元及び歳暮の品として、陶器１４６点を贈った。（乙８７［別添

３－１及び３－２］） 

（ウ）原告は、平成１６年３月末当時、上記（イ）の病院の電話番号のリストを保管してい

た。（乙８７［別紙２、別添４］） 

（エ）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間に、上記（イ）の病院で死亡

した患者の葬儀を受注し、自己の施行する葬儀に上記（イ）の寺院の僧侶を出席させ、

又は上記（イ）の寺院等の紹介により葬儀を施行したことがあった。（甲Ａ、乙８７

［別紙２、３］） 

イ 検討 

 認定事実（ア）及び（イ）によれば、本件拡販費２は、中元及び歳暮の品である陶器の

購入費用であって、病院、寺院等及びその関係者らに対する接待等（贈答）のために支出

されたものと推認することができる。 

 そして、認定事実（ウ）及び（エ）によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期

にかけての当時、原告は、①上記病院又は寺院等から、死亡した患者又はその遺族を紹介

してもらうことにより、自己の葬儀業の売上を伸長させる機会を付与してもらうよう期待

するとともに、②上記寺院等から、通夜及び葬儀の際に速やかに僧侶を派遣してもらうこ

とにより、自己の施行する葬儀の円滑な遂行に協力してもらうよう期待していたものと推

認することができる。そうすると、上記病院及び寺院等は原告の事業関係者に当たると認

められ、しかも、原告は、本件拡販費２の支出により、上記病院及び寺院等との親睦の度

を密にし、その取引関係を円滑に遂行する目的を有していたものと推認することができる。 

 以上によれば、本件拡販費２は、措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」の要件を

満たすと認められる。 

 なお、本件拡販費２は、仮にその全部又は一部につき購入に係る陶器の具体的な贈答先

を特定できないとしても、費途不明金に当たるから、これを損金の額に算入できない（法
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人税基本通達９－７－２０参照）。 

ウ 小括 

 したがって、本件拡販費２は、いずれも「交際費等」又は費途不明金に当たり、（「交

際費等」については措置法６１条の４第１項所定の金額を除き、）これを損金の額に算入

することができない。 

（４）本件拡販費３（商品券の購入）について 

ア 認定事実 

 前提事実（４）、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（ア）原告は、別紙２第３のとおり、平成１５年９月期から平成１７年９月期までにおいて、

商品券の購入代金として、以下の金額を支払った（本件拡販費３）。 

  平成１５年９月期  ５６９万００００円 

  平成１６年９月期  ４１９万００００円 

  平成１７年９月期  ４２２万００００円 

（イ）本件拡販費３に係る商品券のうち、同３－１②、同３－２⑤及び⑦、同３－３②につ

いては、その商品券箱に中元又は歳暮の旨が表記されていた。（乙８８［別添２－１な

いし２－２０］） 

（ウ）原告は、平成１４年には、病院又はその関係者等３４件に対し、歳暮の品として、商

品券６５又は６６セットを贈った。また、原告は、平成１６年には、病院又はその関係

者等１５件に対し、中元の品として、商品券１５セットを贈った。（乙８８［別添３－

１及び３－２］） 

（エ）原告は、平成１６年３月末当時、上記（ウ）の病院の電話番号のリストを保管してい

た。（乙８８［別紙２、３、別添４］） 

（オ）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間に、上記（ウ）の病院で死亡

した患者の葬儀を受注したことがあった。（甲Ａ、乙８８［別紙２、３］） 

イ 検討 

 認定事実（ア）及び（イ）によれば、本件拡販費３は、中元（６月～７月頃）及び歳暮

（１１月～１２月頃）の品である商品券の購入費用であって、病院の関係者に対する接待

等（贈答）のために支出されたものと推認することができる。 

 そして、認定事実（ウ）から（オ）までによれば、平成１５年９月期から平成１７年９

月期にかけての当時、原告は、上記病院から、死亡した患者又はその遺族を紹介してもら

うことにより、自己の葬儀業の売上を伸長させる機会を付与してもらうよう期待していた

ものと推認することができる。そうすると、上記病院は原告の事業関係者に当たると認め

られ、しかも、原告は、本件拡販費３の支出により、上記病院との親睦の度を密にし、そ

の取引関係を円滑に遂行する目的を有していたものと推認することができる。 

 以上によれば、本件拡販費３は、措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」の要件を

満たすと認められる。 

 なお、本件拡販費３は、仮にその全部又は一部につき購入に係る商品券の具体的な贈答

先を特定できないとしても、費途不明金に当たるから、これを損金の額に算入できない

（法人税基本通達９－７－２０参照）。 

ウ 小括 
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 したがって、本件拡販費３は、いずれも「交際費等」又は費途不明金に当たり、（「交

際費等」については措置法６１条の４第１項所定の金額を除き、）これを損金の額に算入

することができない。 

（５）本件拡販費４（ギフトセット及び食料品等の購入）について 

ア 認定事実 

 前提事実（４）、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（ア）原告は、別紙２第４（別表４－１ないし４－５）のとおり、平成１５年９月期から平

成１７年９月期までにおいて、ギフトセット及び食料品等の購入代金として、以下の金

額を支払った（本件拡販費４）。 

  平成１５年９月期   ８９万８４８４円 

  平成１６年９月期  ３１９万９１９３円 

  平成１７年９月期  ２１１万８４８０円 

（イ）原告は、総勘定元帳の「摘要」欄に、本件拡販費４－２及び４－４ないし４－６の支

出が中元又は歳暮に関するものである旨を記載した。（乙８９の１［別添１］、３［別添

１］、４［別添１］、５［別添１］） 

（ウ）原告は、平成１４年に、病院、寺院、自治会及び老人ホーム等に対し、歳暮の品とし

て、紅茶セット（ティーバッグ）を贈った。また、原告は、平成１６年、病院等及びそ

の関係者に対し、中元の品として、ギフトセットを贈った。（乙８９の３［別添３］、乙

９４［別添１］） 

（エ）原告は、平成１６年３月末当時、上記（ウ）の病院及び老人ホーム等の電話番号のリ

ストを保管していた。（乙８９の３［別紙１、２、別添４］、乙９４［別添１、２］） 

（オ）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間に、上記（ウ）の病院で死亡

した患者の葬儀を受注し、自己の施行する葬儀に上記（ウ）の寺院の僧侶を出席させ、

又は上記（ウ）の寺院等の紹介により葬儀を施行したことがあった。また、原告は、そ

の期間において、別紙４－２「本件拡販費４に関係する葬儀一覧」のとおり、上記

（ウ）の自治会の施設等において、自己の受注した葬儀を施行した。（甲Ａ、乙８７

［別紙２、３］、乙９４［別添１］） 

イ 検討 

 認定事実（ア）から（ウ）までによれば、本件拡販費４は、中元及び歳暮の品であるギ

フトセット及び食料品等の購入費用であって、病院、寺院、自治会及び老人ホーム等の関

係者に対する接待等（贈答）のために支出されたものと推認することができる。 

 そして、認定事実（ウ）から（オ）までによれば、平成１５年９月期から平成１７年９

月期にかけての当時、原告は、①上記病院、寺院、自治会及び老人ホーム等から、死亡し

た患者又はその遺族を紹介してもらうことにより、自己の葬儀業の売上を伸長させる機会

を付与してもらうよう期待するとともに、②上記寺院等から、通夜及び葬儀の際に速やか

に僧侶を派遣してもらうことにより、自己の施行する葬儀の円滑な遂行に協力してもらう

よう期待し、また、③上記自治会等から、通夜及び葬儀の際に会場を提供してもらうこと

により、自己の施行する葬儀の円滑な遂行に協力してもらうよう期待していたものと推認

することができる。そうすると、上記病院、寺院、自治会及び老人ホーム等は原告の事業

関係者に当たると認められ、しかも、原告は、本件拡販費４の支出により、これらの施設
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等との親睦の度を密にし、その取引関係を円滑に遂行する目的を有していたものと推認す

ることができる。 

 以上によれば、本件拡販費４は、措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」の要件を

満たすと認められる。 

 なお、本件拡販費４は、仮にその全部又は一部につき購入に係るギフトセット及び食料

品等の具体的な贈答先を特定できないとしても、費途不明金に当たるから、これを損金の

額に算入できない（法人税基本通達９－７－２０参照）。 

ウ 小括 

 したがって、本件拡販費４は、いずれも「交際費等」又は費途不明金に当たり、（「交

際費等」については措置法６１条の４第１項所定の金額を除き、）これを損金の額に算入

することはできない。 

（６）本件拡販費５（寺院へのお祝い金名目等での支出）について 

ア 認定事実 

 前提事実（４）、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（ア）原告は、別紙２第５のとおり、平成１５年９月期及び平成１７年９月期において、Ⓜ

寺、Ⓝ寺及びⓄ寺又はその関連団体に対し、お祝い金等として、以下の金額を支払った

（本件拡販費５）。 

  平成１５年９月期  １００万００００円 

  平成１７年９月期  ２００万００００円 

（イ）原告は、平成１４年には、Ⓝ寺に対し、歳暮の品（陶器）を贈った。また、原告は、

平成１５年には、Ⓝ寺及びⓄ寺に対し、中元又は歳暮の品（陶器）を贈った。（乙９０

［別添３］） 

（ウ）原告は、平成１４年１０月から平成１７年９月までの間に、別紙４－３「本件拡販費

５に関係する葬儀一覧」のとおり、自己の施行する葬儀に上記（ア）の寺院の僧侶を出

席させ、又は上記（ア）の寺院の紹介により葬儀を施行したことがあった。（甲Ａ） 

イ 検討 

 認定事実（ア）及び（イ）によれば、本件拡販費５は、支出の名目それ自体から、寺院

に対する接待等（贈答）のために支出されたものと推認することができる。 

 そして、認定事実（ウ）によれば、平成１５年９月期及び平成１７年９月期の当時、原

告は、①上記寺院から、死亡した患者又はその遺族を紹介してもらうことにより、自己の

葬儀業の売上を伸長させる機会を付与してもらうよう期待するとともに、②上記寺院から、

通夜及び葬儀の際に速やかに僧侶を派遣してもらうことにより、自己の施行する葬儀の円

滑な遂行に協力してもらうよう期待していたものと推認することができる。そうすると、

上記寺院は原告の事業関係者に当たると認められ、しかも、原告は、本件拡販費５の支出

により、上記寺院との親睦の度を密にし、その取引関係を円滑に遂行する目的を有してい

たものと推認することができる。 

 この点、神社の祭礼等の寄贈金は、通常は、事業に直接関係のない者に対する金銭の贈

与であるから、原則として「交際費等」に当たらないと解される（措置法通達６１の４

（１）－２の（２）参照）が、本件拡販費５については、上記のとおり、その相手方が事

業関係者であって、これを通じて親睦の度を密にして取引関係を円滑に遂行する目的があ
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ると認められる以上、「交際費等」に含まれると解すべきである。 

 以上によれば、本件拡販費５は、措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」の要件を

満たすと認められる。 

ウ 小括 

 したがって、本件拡販費５は「交際費等」に当たり、措置法６１条の４第１項所定の金

額を除き、これを損金の額に算入することはできない。 

（７）本件拡販費６（その他の支出）について 

ア 本件拡販費６－１（レンズの購入代金）について 

 前提事実（４）（別紙２第６の１）のとおり、原告は、平成１５年９月期に、レンズの

購入代金として９万４５００円を支払ったことが認められる（本件拡販費６－１）。 

 しかし、上記レンズは、その利用明細の宛先が「甲」とされている（乙８９の１［別添

２］）から、原告ではなく、甲個人において購入したものと認められる。 

 加えて、そもそも、社会通念上、法人が、代表取締役個人との親睦の度を密にし、その

取引関係を円滑に遂行する目的で、同人にレンズを贈答するとはにわかに考え難いことか

らしても、上記レンズの購入代金が原告の「販売費、一般管理費その他の費用」（法人税

法２２条３項）に当たると解することはできない。 

 したがって、本件拡販費６－１は、そもそも原告の「費用」に当たらない以上、これを

「損金」の額に算入することはできない。 

イ 本件拡販費６－２（Ⓟに対する５０万円の支出）について 

 前提事実（４）（別紙２第６の２）のとおり、原告は、平成１７年９月期に、Ⓙ病院の

Ⓟに対し、現金５０万円を支出したことが認められる（本件拡販費６－２）。 

 しかし、上記支出は、病院関係者に対する支出とはいえ、その目的が不明である以上、

費途不明金に当たるといわざるを得ず、これを損金の額に算入することはできない。 

ウ 本件拡販費６－３（４９０万円の支出）について 

 前提事実（４）（別紙２第６の３）のとおり、原告は、平成１７年９月期に、現金４９

０万円を支出したことが認められる（本件拡販費６－３）。 

 しかし、上記支出は、その相手先及び費途がいずれも不明である以上、費途不明金に当

たるといわざるを得ず、これを損金の額に算入することはできない。 

エ 小括 

 したがって、本件拡販費６は、いずれも、これを損金の額に算入することができない。 

（８）小括 

 以上によれば、別表５のとおり、本件拡販費（平成１５年９月期は１１５４万５１５８円、

平成１６年９月期は１０１０万６７７３円、平成１７年９月期は１６７９万５１３０円）は、

その全額が「交際費等」又は費途不明金に当たるなどの理由により、措置法６１条の４第１

項所定の金額（平成１６年９月期は３６０万円、平成１７年９月期は３６０万円）を除き、

原告の「損金」に算入されない。 

13 争点３－３－２（時機に後れた攻撃防御方法として却下することの可否）について 

 原告は、争点３－３－１（本件拡販費の交際費等への該当性）に係る被告の主張のうち原処

分（本件法人税処分）で主張していなかったもの（交際費等に係る新主張）は、時機に後れた

攻撃防御方法として却下されるべきである旨を主張する。 
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（１）そこで検討すると、前提事実（７）及び弁論の全趣旨によれば、被告は、本件訴えの提起

（平成２２年２月２５日）から６年以上が経過した平成２８年７月６日の本件弁論準備手続

（第２２回）期日に至って、交際費等に係る新主張を初めて行ったことが認められる。 

 しかるところ、確かに、上記のような主張を行うことは、公正かつ迅速な訴訟の進行の観

点（行訴法７条、民訴法２条参照）からすると、望ましいものとはいい難い。 

（２）しかしながら、他方で、前提事実（８）及び弁論の全趣旨によれば、原告と被告は、上記

期日に至るまでは、主として、本件各処分に係る手続的違法の有無（争点１）についての主

張立証（本件対象文書に係る文書提出命令の申立てについての審理を含む。）を重ねるとと

もに、本件法人税処分の適法性に関し、本件外注費等の損金該当性（争点３－２－１）に加

え、外注費（宰領、献茶婦、遺体搬送等）及び紹介料等の損金該当性及びその額（争点３－

２－２）についての主張立証に注力していた。そして、この間、被告は、原告又は裁判所か

ら、措置法６１条の４第１項にいう「交際費等」に当たることを理由に損金に算入できない

額（争点３－３－１）につき、自己の具体的な主張を明らかにするよう求められた形跡はう

かがわれない。 

 しかるところ、被告は、上記の点につき、平成２８年４月２６日の本件弁論準備手続（第

２１回）期日において、次回期日に自己の具体的な主張を提出する旨を明らかにした上で、

上記（１）のとおり、当該期日において、原処分におけるのと同様の主張に加え、交際費等

に係る新主張を追加して行ったものと認められる。 

（３）以上のような本件訴えの具体的な審理経過に照らすと、平成２８年７月６日の本件弁論準

備手続期日より前の段階で、被告において交際費等に係る新主張を積極的に行うよう期待す

ることができたと解することは、被告が国であることを考慮してもなお、いささか酷である

といわざるを得ない。そうであるとすれば、交際費等に係る新主張が「時機に後れて」提出

されたものとは断じ難く、また、当該主張を行うにつき被告に「故意又は重大な過失」があ

ったともにわかに認め難い。 

 仮に交際費等に係る新主張に関して上記各要件が満たされたとしても、原告と被告の間で

は、争点３－３－１（本件拡販費の交際費等への該当性）に関し、原処分で主張されていた

分であるか否かを問わず、本件拡販費が支出されたことそれ自体に特段の争いがあることは

うかがわれず、専ら「交際費等」の要件の一般的な解釈等が問題とされたこと（弁論の全趣

旨）からすれば、交際費等に係る新主張を認めることにより、本件訴えに係る「訴訟の完結

を遅延させることとなる」とも認め難い。 

 以上のとおり、交際費等に係る新主張は、行訴法７条、民訴法１５７条１項の要件を満た

すとはいえない。 

（４）したがって、交際費等に係る新主張は、行訴法７条、民訴法１５７条１項により、時機に

後れた攻撃防御方法として却下するのが相当とはいい難い。 

14 争点３－４（本件法人税に係る隠ぺい又は仮装の有無）について 

 被告は、原告が本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月期から平

成１７年９月期までの「損金」に係る事実を、「隠ぺい」し又は「仮装」した旨を主張する。 

（１）「隠ぺい」又は「仮装」が認められるための要件 

 通則法６８条１項は、納税者が過少申告をするにつき隠ぺい又は仮装という不正手段を用

いていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政上の制裁を課することによって、悪質な納
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税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実現を確保しようとす

るものである（最高裁平成●●年（○○）第●●号同１８年４月２０日第一小法廷判決・民

集６０巻４号１６１１頁参照）。 

 しかるところ、同項による重加算税を課すためには、納税者が故意に課税標準等又は税額

等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装し、その隠ぺい又は仮装行為

を原因として過少申告の結果が発生したものであれば足り、それ以上に、申告に際し、納税

者において過少申告を行うことの認識を有していることまでを必要とするものではないと解

するのが相当である（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同６２年５月８日第二小法廷判

決・裁判集民事１５１号３５頁参照）。 

（２）本件における検討 

 前提事実（５）イのとおり、原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの総勘

定元帳に、Ｏに支払った外注費、仕入れ及び通信費として本件外注費等を計上した上、これ

が損金に当たることを前提に確定申告書を作成して提出したことが認められる。 

 しかるに、上記６によれば、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの当時、Ｏは原

告から独立した事業体としての実体を有しておらず、本件外注費等の支払は実体を欠くもの

であったものと認められる。 

 そして、上記６の認定事実イによれば、その当時、原告の本店の従業員は、実際には何ら

金銭が授受されていなかったにもかかわらず、毎月、ｅに対し、原告宛ての人件費に係る納

品書を作成するよう指示していたことが認められる。そうすると、原告は、その当時、本件

外注費等の支払が実体を欠くものであることを認識していたものと推認することができる。 

 したがって、原告は、平成１５年９月期から平成１７年９月期までの間に、本件外注費等

の支払を総勘定元帳に計上したことにより、あたかもこれがあったかのように故意に装い、

もって「損金」に係る事実を「隠ぺい」し又は「仮装」したものと認めることができる。 

（３）原告の主張について 

 原告は、宰領等に係る外注費の支払に係る源泉徴収を避けるため、兵庫税務署の職員の指

示に従って本件外注費等を総勘定元帳に計上したにすぎないから、自己の売上及び損金等の

課税要件事実を偽る意図（ほ脱の目的）を有していなかったとして、平成１５年９月期から

平成１７年９月期までの損金に係る事実を「隠ぺい」し又は「仮装」したとはいえない旨を

主張する。 

 しかし、上記（１）で説示した通則法６８条１項の趣旨に照らすと、納税者に「隠ぺい」

又は「仮装」の故意があったといえるためには、当該納税者において、ほ脱の目的を有し、

又は自己の行為が法律上「隠ぺい」若しくは「仮装」に当たる旨を認識しているまでの必要

はなく、当該行為に係る客観的な事実を認識していれば足りるものと解すべきである。 

 しかるところ、上記（２）のとおり、原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上するに当

たり、少なくともその支払が実体を欠くことを認識していたものと認められる。なお、兵庫

税務署の職員がこのような実体を欠く処理を行うよう原告に指示したことを認めるに足りる

的確な証拠はない。 

 したがって、原告の上記主張は、その前提を欠き、採用することができない。 

（４）小括 

 以上のとおり、原告は、本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９
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月期から平成１７年９月期までの「損金」に係る事実を、「隠ぺい」し又は「仮装」したと

認められる。 

15 争点２（法人税法１２７条１項３号所定の事由の存否）について 

 被告は、原告が平成１６年９月期に係る帳簿書類に取引の全部又は一部を「隠ぺいし又は仮

装して」記載したことにより、法人税法１２７条１項３号所定の青色申告承認の取消事由に当

たる旨を主張する。 

（１）法人税法１２７条１項３号にいう「隠ぺい」又は「仮装」の意義 

 法人税法１２７条１項３号の趣旨は、帳簿書類を基礎とした正確な申告を奨励する趣旨の

青色申告制度を維持すべく、税務職員が、青色申告の承認を受けた法人の帳簿書類を適時に

検査することができるように、その備付け、記録及び保存がされるべきことを担保すること

にあると解される（最高裁平成●●年（○○）第●●号同１７年３月１０日第一小法廷判

決・民集５９巻２号３７９頁参照）。 

 他方で、上記１４（１）のとおり、通則法６８条１項の趣旨は、納税者が過少申告をする

につき隠ぺい又は仮装という不正手段を用いていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政

上の制裁を課することによって、悪質な納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度

による適正な徴税の実現を確保しようとすることにある。 

 以上のような法人税法１２７条１項３号と通則法６８条１項の趣旨に照らすと、両規定に

いう「隠ぺい」及び「仮装」を別異に解すべき根拠はないというべきである。 

（２）本件における検討 

 上記１４によれば、原告は、平成１６年９月期に係る原告の帳簿書類（総勘定元帳）に、

取引の全部又は一部を「隠ぺいし又は仮装して」記載したものと認められる。 

 したがって、原告は、平成１６年９月期において、法人税法１２７条１項３号所定の取消

事由に当たると認められる。 

16 争点４－１（本件消費税処分の理由不備の有無）について 

 原告は、通則法２８条２項、３項により理由が附記されていない本件消費税処分は、違法で

ある旨を主張する。 

 しかし、通則法２８条２項、７４条の２によれば、本件消費税処分に理由を附記する必要は

なかった以上、同処分が理由の附記を欠く違法なものとはいえない。 

17 争点４－２（本件外注費等の課税仕入れ該当性）について 

 原告は、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間までの当時において、Ｏが原

告から独立した事業体としての実体を有していたか否かを問わず、本件外注費等に相当する金

額が原告の「課税仕入れ」に当たる旨を主張する。 

（１）本件外注費等の支払の有無 

 しかし、上記６によれば、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間までの当

時、Ｏは、原告から独立した事業体としての実体を有していたとはいえないから、本件外注

費等の支払はなかったものと認められる。 

（２）消費税法３０条１項を適用するための要件 

 事業者が、消費税法施行令５０条１項の定めるとおり、消費税法３０条７項に規定する帳

簿及び請求書等を整理し、これらを所定の期間及び場所において、同法６２条に基づく国税

庁、国税局又は税務署の職員（以下「税務職員」という。）による検査に当たって適時にこ
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れを提示することが可能なように態勢を整えて保存していなかった場合は、同法３０条７項

にいう「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等…を保

存しない場合」に当たり、事業者が災害その他やむを得ない事情により当該保存をすること

ができなかったことを証明しない限り（同項ただし書）、同条１項の規定は、当該保存がな

い課税仕入れに係る課税仕入れ等の税額については、適用されないものというべきである

（最高裁平成●●年（○○）第●●号同１６年１２月１６日第一小法廷判決・民集５８巻９

号２４５８頁参照）。 

 しかるところ、消費税法３０条７項に規定する「帳簿」とは、同条８項により、課税仕入

れ等の税額が課税仕入れに係るものである場合には、課税仕入れの相手方の氏名又は名称、

課税仕入れを行った年月日、課税仕入れに係る資産又は役務の内容、同条１項に規定する課

税仕入れに係る支払対価の額が記載されていることを要する。 

 また、消費税法３０条７項に規定する「請求書等」とは、同条９項により、①事業者に対

し課税資産の譲渡等を行う他の事業者が、当該課税資産の譲渡等につき当該事業者に交付す

る、請求書、納品書その他これらに類する書類であって、書類の作成者の氏名又は名称、課

税資産の譲渡等を行った年月日、課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容、課税資産の

譲渡等の対価の額、書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称が記載されているものを

いい、②事業者がその行った課税仕入れにつき作成する仕入明細書、仕入計算書その他これ

らに類する書類であって、書類の作成者の氏名又は名称、課税仕入れの相手方の氏名又は名

称、課税仕入れを行った年月日、課税仕入れに係る資産又は役務の内容、同条１項に規定す

る課税仕入れに係る支払対価の額が記載されているもの（これらの事項につき当該課税仕入

れの相手方の確認を受けたものに限る。）であることを要する。 

（３）本件における検討 

ア 宰領及び献茶婦に係る外注費について 

 上記７及び８のとおり、原告は、平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間

までの間、外部の業者に対し、宰領及び献茶婦に係る外注費を支払っていたものと認めら

れる。 

 しかし、前提事実、上記６の認定事実、証拠（甲２１、３８、３９、甲Ｃ、甲Ｄ、甲Ｆ、

乙４、５、８～１０、２７）及び弁論の全趣旨によれば、平成１８年１０月２６日に原告

の本店及び支店において第１臨検捜索差押がされた当時、①原告の保管していた総勘定元

帳及び現金出納帳（「Ｏ」などと記載されたもの）のいずれにも、上記業者（相手方）の

氏名又は名称、上記外注に係る個々の役務の内容、上記外注費の内訳の金額等が何ら記載

されていなかったこと、②原告は、これらの事項が記載されている請求書又は仕入明細書

のいずれも備え付けていなかったことが認められる。 

 以上からすると、原告は、上記外注費の支払につき、消費税法３０条７項に規定する

「帳簿及び請求書等」を、税務職員による検査に当たって適時にこれを提示することが可

能なように態勢を整えて保存していなかったものというほかはない。したがって、上記外

注費の支払については、同項にいう「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除

に係る帳簿及び請求書等…を保存しない場合」に当たるというべきである。 

 したがって、宰領及び献茶婦に係る外注費については、消費税法３０条１項を適用する

ことができないから、同項にいう「課税仕入れ」があったとはいえない。 
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イ プリンター等の購入費用について 

 上記１１によれば、原告は、平成１７年５月、株式会社㋑からプリンター等を購入し、

同年６月頃、同社に対してその代金２１２万２０００円を支払ったことが認められる。 

 しかし、前提事実、証拠（乙２９）及び弁論の全趣旨によれば、平成１８年１０月２６

日に原告の本店及び支店において第１臨検捜索差押がされた当時、①原告の保管していた

総勘定元帳及び現金出納帳（「Ｏ」などと記載されたもの）のいずれにも、上記業者（相

手方）の名称、購入した資産の内容等が記載されていなかったこと、②原告は、これらの

事項が記載されている請求書又は仕入明細書のいずれも備え付けていなかったことが認め

られる。この点、上記プリンター等の納品書（甲４９）が存在するものの、同納品書は、

その宛先がＯであって原告ではない上、本件消費税処分がされる前に処分行政庁の職員に

対して提出されなかった（弁論の全趣旨）。 

 以上からすると、原告は、上記プリンターの購入費用の支払につき、消費税法３０条７

項に規定する「帳簿及び請求書等」を、税務職員による検査に当たって適時にこれを提示

することが可能なように態勢を整えて保存していなかったものというほかはない。したが

って、上記プリンター等の購入費用の支払については、同項にいう「事業者が当該課税期

間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等…を保存しない場合」に当たると

いうべきである。 

 したがって、上記プリンター等の購入費用については、消費税法３０条１項を適用する

ことができないから、同項にいう「課税仕入れ」があったとはいえない。 

（４）原告の主張について 

 原告は、消費税法３０条７項に規定する「帳簿又は請求書等」は、納税者に酷となるのを

防ぐため、納税者が選択した取引形態に基づいて記載することをもって足りると主張する。 

 しかし、上記（３）のとおり、そもそも、第１臨検捜索差押がされた当時、原告の保管し

ていた帳簿その他の書類には、宰領及び献茶婦に係る外注費並びにプリンター等の購入費用

の支払に関し、消費税法３０条８項又は９項の定める事項が記載されていなかった以上、こ

れらが同条７項に規定する「帳簿又は請求書等」に当たる余地はないというほかない。 

 したがって、原告の上記主張は、その前提において失当であり、採用の限りでない。 

（５）小括 

 以上によれば、本件外注費等に相当する金額は、その全額につき、原告の「課税仕入れ」

に当たらない。 

18 争点４－３（本件消費税等に係る隠ぺい又は仮装の有無）について 

 被告は、原告が本件外注費等を総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月課税期間

から平成１７年９月課税期間までの「課税仕入れ」に係る事実を、「隠ぺい」し又は「仮装」

した旨を主張する。 

 しかるところ、上記１４によれば、本件外注費等はその支払の実体を欠くと認められるから、

原告は、これを総勘定元帳に計上したことにより、平成１５年９月期から平成１７年９月期ま

での「損金」と同様に、上記「課税仕入れ」に係る事実を「隠ぺい」し又は「仮装」したと認

められる。 

第５ 結論 

１ 本件各処分の適法性 
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（１）本件青色取消処分の適法性 

 上記１５のとおり、原告は、平成１６年９月期において、法人税法１２７条１項３号に該

当するから、本件青色取消処分は適法である。 

（２）本件法人税処分の適法性 

 上記１から１４までによれば、本件法人税につき、被告が主張する税額の計算方法（上記

第２の４参照）は、外注費の認容額（献茶婦に係る簿外外注費）を除き、相当と認められる。

そうすると、原告が納付すべき税額は、別紙５「本件法人税の課税標準及び税額の計算（裁

判所認定）」のとおりとなるが、本件法人税処分で納付すべき税額とされた金額（別表１－

１の「更正処分等」欄参照）を下回らない。 

 したがって、本件法人税処分は、いずれも適法である。 

（３）本件消費税処分の適法性 

 上記１６から１８までによれば、本件消費税等につき、被告が主張する税額の計算方法

（上記第２の４参照）は相当と認められる。そうすると、原告が納付すべき税額は、別紙３

「課税標準及び税額の計算（被告主張）」第２のとおりとなり、本件消費税処分（ただし、

平成１５年９月課税期間消費税処分については、国税不服審判所の平成２１年９月８日付け

裁決（前提事実（７）キ）により一部を取り消された後のもの）で納付すべき税額とされた

金額（別表１－２の「更正処分等」及び「裁決」欄参照）を下回らない。 

 したがって、本件消費税処分は、いずれも適法である。 

２ 結語 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれを棄却することとし、主文のとおり判決

する。 

 

神戸地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 山口 浩司 

   裁判官 和久 一彦 

   裁判官 日巻 功一朗 
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（別紙１） 

法令等の定め 

 

第１ 法令の定め 

１ 国税犯則取締法（平成２９年法律第４号による廃止前のもの。以下「犯則法」という。） 

１条（平成２３年法律第８２号による改正前のもの） 

１項 収税官吏ハ国税（関税及噸税ヲ除ク以下同シ）ニ関スル犯則事件（以下犯則事件ト称

ス）ヲ調査スル為必要アルトキハ犯則嫌疑者若ハ参考人ニ対シ質問シ、犯則嫌疑者ノ所持

スル物件、帳簿、書類等ヲ検査シ又ハ此等ノ者ニ於テ任意ニ提出シタル物ヲ領置スルコト

ヲ得 

２条 

１項 収税官吏ハ犯則事件ヲ調査スル為必要アルトキハ其ノ所属官署ノ所在地ヲ管轄スル地方

裁判所又ハ簡易裁判所ノ裁判官ノ許可ヲ得テ臨検、捜索又ハ差押ヲ為スコトヲ得 

３項 収税官吏第１項…ノ許可ヲ請求セントスルトキハ其ノ理由ヲ明示シテ之ヲ為スヘシ 

４項 前項ノ請求アリタルトキハ地方裁判所又ハ簡易裁判所ノ裁判官ハ臨検スヘキ場所、捜索

スヘキ身体又ハ物件、差押ヲ為スヘキ物件、請求者ノ官職氏名、有効期間及裁判所名ヲ記

載シ自己ノ記名捺印シタル許可状ヲ収税官吏ニ交付スヘシ此ノ場合ニ於テ犯則嫌疑者ノ氏

名及犯則事実明カナルトキハ裁判官ハ此等ノ事項ヲモ記載スヘシ 

１２条ノ２ 収税官吏ハ間接国税以外ノ国税ニ関スル犯則事件ノ調査ニ依リ犯則アリト思料スル

トキハ告発ノ手続ヲ為スヘシ 

１８条 

１項 犯則事件ヲ告発シタル場合ニ於テ差押物件又ハ領置物件アルトキハ差押目録又ハ領置目

録ト共ニ検察官ニ引継クヘシ 

２項 前項ノ差押物件又ハ領置物件所有者、所持者又ハ官公署ノ保管ニ係ルトキハ保管証ヲ以

テ引継ヲ為シ差押物件又ハ領置物件引継ノ旨ヲ保管者ニ通知スヘシ 

３項 第１項ノ規定ニ依リ差押物件又ハ領置物件ノ引継アリタルトキハ当該物件ハ検察官ガ刑

事訴訟法ノ規定ニ依リ押収シタル物トス 

 

２ 国税通則法（以下「通則法」という。） 

（更正） 

２４条 税務署長は、納税申告書の提出があった場合において、その納税申告書に記載された課

税標準等又は税額等の計算が国税に関する法律の規定に従っていなかったとき、その他当

該課税標準等又は税額等がその調査したところと異なるときは、その調査により、当該申

告書に係る課税標準等又は税額等を更正する。 

（決定） 

２５条 税務署長は、納税申告書を提出する義務があると認められる者が当該申告書を提出しな

かった場合には、その調査により、当該申告書に係る課税標準等及び税額等を決定する。

ただし、決定により納付すべき税額及び還付金の額に相当する税額が生じないときは、こ

の限りでない。 

（再更正） 



80 

２６条 税務署長は、前２条又はこの条の規定による更正又は決定をした後、その更正又は決定

をした課税標準等又は税額等が過大又は過少であることを知ったときは、その調査により、

当該更正又は決定に係る課税標準等又は税額等を更正する。 

（国税庁又は国税局の職員の調査に基づく更正又は決定） 

２７条 前３条の場合において、国税庁又は国税局の当該職員の調査があったときは、税務署長

は、当該調査したところに基づき、これらの規定による更正又は決定をすることができる。 

（更正又は決定の手続） 

２８条 

１項 第２４条から第２６条まで（更正・決定）の規定による更正又は決定（以下「更正又は

決定」という。）は、税務署長が更正通知書又は決定通知書を送達して行なう。 

２項 更正通知書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。この場合において、その

更正が前条の調査に基づくものであるときは、その旨を附記しなければならない。 

一 その更正前の課税標準等及び税額等 

二 その更正後の課税標準等及び税額等 

三 その更正に係る次に掲げる金額 

イ その更正前の納付すべき税額がその更正により増加するときは、その増加する部分

の税額 

３項 決定通知書には、その決定に係る課税標準等及び税額等を記載しなければならない。こ

の場合において、その決定が前条の調査に基づくものであるときは、その旨を附記しなけ

ればならない。 

（過少申告加算税） 

６５条（平成１８年法律第１０号による改正前のもの） 

１項 期限内申告書…が提出された場合…において、修正申告書の提出又は更正があったとき

は、当該納税者に対し、その修正申告又は更正に基づき第３５条第２項（期限後申告等に

よる納付）の規定により納付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に

相当する過少申告加算税を課する。 

（重加算税） 

６８条（平成２８年法律第１５号による改正前のもの） 

１項 第６５条第１項（過少申告加算税）の規定に該当する場合…において、納税者がその国

税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は

仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたときは、

当該納税者に対し、政令で定めるところにより、過少申告加算税の額の計算の基礎となる

べき税額（その税額の計算の基礎となるべき事実で隠ぺいし、又は仮装されていないもの

に基づくことが明らかであるものがあるときは、当該隠ぺいし、又は仮装されていない事

実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額）に係る過

少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に１００分の３５の割合を乗じて計算した

金額に相当する重加算税を課する。 

（行政手続法の適用除外） 

７４条の２（平成２３年法律第１１４号による改正前のもの） 

１項 行政手続法（平成５年法律第８８号）第３条第１項（適用除外）に定めるもののほか、



81 

国税に関する法律に基づき行われる処分その他公権力の行使に当たる行為…については、

行政手続法第２章（申請に対する処分）及び第３章（不利益処分）の規定は、適用しない。 

（国税に関する処分についての不服申立て） 

７５条（平成２６年法律第６９号による改正前のもの） 

２項 国税に関する法律に基づき税務署長がした処分で、その処分に係る事項に関する調査が

次の各号に掲げる職員によってされた旨の記載がある書面により通知されたものに不服が

ある者は、当該各号に掲げる行政機関の長がその処分をしたものとみなして、当該行政機

関の長に対して異議申立てをすることができる。 

一 国税局の当該職員 その処分をした税務署長の管轄区域を所轄する国税局長 

二 国税庁の当該職員 国税庁長官 

 

３ 法人税法 

（定義） 

２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

二十三 減価償却資産 建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具

及び備品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定めるものをいう。 

二十五 損金経理 法人がその確定した決算において費用又は損失として経理することをい

う。 

（各事業年度の所得の金額の計算） 

２２条 

１項 内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損

金の額を控除した金額とする。 

２項 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の譲渡又は役務

の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年

度の収益の額とする。 

３項 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除き、次に掲げる額とする。 

一 当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額 

二 前号に掲げるもののほか、当該事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費

以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額 

三 当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの 

（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法） 

３１条（平成１９年法律第６号による改正前のもの） 

１項 内国法人の各事業年度終了の時において有する減価償却資産につきその償却費として第

２２条第３項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定により当該事業年度の所得

の金額の計算上損金の額に算入する金額は、その内国法人が当該事業年度においてその償

却費として損金経理をした金額（以下この条において「損金経理額」という。）のうち、

その内国法人が当該資産について選定した償却の方法（償却の方法を選定しなかった場合

には、償却の方法のうち政令で定める方法）に基づき政令で定めるところにより計算した
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金額…に達するまでの金額とする。 

（青色申告の承認の取消し） 

１２７条（平成１９年法律第６号による改正前のもの） 

１項 第１２１条第１項（青色申告）の承認を受けた内国法人につき次の各号のいずれかに該

当する事実がある場合には、納税地の所轄税務署長は、当該各号に定める事業年度までさ

かのぼって、その承認を取り消すことができる。この場合において、その取消しがあった

ときは、当該事業年度開始の日以後その内国法人が提出したその承認に係る青色申告書

（納付すべき義務が同日前に成立した法人税に係るものを除く。）は、青色申告書以外の

申告書とみなす。 

三 その事業年度に係る帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装して記載し又

は記録し、その他その記載又は記録をした事項の全体についてその真実性を疑うに足り

る相当の理由があること。 当該事業年度 

（青色申告書等に係る更正） 

１３０条 

１項 税務署長は、内国法人の提出した青色申告書…に係る法人税の課税標準又は欠損金額…

の更正をする場合には、その内国法人の帳簿書類…を調査し、その調査により当該青色申

告書…に係る法人税の課税標準又は欠損金額…の計算に誤りがあると認められる場合に限

り、これをすることができる。（以下略） 

２項 税務署長は、内国法人の提出した青色申告書…に係る法人税の課税標準又は欠損金額…

の更正をする場合には、その更正に係る通則法第２８条第２項（更正通知書の記載事項）

に規定する更正通知書にその更正の理由を付記しなければならない。 

（推計による更正又は決定） 

１３１条 

 税務署長は、内国法人に係る法人税につき更正又は決定をする場合には、内国法人の提出し

た青色申告書に係る法人税の課税標準又は欠損金額の更正をする場合を除き、その内国法人…

の財産若しくは債務の増減の状況、収入若しくは支出の状況又は生産量、販売量その他の取扱

量、従業員数その他事業の規模によりその内国法人に係る法人税の課税標準（更正をする場合

にあっては、課税標準又は欠損金額…）を推計して、これをすることができる。 

（当該職員の質問検査権） 

１５３条（平成２３年法律第１１４号による削除前のもの） 

１項 国税庁の当該職員又は法人の納税地の所轄税務署若しくは所轄国税局の当該職員は、法

人税に関する調査について必要があるときは、法人…に質問し、又はその帳簿書類（その

作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。

以下この編…において同じ。）その他の物件を検査することができる。 

１５４条（平成２３年法律第１１４号による削除前のもの） 

１項 国税庁の当該職員又は法人の納税地の所轄税務署若しくは所轄国税局の当該職員は、法

人税に関する調査について必要があるときは、法人…に対し、金銭の支払若しくは物品の

譲渡をする義務があると認められる者又は金銭の支払若しくは物品の譲渡を受ける権利が
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あると認められる者に質問し、又はその事業に関する帳簿書類を検査することができる。 

１５５条（平成２３年法律第１１４号による削除前のもの） 

 前２条の規定は、国税庁の当該職員及び納税地の所轄税務署又は所轄国税局の当該職員以外

の当該職員のその所属する税務署又は国税局の所轄区域内に本店、支店、工場、営業所その他

これらに準ずるものを有する法人に対する質問又は検査について準用する。 

１５６条（平成２３年法律第１１４号による削除前のもの） 

 前３条の規定による質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはな

らない。 

（罰則） 

１５９条（以下で掲げる部分は、平成１６年法律第１４号による改正前のもの及び平成１９年法

律第６号による改正前のものにつき共通である。） 

１項 偽りその他不正の行為により、第７４条第１項第２号（確定申告に係る法人税額）…に

規定する法人税の額（第６８条（所得税額の控除）…により控除をされるべき金額がある

場合には、同号の規定による計算をこれらの規定を適用しないでした法人税の額）…につ

き法人税を免れ…た場合には、法人の代表者…、代理人、使用人その他の従業者…でその

違反行為をした者は、５年以下の懲役若しくは５００万円以下の罰金に処し、又はこれを

併科する。 

 

４ 法人税法施行令 

（減価償却資産の範囲） 

１３条 法第２条第２３号（減価償却資産の意義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、

有価証券及び繰延資産以外の資産のうち次に掲げるもの（事業の用に供していないもの及

び時の経過によりその価値の減少しないものを除く。）とする。 

七 工具、器具及び備品（観賞用、興行用その他これらに準ずる用に供する生物を含

む。） 

八 次に掲げる無形固定資産 

リ ソフトウエア 

（減価償却資産の償却の方法） 

４８条（平成１９年政令第８３号による改正前のもの） 

１項 減価償却資産の償却限度額（法第３１条第１項（減価償却資産の償却費の計算及びその

償却の方法）の規定による減価償却資産の償却費として損金の額に算入する金額の限度額

をいう。以下この目から第七目までにおいて同じ。）の計算上選定をすることができる償

却の方法は、次の各号に掲げる資産の区分に応じ当該各号に定める方法とする。 

一 建物（以下略） 次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める方法 

イ 平成１０年３月３１日以前に取得をされた建物 次に掲げる方法 

（１）定額法（当該減価償却資産の取得価額からその残存価額を控除した金額にその償

却費が毎年同一となるように当該資産の耐用年数に応じた償却率を乗じて計算した

金額を各事業年度の償却限度額として償却する方法をいう。以下この目及び第７目

（減価償却資産の償却限度額等）において同じ。） 

（２）定率法（当該減価償却資産の取得価額（既にした償却の額で各事業年度の所得の
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金額…の計算上損金の額に算入された金額がある場合には、当該金額を控除した金

額）にその償却費が毎年一定の割合で逓減するように当該資産の耐用年数に応じた

償却率を乗じて計算した金額を各事業年度の償却限度額として償却する方法をいう。

以下この目及び第７目において同じ。） 

ロ イに掲げる建物以外の建物 定額法 

二 第１３条…第２号から第７号までに掲げる減価償却資産（次号及び第六号に掲げるも

のを除く。） 次に掲げる方法 

イ 定額法 

ロ 定率法 

四 第１３条第８号に掲げる無形固定資産（次号に掲げる鉱業権を除く。）（以下略） 定

額法 

（減価償却資産の取得価額） 

５４条（平成１９年政令第８３号による改正前のもの） 

１項 減価償却資産の第４８条から第５０条まで（減価償却資産の償却の方法）に規定する取

得価額は、次の各号に掲げる資産の区分に応じ当該各号に定める金額とする。 

一 購入した減価償却資産 次に掲げる金額の合計額 

イ 当該資産の購入の代価（引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税…その

他当該資産の購入のために要した費用がある場合には、その費用の額を加算した金

額） 

ロ 当該資産を事業の用に供するために直接要した費用の額 

５８条（平成１９年政令第８３号による改正前のもの） 

１項 内国法人の有する減価償却資産（各事業年度終了の時における確定した決算に基づく貸

借対照表に計上されているもの及びその他の資産でその取得価額を償却費として損金経理

をしたものに限る。以下略）の各事業年度の償却限度額は、当該資産につきその内国法人

が採用している償却の方法に基づいて計算した金額とする。 

 

５ 消費税法 

（定義） 

２条（平成２７年法律第９号による改正前のもの） 

１項 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

八 資産の譲渡等 事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提

供（代物弁済による資産の譲渡その他対価を得て行われる資産の譲渡若しくは貸付け又

は役務の提供に類する行為として政令で定めるものを含む。）をいう。 

九 課税資産の譲渡等 資産の譲渡等のうち、第６条第１項の規定により消費税を課さな

いこととされるもの以外のものをいう。 

十二 課税仕入れ 事業者が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、

又は役務の提供（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項（給与所得）に

規定する給与等を対価とする役務の提供を除く。）を受けること…をいう。 

（課税標準） 

２８条（平成２７年法律第９号による改正前のもの） 
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１項 課税資産の譲渡等に係る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の額（対価とし

て収受し、又は収受すべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益

の額とし、課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準と

して課されるべき地方消費税額に相当する額を含まないものとする。…）とする。（以下

略） 

（仕入れに係る消費税額の控除） 

３０条（平成２４年法律第６８号による改正前のもの） 

１項 事業者…が、国内において行う課税仕入れ…については、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ当該各号に定める日の属する課税期間の第４５条第１項第２号に掲げる課税標準額

に対する消費税額（以下この章において「課税標準額に対する消費税額」という。）から、

当該課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（当該課税仕入れに係る

支払対価の額に１０５分の４を乗じて算出した金額をいう。以下この章において同じ。）

…につき課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に相当する額を除く。次項にお

いて同じ。）の合計額を控除する。 

一 国内において課税仕入れを行った場合 当該課税仕入れを行った日 

７項 第１項の規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請

求書等（同項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が少額である場合その他

の政令で定める場合における当該課税仕入れ等の税額については、帳簿）を保存しない場

合には、当該保存がない課税仕入れ又は課税貨物に係る課税仕入れ等の税額については、

適用しない。ただし、災害その他やむを得ない事情により、当該保存をすることができな

かつたことを当該事業者において証明した場合は、この限りでない。 

８項 前項に規定する帳簿とは、次に掲げる帳簿をいう。 

一 課税仕入れ等の税額が課税仕入れに係るものである場合には、次に掲げる事項が記載

されているもの 

イ 課税仕入れの相手方の氏名又は名称 

ロ 課税仕入れを行つた年月日 

ハ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容 

ニ 第１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額 

９項 第７項に規定する請求書等とは、次に掲げる書類をいう。 

一 事業者に対し課税資産の譲渡等…を行う他の事業者（当該課税資産の譲渡等が卸売市

場においてせり売又は入札の方法により行われるものその他の媒介又は取次ぎに係る業

務を行う者を介して行われるものである場合には、当該媒介又は取次ぎに係る業務を行

う者）が、当該課税資産の譲渡等につき当該事業者に交付する請求書、納品書その他こ

れらに類する書類で次に掲げる事項（当該課税資産の譲渡等が小売業その他の政令で定

める事業に係るものである場合には、イからニまでに掲げる事項）が記載されているも

の 

イ 書類の作成者の氏名又は名称 

ロ 課税資産の譲渡等を行つた年月日（課税期間の範囲内で一定の期間内に行つた課税

資産の譲渡等につきまとめて当該書類を作成する場合には、当該一定の期間） 

ハ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容 
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ニ 課税資産の譲渡等の対価の額（当該課税資産の譲渡等に係る消費税額及び地方消費

税額に相当する額がある場合には、当該相当する額を含む。） 

ホ 書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称 

二 事業者がその行つた課税仕入れにつき作成する仕入明細書、仕入計算書その他これら

に類する書類で次に掲げる事項が記載されているもの（当該書類に記載されている事項

につき、当該課税仕入れの相手方の確認を受けたものに限る。） 

イ 書類の作成者の氏名又は名称 

ロ 課税仕入れの相手方の氏名又は名称 

ハ 課税仕入れを行つた年月日（課税期間の範囲内で一定の期間内に行った課税仕入れ

につきまとめて当該書類を作成する場合には、当該一定の期間） 

ニ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容 

ホ 第一項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額 

１０項 第７項に規定する帳簿の記載事項の特例、当該帳簿及び同項に規定する請求書等の保

存に関する事項その他前各項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

（帳簿の備付け等） 

５８条 事業者…は、政令で定めるところにより、帳簿を備え付けてこれにその行った資産の譲

渡等又は課税仕入れ…に関する事項を記録し、かつ、当該帳簿を保存しなければならない。 

（当該職員の質問検査権） 

６２条（平成２３年法律第１１４号による削除前のもの） 

１項（平成１６年法律第１５０号による改正前のもの） 

 国税庁の当該職員又は事業者の納税地を所轄する税務署若しくは国税局の当該職員は、

消費税に関する調査について必要があるときは、次に掲げる者に質問し、又はその者の事

業に関する帳簿書類（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人

の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）の作成がされている場合における当該電磁的記

録を含む。以下略）その他の物件を検査することができる。 

一 納税義務がある者、納税義務があると認められる者又は第４６条第１項の規定による

申告書を提出した者 

二 前号に掲げる者に金銭の支払若しくは資産の譲渡等をする義務があると認められる者

又は同号に掲げる者から金銭の支払若しくは資産の譲渡等を受ける権利があると認めら

れる者 

１項（平成２３年法律第１１４号による削除前のもの） 

 国税庁の当該職員又は事業者の納税地を所轄する税務署若しくは国税局の当該職員は、

消費税に関する調査について必要があるときは、次に掲げる者に質問し、又はその者の事

業に関する帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他の人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合にお

ける当該電磁的記録を含む。以下略）その他の物件を検査することができる。 

一 納税義務がある者、納税義務があると認められる者又は第４６条第１項の規定による

申告書を提出した者 
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二 前号に掲げる者に金銭の支払若しくは資産の譲渡等をする義務があると認められる者

又は同号に掲げる者から金銭の支払若しくは資産の譲渡等を受ける権利があると認めら

れる者 

２項 前項の規定は、国税庁の当該職員及び納税地を所轄する税務署又は国税局の当該職員以

外の当該職員のその所属する税務署又は国税局の所轄する区域内に住所、居所、本店、支

店、事務所、事業所その他これらに準ずるものを有する同項第１号に掲げる者に対する質

問又は検査について準用する。 

６項 第１項（第２項において準用する場合を含む。）…の規定による質問又は検査の権限は、

犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 

６ 消費税法施行令（平成２７年政令第１４５号による改正前のもの。以下同じ。） 

（課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿等の記載事項等） 

４９条 

１項 法第３０条第７項に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 法第３０条第１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が３万円未満で

ある場合 

二 法第３０条第１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が３万円以上で

ある場合において、同条第７項に規定する請求書等の交付を受けなかったことにつきや

むを得ない理由があるとき（同項に規定する帳簿に当該やむを得ない理由及び当該課税

仕入れの相手方の住所又は所在地（国税庁長官が指定する者に係るものを除く。）を記

載している場合に限る。）。 

４項 法第３０条第９項第１号に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業とする。 

一 小売業、飲食店業、写真業及び旅行業 

二 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハ（種類）に規定する一般乗

用旅客自動車運送事業（当該一般乗用旅客自動車運送事業として行う旅客の運送の引受

けが営業所のみにおいて行われるものとして同法第９条の３第１項（一般乗用旅客自動

車運送事業の運賃及び料金）の国土交通大臣の認可を受けた運賃及び料金が適用される

ものを除く。） 

三 駐車場業（不特定かつ多数の者に自動車その他の車両の駐車のための場所を提供する

ものに限る。） 

四 前三号に掲げる事業に準ずる事業で不特定かつ多数の者に資産の譲渡等を行うもの 

（課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿等の保存期間等） 

５０条 

１項 法第３０条第１項の規定の適用を受けようとする事業者は、同条第７項に規定する帳簿

及び請求書等を整理し、当該帳簿についてはその閉鎖の日の属する課税期間の末日の翌日、

当該請求書等についてはその受領した日の属する課税期間の末日の翌日から２月…を経過

した日から７年間、これを納税地又はその取引に係る事務所、事業所その他これらに準ず

るものの所在地に保存しなければならない。ただし、財務省令で定める場合に該当する同

条第７項に規定する帳簿又は請求書等については、同日から５年間を超えて保存すること

を要しない。 
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７ 地方税法 

（地方消費税に関する用語の意義） 

７２条の７７ 

 地方消費税について、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

二 譲渡割 消費税法第４５条第１項第４号に掲げる消費税額を課税標準として課する地方消

費税をいう。 

（譲渡割の賦課徴収の特例等） 

附則９条の４ 

１項 譲渡割の賦課徴収は、当分の間、附則第９条の１０の規定を除くほか、第１章第２節か

ら第１４節まで、第７２条の８４、第７２条の８８第２項後段及び第３項、第７２条の９

０、第７２条の９３並びに第７２条の９４の規定にかかわらず、国が、消費税の賦課徴収

の例により、消費税の賦課徴収と併せて行うものとする。（以下略） 

２項 譲渡割に係る延滞税及び加算税（その賦課徴収について消費税の例によることとされる

譲渡割について納付される延滞税及び課される加算税をいう。…）は、譲渡割として、本

条から附則第９条の１６までの規定を適用する。 

（譲渡割に係る処分に関する不服審査等の特例） 

附則９条の１１ 

１項 附則第９条の４第１項の規定により税務署長が消費税の賦課徴収の例により消費税と併

せて賦課徴収を行う譲渡割に関する処分は、不服申立て及び訴訟については、国税に関す

る法律に基づく処分とみなして、通則法第８章の規定を適用する。（以下略） 

 

８ 租税特別措置法（以下「措置法」という。） 

（交際費等の損金不算入） 

６１条の４（平成１５年法律第８号による改正前のもの） 

１項 法人が昭和５７年４月１日から平成１５年３月３１日までの間に開始する各事業年度…

において支出する交際費等の額（当該事業年度終了の日における資本又は出資の金額…が

５０００万円以下である法人については、当該交際費等の額のうち次に掲げる金額の合計

額）は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

一 当該交際費等の額のうち４００万円に当該事業年度の月数を乗じてこれを１２で除し

て計算した金額（次号において「定額控除限度額」という。）に達するまでの金額の１

００分の２０に相当する金額 

二 当該交際費等の額が定額控除限度額を超える場合におけるその超える部分の金額 

６１条の４（平成１８年法律第１０号による改正前のもの） 

１項 法人が昭和５７年４月１日から平成１８年３月３１日までの間に開始する各事業年度…

において支出する交際費等の額（当該事業年度終了の日における資本又は出資の金額…が

１億円以下である法人については、当該交際費等の額のうち次に掲げる金額の合計額）は、

当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

一 当該交際費等の額のうち４００万円に当該事業年度の月数を乗じてこれを１２で除し
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て計算した金額（次号において「定額控除限度額」という。）に達するまでの金額の１

００分の１０に相当する金額 

二 当該交際費等の額が定額控除限度額を超える場合におけるその超える部分の金額 

３項 第１項に規定する交際費等とは、交際費、接待費、機密費その他の費用で、法人が、そ

の得意先、仕入先その他事業に関係のある者等に対する接待、供応、慰安、贈答その他こ

れらに類する行為のために支出するもの（専ら従業員の慰安のために行われる運動会、演

芸会、旅行等のために通常要する費用その他政令で定める費用を除く。）をいう。 

 

第２ 通達の定め 

１ 法人税基本通達 

（償却費として損金経理をした金額の意義） 

７－５－１（乙９７） 

 法第３１条第１項｟減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法｠に規定する「償却費

として損金経理をした金額」には、法人が償却費の科目をもって経理した金額のほか、損金経

理をした次に掲げるような金額も含まれるものとする。 

（１）令第５４条第１項｟減価償却資産の取得価額｠の規定により減価償却資産の取得価額に算

入すべき付随費用の額のうち原価外処理をした金額 

（２）減価償却資産について法又は措置法の規定による圧縮限度額を超えてその帳簿価額を減額

した場合のその超える部分の金額 

（３）減価償却資産について支出した金額で修繕費として経理した金額のうち令第１３２条｟資

本的支出｠の規定により損金の額に算入されなかった金額 

（４）無償又は低い価額で取得した減価償却資産につきその取得価額として法人の経理した金額

が令第５４条第１項の規定による取得価額に満たない場合のその満たない金額 

（５）減価償却資産について計上した除却損又は評価損の金額のうち損金の額に算入されなかっ

た金額 

（注）評価損の金額には、法人が計上した減損損失の金額も含まれることに留意する。 

（６）少額な減価償却資産（おおむね６０万円以下）又は耐用年数が３年以下の減価償却資産の

取得価額を消耗品費等として損金経理をした場合のその損金経理をした金額 

（７）令第５４条第１項の規定によりソフトウエアの取得価額に算入すべき金額を研究開発費と

して損金経理をした場合のその損金経理をした金額 

（費途不明の交際費等） 

９－７－２０（乙５７） 

 法人が交際費、機密費、接待費等の名義をもって支出した金銭でその費途が明らかでないも

のは、損金の額に算入しない。 

 

２ 租税特別措置法関係通達（法人税編）（以下「措置法通達」という。） 

（寄附金と交際費等の区分） 

６１の４（１）－２（乙９１） 

 事業に直接関係のない者に対して金銭、物品等の贈与をした場合において、それが寄附金で

あるか交際費等であるかは個々の実態により判定すべきであるが、金銭でした贈与は原則とし
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て寄附金とするものとし、次のようなものは交際費等に含まれないものとする。 

（２）神社の祭礼等の寄贈金 

（交際費等に含まれる費用の例示） 

６１の４（１）－１５（乙９２） 

 次のような費用は、原則として交際費等の金額に含まれるものとする。ただし、措置法第６

１条の４第３項第２号の規定の適用を受ける費用を除く。 

（３）得意先、仕入先等社外の者の慶弔、禍福に際し支出する金品等の費用（６１の４（１）－

１０の２から６１の４（１）－１１まで、６１の４（１）－１３の（３）及び６１の４

（１）－１８の（１）に該当する費用を除く。） 



91 

別紙２、別紙４－１から別紙４－３まで、別表１－５、別表１－７、別表２－１－１から別表２－１

－３まで、別表２－２－１から別表２－２－３まで、別表３－２から別表３－３まで、別表４－１か

ら別表４－５まで、別表７－１から別表７－３まで、別表８－３ 省略 
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（別紙３） 

課税標準及び税額の計算 

（被告主張） 

 

第１ 本件法人税関係 

１ 所得金額 

（１）申告所得金額（別表１－３－１①、別表１－１「確定申告」欄及び「所得金額」欄） 

 平成１５年９月期 マイナス１１３万８６６４円 

 平成１６年９月期 マイナス３００万０１２６円 

 平成１７年９月期 ０円 

（２）架空外注費等（別表１－３－１②） 

 平成１５年９月期 ２億２５６１万２１５０円 

 平成１６年９月期 １億９７４９万４５００円 

 平成１７年９月期 １億８７５７万３２００円 

 原告の総勘定元帳にＯに対する外注費、仕入れ及び通信費として計上されていた金額。Ｏに

は独立した事業体としての実体が認められないため、損金の額に算入しない。 

（３）交際費等の損金不算入額（別表１－３－１⑥） 

 平成１５年９月期 １１５４万５１５８円 

 平成１６年９月期 １０１０万６７７３円 

 平成１７年９月期 １３５２万４９９７円 

 原告の総勘定元帳に計上されている拡販費（拡張販売費）等のうち、措置法６１条の４第１

項にいう「交際費等」に該当するなどの理由により、損金の額に算入しない金額（別表５、本

文第３の１３（１））。 

（４）繰越欠損金の当期控除額（別表１－３－１⑦） 

 平成１７年９月期 ８１万８５２７円 

 平成１６年９月期に生じた欠損金のうち、平成１７年９月期の確定申告書において繰越欠損

金（平成１８年法律第１０号による改正前の法人税法５７条１項）として損金の額に算入した

金額（別表１－１の「確定申告」欄の「繰越欠損金の当期控除額」欄）。同項は、欠損金額の

生じた事業年度について青色の申告書による確定申告書を提出し、かつ、その後において連続

して確定申告書を提出している場合に限り適用される（平成１９年法律第６号による改正前の

法人税法５７条１０項）ところ、本件青色取消処分により翌期に繰り越す欠損金は０円となる

ため、損金の額に算入しない。 

（５）外注費の認容額（別表１－３－１⑨） 

 平成１５年９月期 ７７５０万９０６９円 

 平成１６年９月期 ５８４３万５３３５円 

 平成１７年９月期 ５９２２万１７７２円 

 原告の総勘定元帳には記載がないものの、原告が簿外で支払ったと認められる外注費、仕入

れ及び通信費の金額。領収証等の証ひょう書類が存在しないため、次のとおり推計し、損金の

額に算入する。 

ア 宰領に係る簿外外注費 
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 平成１５年９月期 ３１００万８０６９円 

 平成１６年９月期 ２１７８万８３３５円 

 平成１７年９月期 ２５４０万８７７２円 

 推計の具体的方法は、本文第３の８（１）イのとおり。 

イ 献茶婦に係る簿外外注費 

 平成１５年９月期 ４６５０万１０００円 

 平成１６年９月期 ３６６４万７０００円 

 平成１７年９月期 ３３８１万３０００円 

 推計の具体的方法は、本文第３の９（１）イのとおり。 

（６）給与の認容額（別表１－３－１⑩） 

 平成１５年９月期 ３０５６万９６９６円 

 平成１６年９月期 ２８７５万６６９９円 

 平成１７年９月期 ３３０８万１３９８円 

 原告の総勘定元帳には記載がないものの、原告が簿外で支払ったと認められる給与の金額。

賃金台帳に記載がないため、それぞれ次のとおり推計し、損金の額に算入する。 

ア Ｆ支店の従業員に係る簿外給与 

 平成１５年９月期 １６９７万３２００円 

 平成１６年９月期 １７１３万２１１０円 

 平成１７年９月期 １７０５万２６６０円 

 Ｆ支店の従業員に係る給与として、金銭出納帳の月末に「給料」と記載された金額と、金

銭出納帳が存在しない期間について推計した金額を合算した金額。 

イ Ｆ支店以外の従業員に係る簿外給与 

 平成１５年９月期 １３５９万６４９６円 

 平成１６年９月期 １１６２万４５８９円 

 平成１７年９月期 １６０２万８７３８円 

 Ｆ支店以外の従業員に対する給与として、賃金台帳に記載のある給与支給額の合計額及び

支給月数から各人別の支給単価を算出し、別途認定した簿外給与の支給月数を乗じて推計し

た金額。 

（７）消耗品費の認容額（別表１－３－１⑪） 

 平成１５年９月期 １０７４万１５５４円 

 平成１６年９月期 ８８４万８７９６円 

 平成１７年９月期 ７１４万０６７６円 

 金銭出納帳及び小口金銭出納帳の記載内容、請求書及び領収証等の証ひょう書類から、原告

が消耗品費として簿外で支払ったと認められる金額。 

（８）雑収入の過大計上額（別表１－３－１⑫） 

 平成１５年９月期 ６０万００００円 

 原告の総勘定元帳にＯからの雑収入として計上されていた金額。Ｏには独立した事業体とし

ての実体が認められないため、益金の額に算入しない。 

（９）家賃収入の過大計上額（別表１－３－１⑬） 

 平成１５年９月期 ３００万００００円 
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 平成１６年９月期 ３００万００００円 

 平成１７年９月期 ２４０万００００円 

 原告の総勘定元帳にＯからの家賃収入として計上されていた金額。Ｏには独立した事業体と

しての実体が認められないため、益金の額に算入しない。 

（10）未納事業税の損金算入額（別表１－３－１⑭） 

 平成１６年９月期 ９３１万３４００円 

 平成１７年９月期 ７９１万４５００円 

 法人税の各更正処分により増加した所得金額に係る未納事業税の金額であり、損金の額に算

入する。 

（11）所得金額（別表１－３－１⑯） 

 平成１５年９月期 １億１３５９万８３２５円 

 平成１６年９月期 ９６２４万６９１７円 

 平成１７年９月期 ９２１５万８３７８円 

 上記（１）の申告所得金額に、上記（２）ないし（４）の各金額を加算し、上記（５）ない

し（１０）の各金額を減算した金額。 

２ 本税の額 

（１）課税所得金額（別表１－３－２①） 

 平成１５年９月期 １億１３５９万８０００円 

 平成１６年９月期 ９６２４万６０００円 

 平成１７年９月期 ９２１５万８０００円 

 上記１（１１）の１０００円未満の端数を切り捨てた金額（通則法１１８条１項）。 

（２）税額（別表１－３－２⑥） 

 平成１５年９月期 ３３４３万９４００円 

 平成１６年９月期 ２８２３万３８００円 

 平成１７年９月期 ２７００万７４００円 

 上記（１）の金額に、経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担

軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８号。平成１８年法律第１０号による廃止前のもの。

以下「負担軽減措置法」という。）１６条１項１号所定の以下の税率を乗じて計算した金額

（別表１－３－２②～⑤）。 

 年８００万円以下の金額につき  １００分の２２ 

 年８００万円を超える金額につき １００分の３０ 

３ 過少申告加算税の額 

（１）対象となる所得金額（別表１－４－１⑯） 

 平成１５年９月期 １０４０万６４９４円 

 平成１７年９月期 ５６１万０４９７円 

 申告所得金額（上記１（１））に隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく金額、具体

的には、交際費等の損金不算入額（上記１（３））を加算し、未納事業税の損金算入額（上記

１（１０）））を減算した金額（別表１－４－１①～⑮）。 

（２）基礎となる税額（別表１－５②） 

 平成１５年９月期 ２４８万００００円 
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 平成１７年９月期 １２３万００００円 

 上記（１）の１０００円未満の端数を切り捨てた金額（通則法１１８条１項）に、負担軽減

措置法１６条１項１号所定の税率を乗じて算出した金額（別表１－４－２①～⑥）。ただし、

１万円未満の端数を切り捨てる（通則法１１８条３項）。 

（３）税額（別表１－５⑧） 

 平成１５年９月期 ３４万７０００円 

 平成１７年９月期 １５万９５００円 

 上記（２）の金額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に、上記（２）の金額から

５０万円を控除した金額に１００分の５の割合を乗じて計算した金額を加算する（通則法６５

条１項、平成２８年法律第１５号による改正前の通則法６５条２項）。 

４ 重加算税の額 

（１）対象となる税額（別表１－５④） 

 平成１５年９月期 ３０９５万００００円 

 平成１６年９月期 ２８２３万００００円 

 平成１７年９月期 ２５７７万００００円 

 納付すべき法人税額（上記２（２））から過少申告加算税の基礎となる税額（上記３（２）。

ただし、１万円未満の端数を切り捨てる前のもの）を差し引いた金額。ただし、１万円未満の

端数を切り捨てる（通則法１１８条３項）。 

 平成１６年９月期については、納付すべき法人税額（上記２（２））の１万円未満の端数を

切り捨てた金額（同項）。 

（２）税額（別表１－５⑨） 

 平成１５年９月期 １０８３万２５００円 

 平成１６年９月期 ９８８万０５００円 

 平成１７年９月期 ９０１万９５００円 

 上記（１）の金額に１００分の３５を乗じて計算した金額（通則法６８条１項）。 

 

第２ 本件消費税及び本件地方消費税関係 

１ 本税 

（１）資産の譲渡等の対価の額（税込み）（別表１－６－１②） 

 平成１５年９月課税期間 ９億５４０７万６７７６円 

 平成１６年９月課税期間 ８億２３３８万０１７６円 

 平成１７年９月課税期間 ７億７６５６万３７５５円 

 原告の総勘定元帳に計上されている売上高、雑収入及び家賃収入の合計額から、資産の譲渡

等に該当しないため不課税となる債務免除益の金額（平成１６年９月課税期間につき４０００

万円、平成１７年９月課税期間につき８５００万円）及び保険金等の金額（平成１５年９月課

税期間につき４６万９８９９円、平成１６年９月課税期間につき１万７６１０円、平成１７年

９月課税期間につき２７５万６７５５円）を差し引いた金額。 

（２）減算する売上高（別表１－６－１③） 

 平成１５年９月課税期間 １９０３万０３２０円 

 平成１６年９月課税期間 ２３９５万８８６５円 
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 平成１７年９月課税期間 ２１９９万８１６０円 

 総勘定元帳に売上高として計上された金額のうち、火葬料及び生活保護法所定の生計困難者

に係る葬儀に係る分の金額。同金額は、非課税となる資産の譲渡等に該当するため、上記

（１）の金額から減算する（平成２８年法律第１５号による改正前の消費税法６条１項、別表

第１、７号ロ、９号、消費税法基本通達６－７－５）。 

（３）減算する雑収入（別表１－６－１③） 

 平成１５年９月課税期間 ６０万００００円 

 平成１６年９月課税期間 ２０万００１１円 

 平成１７年９月課税期間 ２０万００００円 

 総勘定元帳の雑収入として計上された金額のうち、①住宅の貸付けに伴って収受する権利金、

敷金等で返還しないとされているもの、②Ｏからの雑収入の金額。上記①は家賃と同様に非課

税であること（消費税法基本通達６－１３－９）、上記②は架空に計上されたものであること

から、上記（１）の金額から減算する。 

（４）減算する家賃収入（別表１－６－１③） 

 平成１５年９月課税期間 ３００万００００円 

 平成１６年９月課税期間 ４４１万５０００円 

 平成１７年９月課税期間 ４６２万３０００円 

 総勘定元帳の家賃収入に計上された金額のうち、①個人に対する住宅の貸付け、②Ｏからの

家賃収入の金額。上記①は非課税となる資産の譲渡等に該当すること（平成２８年法律第１５

号による改正前の消費税法６条１項、別表第１、１３号）、上記②は架空に計上されたもので

あることから、上記（１）の金額から減算する。 

（５）課税標準額（別表１－６－１⑤） 

 平成１５年９月課税期間 ８億８７０９万１０００円 

 平成１６年９月課税期間 ７億５６９５万８０００円 

 平成１７年９月課税期間 ７億１４０４万００００円 

 上記（１）～（４）により算出される平成１５年９月課税期間から平成１７年９月課税期間

までの課税売上高（税込み）の金額（別表１－６－１④）に１０５分の１００を乗じて計算し

た金額。ただし、１０００円未満の端数を切り捨てる（通則法１１８条１項）。 

（６）課税仕入れに係る支払対価の額（別表１－６－１⑦） 

 平成１５年９月課税期間 ７億９６１２万８０８６円 

 平成１６年９月課税期間 ６億８０３３万９７０３円 

 平成１７年９月課税期間 ６億５５５１万４２６５円 

 確定申告書に記載された控除対象仕入税額を基に算出した、課税仕入れに係る支払対価の額

（税込み）。 

（７）減算する本件外注費等（別表１－６－１⑧） 

 平成１５年９月課税期間 ２億２５６１万２１５０円 

 平成１６年９月課税期間 １億９７４９万４５００円 

 平成１７年９月課税期間 １億８７５７万３２００円 

 Ｏに対する外注費、仕入高及び通信費の合計額。Ｏには独立した事業体としての実体が認め

られず、また、宰領及び献茶婦に係る外注費の支払については、消費税法３０条７項にいう
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「帳簿及び請求書等…を保存しない場合」に該当するため、課税仕入れに係る支払対価の額か

ら減算する。 

（８）加算する消耗品費（別表１－６－１⑨） 

 平成１５年９月課税期間 １０７４万１５５４円 

 平成１６年９月課税期間 ７７６万６０４７円 

 平成１７年９月課税期間 １９９万５６９６円 

 上記第１の１（７）の簿外消耗品費のうち金銭出納帳及び小口金銭出納帳に計上されたもの

の金額であり、課税仕入れに係る支払対価の額に加算する。なお、上記第１の１（７）の金額

には、請求書及び領収証等の記載内容から原告が簿外で支出したと認められるものも含まれる

が、当該支払は、消費税法３０条７項にいう「帳簿及び請求書等…を保存しない場合」に該当

するため、上記加算の対象にはならない。 

（９）控除対象仕入税額（別表１－６－１⑪） 

 平成１５年９月課税期間 ２２１４万３１４２円 

 平成１６年９月課税期間 １８６８万９９５２円 

 平成１７年９月課税期間 １７９０万２３５２円 

 上記（６）の金額から上記（７）の金額を減算し、上記（８）の金額を加算して算出した課

税仕入れに係る支払対価の額（別表１－６－１⑩）に、１０５分の４を乗じて算出した金額。 

（10）納付すべき消費税額（別表１－６－１⑭） 

 平成１５年９月課税期間 １３３４万０４００円 

 平成１６年９月課税期間 １１５８万８３００円 

 平成１７年９月課税期間 １０６５万９２００円 

 課税標準に対する消費税額（別表１－６－１⑥）から、上記（９）の控除対象仕入税額を控

除した金額。ただし、１００円未満を切り捨てる（通則法１１９条１項）。 

（11）納付すべき譲渡割額（地方消費税額）（別表１－６－１⑮） 

 平成１５年９月課税期間 ３３３万５１００円 

 平成１６年９月課税期間 ２８９万７０００円 

 平成１７年９月課税期間 ２６６万４８００円 

 地方消費税の課税標準である上記（１０）の消費税額に１００分の２５を乗じて計算した金

額。ただし、１００円未満を切り捨てる（通則法１１９条１項）。 

（12）本税額（別表１－６－１⑯） 

 平成１５年９月課税期間 １６６７万５５００円 

 平成１６年９月課税期間 １４４８万５３００円 

 平成１７年９月課税期間 １３３２万４０００円 

 上記（１０）と上記（１１）の合計額。 

２ 過少申告加算税 

（１）基礎となる税額（別表１－７④） 

 平成１５年９月期 ２４１万００００円 

 平成１７年９月期 ２３７万００００円 

 隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づいて算出された納付すべき本税額（別表１－６

－２⑯）から既に納付の確定した金額（別表１－２の「確定申告」欄⑦、別表１－７②）を差
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し引いた金額。ただし、１万円未満の端数を切り捨てる（通則法１１８条３項）。 

 この点、上記１の各金額のうち過少申告加算税の対象となるものは、原告の仮装行為に基因

する以下の①～④以外の金額である。 

① 減算する本件外注費等の金額（上記１（７）） 

② 減算する雑収入（上記１（３）） 

③ 減算する家賃収入（上記１（４））のうちＯに係る分 

④ 加算する消耗品費（上記１（８））のうちＯに係る分 

（２）税額（別表１－７⑩） 

 平成１５年９月課税期間 ２４万１０００円 

 平成１７年９月課税期間 ２４万４０００円 

 平成１５年９月課税期間については、上記（１）の金額に１００分の１０の割合を乗じて計

算した金額（通則法６５条１項）。 

 平成１７年９月課税期間については、上記（１）の金額に１００分の１０の割合を乗じて計

算した２３万７０００円に、上記（１）の金額から既に納付の確定した金額を控除した金額１

４万円（通則法１１８条３項により１万円未満を切り捨て。別表１－７⑤）に１００分の５の

割合を乗じて計算した７０００円を加算した金額（通則法６５条１項、２項）。 

３ 重加算税 

（１）差引納付すべき本税の金額（別表１－７③） 

 平成１５年９月課税期間 １２４７万８８００円 

 平成１６年９月課税期間 ７６７万３１００円 

 平成１７年９月課税期間 １１０９万７２００円 

 上記１（１２）の本税額から、既に納付の確定した金額（別表１－２の「確定申告」欄⑦、

別表１－７②）を控除して算出した金額。 

（２）過少申告加算税の基礎となる税額 

 平成１５年９月課税期間 ２４１万８４００円 

 平成１７年９月課税期間 ２３７万４４００円 

 隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく税額から、既に納付の確定した 金額を控除

して算出した金額（上記２（１）の金額で１万円未満切り捨て前のもの）。 

（３）対象となる税額（別表１－７⑥） 

 平成１５年９月課税期間 １００６万００００円 

 平成１６年９月課税期間 ７６７万００００円 

 平成１７年９月課税期間 ８７２万００００円 

 上記（１）の金額から上記（２）の金額を控除して算出した金額（通則法６８条１項）。た

だし、１万円未満の端数を切り捨てる（同法１１８条３項）。 

（４）税額（別表１－７⑪） 

 平成１５年９月課税期間 ３５２万１０００円 

 平成１６年９月課税期間 ２６８万４５００円 

 平成１７年９月課税期間 ３０５万２０００円 

 上記（３）の金額に１００分の３５の割合を乗じて計算した金額（通則法６８条１項）。 
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（別紙５） 

本件法人税の課税標準及び税額の計算 

（裁判所認定） 

 

 別紙３「課税標準及び税額の計算（被告主張）」第１の金額と異なるものについては、下線を引い

た。 

 

１ 所得金額 

（１）申告所得金額（別表８－１－１①、別表１－１「確定申告」欄及び「所得金額」欄） 

 平成１５年９月期 マイナス１１３万８６６４円 

 平成１６年９月期 マイナス３００万０１２６円 

 平成１７年９月期 ０円 

（２）架空外注費等（別表８－１－１②） 

 平成１５年９月期 ２億２５６１万２１５０円 

 平成１６年９月期 １億９７４９万４５００円 

 平成１７年９月期 １億８７５７万３２００円 

（３）交際費等の損金不算入額（別表８－１－１⑥） 

 平成１５年９月期 １１５４万５１５８円 

 平成１６年９月期 １０１０万６７７３円 

 平成１７年９月期 １３５２万４９９７円 

（４）繰越欠損金の当期控除額（別表８－１－１⑦） 

 平成１７年９月期 ８１万８５２７円 

（５）外注費の認容額（別表８－１－１⑨） 

 平成１５年９月期 ８２８８万１０６９円 

 平成１６年９月期 ６２７４万４３３５円 

 平成１７年９月期 ６２４４万６７７２円 

ア 宰領に係る簿外外注費 

 平成１５年９月期 ３１００万８０６９円 

 平成１６年９月期 ２１７８万８３３５円 

 平成１７年９月期 ２５４０万８７７２円 

イ 献茶婦に係る簿外外注費 

 平成１５年９月期 ５１８７万３０００円 

 平成１６年９月期 ４０９５万６０００円 

 平成１７年９月期 ３７０３万８０００円 

（６）給与の認容額（別表８－１－１⑩） 

 平成１５年９月期 ３０５６万９６９６円 

 平成１６年９月期 ２８７５万６６９９円 

 平成１７年９月期 ３３０８万１３９８円 

（７）消耗品費の認容額（別表８－１－１⑪） 

 平成１５年９月期 １０７４万１５５４円 
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 平成１６年９月期 ８８４万８７９６円 

 平成１７年９月期 ７１４万０６７６円 

（８）雑収入の過大計上額（別表８－１－１⑫） 

 平成１５年９月期 ６０万００００円 

（９）家賃収入の過大計上額（別表８－１－１⑬） 

 平成１５年９月期 ３００万００００円 

 平成１６年９月期 ３００万００００円 

 平成１７年９月期 ２４０万００００円 

（10）未納事業税の損金算入額（別表８－１－１⑭） 

 平成１６年９月期 ９３１万３４００円 

 平成１７年９月期 ７９１万４５００円 

（11）所得金額（別表８－１－１⑯） 

 平成１５年９月期 １億０８２２万６３２５円 

 平成１６年９月期 ９１９３万７９１７円 

 平成１７年９月期 ８８９３万３３７８円 

 上記（１）の申告所得金額に、上記（２）ないし（４）の各金額を加算し、上記（５）ない

し（１０）の各金額を減算した金額。 

２ 本税の額 

（１）課税所得金額（別表８－１－２①） 

 平成１５年９月期 １億０８２２万６０００円 

 平成１６年９月期 ９１９３万７０００円 

 平成１７年９月期 ８８９３万３０００円 

 上記１（１１）の１０００円未満の端数を切り捨てた金額（通則法１１８条１項）。 

（２）税額（別表８－１－２⑥） 

 平成１５年９月期 ３１８２万７８００円 

 平成１６年９月期 ２６９４万１１００円 

 平成１７年９月期 ２６０３万９９００円 

 上記（１）の金額に、負担軽減措置法１６条１項１号所定の以下の税率を乗じて計算した金

額（別表８－１－２②～⑤）。 

 年８００万円以下の金額につき  １００分の２２ 

 年８００万円を超える金額につき １００分の３０ 

３ 過少申告加算税の額 

（１）対象となる所得金額（別表８－２－１⑯） 

 平成１５年９月期 １０４０万６４９４円 

 平成１７年９月期 ５６１万０４９７円 

 申告所得金額（上記１（１））に隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく金額、具体

的には、交際費等の損金不算入額（上記１（３））を加算し、未納事業税の損金算入額（上記

１（１０）））を減算した金額（別表８－２－１①～⑮）。 

（２）基礎となる税額（別表８－３②） 

 平成１５年９月期 ２４８万００００円 
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 平成１７年９月期 １２３万００００円 

 上記（１）の１０００円未満の端数を切り捨てた金額（通則法１１８条１項）に、負担軽減

措置法１６条１項１号所定の税率を乗じて算出した金額（別表８－２－２①～⑥）。ただし、

１万円未満の端数を切り捨てる（通則法１１８条３項）。 

（３）税額（別表８－３⑧） 

 平成１５年９月期 ３４万７０００円 

 平成１７年９月期 １５万９５００円 

 上記（２）の金額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に、上記（２）の金額から

５０万円を控除した金額に１００分の５の割合を乗じて計算した金額を加算する（通則法６５

条１項、平成２８年法律第１５号による改正前の通則法６５条２項）。 

４ 重加算税の額 

（１）対象となる税額（別表８－３④） 

 平成１５年９月期 ２９３４万００００円 

 平成１６年９月期 ２６９４万００００円 

 平成１７年９月期 ２４８０万００００円 

 納付すべき法人税額（上記２（２））から過少申告加算税の基礎となる税額（上記３（２）。

ただし、１万円未満の端数を切り捨てる前のもの）を差し引いた金額。ただし、１万円未満の

端数を切り捨てる（通則法１１８条３項）。 

 平成１６年９月期については、納付すべき法人税額（上記２（２））の１万円未満の端数を

切り捨てた金額（同項）。 

（２）税額（別表８－３⑨） 

 平成１５年９月期 １０２６万９０００円 

 平成１６年９月期 ９４２万９０００円 

 平成１７年９月期 ８６８万００００円 

 上記（１）の金額に１００分の３５を乗じて計算した金額（通則法６８条１項）。 
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（別表１－１） 

課税の経緯（法人税） 

 

事
業
年
度 

区分   

 

  項目 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

年月日 平成15年11月28日 平成20年6月26日 平成20年7月15日 平成20年9月2日 平成20年9月10日 平成21年9月8日 

所得金額 △1,138,664 85,383,522 

納付すべき法人税額 0 24,974,900 

繰越欠損金の当期控除額 － － 

過少申告加算税の額 － 270,500 

平
成
15
年
９
月
期 

重加算税の額 － 8,050,000 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年月日 平成16年11月29日 平成20年6月26日 平成20年7月15日 平成20年9月2日 平成20年9月10日 平成21年9月8日 

所得金額 △3,000,126 75,365,479 

納付すべき法人税額 0 21,969,500 

繰越欠損金の当期控除額 － － 

過少申告加算税の額 － － 

平
成
16
年
９
月
期 

重加算税の額 － 7,686,000 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年月日 平成17年11月25日 平成20年6月26日 平成20年7月15日 平成20年9月2日 平成20年9月10日 平成21年9月8日 

所得金額 0 69,370,608 

納付すべき法人税額 0 20,171,000 

繰越欠損金の当期控除額 818,527 － 

過少申告加算税の額 － 6,000 

平
成
17
年
９
月
期 

重加算税の額 － 7,035,000 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

（注）「所得金額」欄の△印は欠損金額を示す。 
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（別表１－２） 

課税の経緯（消費税等） 

 

課
税
期
間 

区分   

 

  項目 

 確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

年月日  平成15年11月28日 平成20年6月26日 平成20年7月15日 平成20年9月2日 平成20年9月10日 平成21年9月8日 

課税標準額 ① 842,153,000 887,466,000 887,091,000 

消費税額 ② 33,686,120 35,498,640 35,483,640 

仕入税額控除の額 ③ 30,328,689 22,139,377 22,143,142 

消
費
税 

差引税額（②－③） ④ 3,357,400 13,359,200 13,340,400 

課税標準となる 

消費税額 
⑤ 3,357,400 13,359,200 13,340,400 

地
方 

消
費
税 譲渡割額 ⑥ 839,300 3,339,800 3,335,100 

合計税額（④＋⑥） ⑦ 4,196,700 16,699,000 16,675,500 

過少申告加算税の額 ⑧ － 243,000 241,000 

平
成
15
年
９
月
課
税
期
間 

重加算税の額 ⑨ － 3,521,000 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

確
定
申
告
の
と
お
り 

3,521,000 

年月日  平成16年11月29日 平成20年6月26日 平成20年7月15日 平成20年9月2日 平成20年9月10日 平成21年9月8日 

課税標準額 ① 784,188,000 757,230,000 

消費税額 ② 31,367,520 30,289,200 

仕入税額控除の額 ③ 25,917,703 18,731,199 

消
費
税 

差引税額（②－③） ④ 5,449,800 11,558,000 

課税標準となる 

消費税額 
⑤ 5,449,800 11,558,000 

地
方 

消
費
税 譲渡割額 ⑥ 1,362,400 2,889,500 

合計税額（④＋⑥） ⑦ 6,812,200 14,447,500 

過少申告加算税の額 ⑧ － － 

平
成
16
年
９
月
課
税
期
間 

重加算税の額 ⑨ － 2,670,500 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

年月日  平成17年11月25日 平成20年6月26日 平成20年7月15日 平成20年9月2日 平成20年9月10日 平成21年9月8日 

課税標準額 ① 702,279,000 714,059,000 

消費税額 ② 26,753,485 28,562,360 

仕入税額控除の額 ③ 24,971,972 18,098,352 

消
費
税 

差引税額（②－③） ④ 1,781,500 10,464,000 

課税標準となる 

消費税額 
⑤ 1,781,500 10,464,000 

地
方 

消
費
税 譲渡割額 ⑥ 445,300 2,616,000 

合計税額（④＋⑥） ⑦ 2,226,800 13,080,000 

過少申告加算税の額 ⑧ － 244,000 

平
成
17
年
９
月
課
税
期
間 

重加算税の額 ⑨ － 2,964,500 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 

確
定
申
告
の
と
お
り 

棄
却 
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別表１－３－１ 本件各事業年度の所得金額 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

所得金額（更正処分前） ① △1,138,664 △3,000,126 0 

架空外注費等（③～⑤） ② 225,612,150 197,494,500 187,573,200 

内、架空外注費 ③ 216,718,150 197,494,500 185,451,200 

内、架空仕入れ ④ 8,894,000 0 0  

内、架空通信費 ⑤ 0 0 2,122,000 

交際費等の損金不算入額 ⑥ 11,545,158 10,106,773 13,524,997 

繰越欠損金の当期控除額 ⑦ 0 0 818,527 

加
算
額 

小計（②＋⑥＋⑦） ⑧ 237,157,308 207,601,273 201,916,724 

外注費の認容額 ⑨ 77,509,069 58,435,335 59,221,772 

給与の認容額 ⑩ 30,569,696 28,756,699 33,081,398 

消耗品費の認容額 ⑪ 10,741,554 8,848,796 7,140,676 

雑収入の過大計上額 ⑫ 600,000 0 0 

家賃収入の過大計上額 ⑬ 3,000,000 3,000,000 2,400,000 

未納事業税の損金算入額 ⑭ 0 9,313,400 7,914,500 

減
算
額 

小計（⑨～⑭） ⑮ 122,420,319 108,354,230 109,758,346 

所得金額（①＋⑧－⑮） ⑯ 113,598,325 96,246,917 92,158,378 

（注）「所得金額（更正処分前）」欄の△印は、欠損金額を示す。 

 

別表１－３－２ 本件各事業年度の法人税額 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

課税所得金額（1000円未満切り捨て） ① 113,598,000 96,246,000 92,158,000 

内、年800万円相当額以下の金額 ② 8,000,000 8,000,000 8,000,000 
 

内、年800万円相当額を超える金額 ③ 105,598,000 88,246,000 84,158,000 

②×22％ ④ 1,760,000 1,760,000 1,760,000 

③×30％ ⑤ 31,679,400 26,473,800 25,247,400 

法人税額（④＋⑤） ⑥ 33,439,400 28,233,800 27,007,400 
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別表１－４－１ 本件各事業年度の所得金額 

（隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく場合） 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

所得金額（更正処分前） ① △1,138,664 △3,000,126 0 

架空外注費等（③～⑤） ② 0 0 0 

内、架空外注費 ③ 0 0 0 

内、架空仕入れ ④ 0 0 0  

内、架空通信費 ⑤ 0 0 0 

交際費等の損金不算入額 ⑥ 11,545,158 10,106,773 13,524,997 

繰越欠損金の当期控除額 ⑦ 0 0  

加
算
額 

小計（②＋⑥＋⑦） ⑧ 11,545,158 10,106,773 13,524,997 

外注費の認容額 ⑨    

給与の認容額 ⑩ 0   

消耗品費の認容額 ⑪ 0   

雑収入の過大計上額 ⑫ 0   

家賃収入の過大計上額 ⑬ 0   

未納事業税の損金算入額 ⑭ 0 9,313,400 7,914,500 

減
算
額 

小計（⑨～⑭） ⑮ 0 9,313,400 7,914,500 

所得金額（①＋⑧－⑮） ⑯ 10,406,494 △2,206,753 5,610,497 

（注）「所得金額（更正処分前）」欄の△印は、欠損金額を示す。 

 

別表１－４－２ 本件各事業年度の法人税額 

（隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく場合） 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

課税所得金額（1000円未満切り捨て） ① 10,406,000 0 5,610,000 

内、年800万円相当額以下の金額 ② 8,000,000 0 5,610,000 
 

内、年800万円相当額を超える金額 ③ 2,406,000 0 0 

②×22％ ④ 1,760,000 0 1,234,200 

③×30％ ⑤ 721,800 0 0 

法人税額（④＋⑤） ⑥ 2,481,800 0 1,234,200 
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別表１－６－１ 本件各課税期間の消費税等の金額 

 

（単位：円） 

課税期間  

 項目 

平成15年９月 

課税期間 

平成16年９月 

課税期間 

平成17年９月 

課税期間 

売上高（税込み） ① 954,546,675 863,397,786 864,320,510 

資産の譲渡等の対価の額 

（税込み） 
② 954,076,776 823,380,176 776,563,755 

売上高 19,030,320 23,958,865 21,998,160 

雑収入 600,000 200,011 200,000 減算 

家賃収入 

③ 

3,000,000 4,415,000 4,623,000 

課税売上高（税込み） 

（②－③） 
④ 931,446,456 794,806,300 749,742,595 

課税標準額（④×100/105） 

（1000円未満切捨て） 
⑤ 887,091,000 756,958,000 714,040,000 

課税標準に対する消費税額 

（⑤×4/100） 
⑥ 35,483,640 30,278,320 28,561,600 

課税仕入れに係る支払対価の額 

（更正処分前・税込み） 
⑦ 796,128,086 680,339,703 655,514,265 

減算 外注費、仕入高、通信費 ⑧ 225,612,150 197,494,500 187,573,200 

加算 消耗品費 ⑨ 10,741,554 7,766,047 1,995,696 

差引課税仕入れに係る支払対価 

の額（⑦－⑧＋⑨） 
⑩ 581,257,490 490,611,250 469,936,761 

控除対象仕入税額 

（⑩×４/105） 
⑪ 22,143,142 18,689,952 17,902,352 

貸倒れに係る税額 ⑫ 0 0 0 

控除税額（⑪＋⑫） ⑬ 22,143,142 18,689,952 17,902,352 

納付すべき消費税額 

（⑥－⑬）（100円未満切捨て） 
⑭ 13,340,400 11,588,300 10,659,200 

納付すべき譲渡割額 

(⑭×0.25)(100円未満切捨て) 
⑮ 3,335,100 2,897,000 2,664,800 

納付すべき合計税額 

（⑭＋⑮） 
⑯ 16,675,500 14,485,300 13,324,000 
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別表１－６－２ 本件各課税期間の消費税等の金額 

（隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく場合） 

 

（単位：円） 

課税期間  

 項目 

平成15年９月 

課税期間 

平成16年９月 

課税期間 

平成17年９月 

課税期間 

売上高（税込み） ① 954,546,675 863,397,786 864,320,510 

資産の譲渡等の対価の額 

（税込み） 
② 954,076,776 823,380,176 776,563,755 

売上高 19,030,320 23,958,865 21,998,160 

雑収入（戊・Ｏからの金

額を除く。） 
0 200,011 200,000 減算 

家賃収入（戊・Ｏからの

金額を除く。） 

③ 

0 1,415,000 2,223,000 

課税売上高（税込み） 

（②－③） 
④ 935,046,456 797,806,300 752,142,595 

課税標準額（④×100/105） 

（1000円未満切捨て） 
⑤ 890,520,000 759,815,000 716,326,000 

課税標準に対する消費税額 

（⑤×4/100） 
⑥ 35,620,800 30,392,600 28,653,040 

課税仕入れに係る支払対価の額 

（更正処分前・税込み） 
⑦ 796,128,086 680,339,703 655,514,265 

減算 外注費、仕入高、通信費 ⑧ 0 0 0 

加算 消耗品費 ⑨ 0 0 0 

差引課税仕入れに係る 

支払対価の額（⑦－⑧＋⑨） 
⑩ 796,128,086 680,339,703 655,514,265 

控除対象仕入税額 

（⑩×4/105） 
⑪ 30,328,688 25,917,702 24,971,972 

貸倒れに係る税額 ⑫ 0 0 0 

控除税額（⑪＋⑫） ⑬ 30,328,688 25,917,702 24,971,972 

納付すべき消費税額 

（⑥－⑬）（100円未満切捨て） 
⑭ 5,292,100 4,474,800 3,681,000 

納付すべき譲渡割額 

(⑭×0.25)(100円未満切捨て) 
⑮ 1,323,000 1,118,700 920,200 

納付すべき合計税額 

（⑭＋⑮） 
⑯ 6,615,100 5,593,500 4,601,200 
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別表３－１ 

宰領に係る外注費の推計 

 

③Ｒ及びＳの外注費の合計額 

（①＋②） 

⑦外注先の葬儀件数 

（④＋⑤＋⑥） 

 
①Ｒの外注

費の額 

②Ｓの外注

費の額 
 

④Ｒの葬儀

件数 

⑤Ｓの葬儀

件数 

⑥Ｒ及びＳ

以外の外注

先の葬儀件

数 

 

⑧平均外注費の額 

(③÷(④＋⑤)) 

⑨外注費認容額 

(⑦×⑧) 

平成15年９月期 9,804,812 9,941,419 19,746,231 179 205 219 603 51,423 31,008,069 

平成16年９月期 7,910,349 7,683,529 15,593,878 132 155 114 401 54,335 21,788,335 

平成17年９月期 8,967,126 8,049,534 17,016,660 141 151 144 436 58,277 25,408,772 
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別表５ 

交際費等の損金不算入額等の算定 

 

（単位：円） 

区分 
平成15年 

９月期 

平成16年 

９月期 

平成17年 

９月期 

① 確定申告書に記載された交際費等の額 2,297,596 4,268,187 366,519 

 
飲食及び宴会代金の負担に係る支出の額 

（本件拡販費１）［別紙２第１］ 
2,131,249 1,842,930 1,300,000 

 
陶器の購入に係る支出の額 

（本件拡販費２）［別紙２第２］ 
1,730,925 874,650 1,756,650 

 
商品券の購入に係る支出の額 

（本件拡販費３）［別紙２第３］ 
5,690,000 4,190,000 4,220,000 

 
ギフトセット及び食料品等の購入に係る支出の額 

（本件拡販費４）［別紙２第４］ 
898,484 3,199,193 2,118,480 

 
寺院へのお祝い金名目等での金銭の支出の額 

（本件拡販費５）［別紙２第５］ 
1,000,000 0 2,000,000 

② 
交際費等に該当する支出の額 

（上記の合計金額） 
11,450,658 10,106,773 11,395,130 

 
その他の支出の額 

（本件拡販費６）［別紙２第６］ 
94,500 0 5,400,000 

③ 
損金の額に算入できない支出の額 

（上記の合計金額） 
94,500 0 5,400,000 

④ 
交際費等に該当する支出の額及び損金の額に 

算入できない支出の額の合計額（②＋③） 
11,545,158 10,106,773 16,795,130 

⑤ 交際費等の損金算入限度額 0 3,600,000 3,600,000 

⑥ 確定申告書の損金不算入額 2,297,596 668,187 36,652 

⑦ 
所得に加算すべき損金不算入額 

（①＋④－⑤－⑥） 
11,545,158 10,106,773 13,524,997 
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（別表６） 

課税の経緯（法人税） 

 

平成１０年９月期 単位：円 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 区分  

 項目 平成10年11月19日 平成13年11月13日 平成13年11月20日 平成14年2月19日 平成14年3月11日 

所得金額 ① 22,476,206 70,486,180 22,476,206  22,476,206 

①に対する税額 ② 7,668,500 25,672,250 7,668,500 棄 7,668,500 

控除所得税額 ③ 88,146 88,146 88,146  88,146 

差引所得に対する 

法人税額(②－③) 
④ 7,580,300 25,584,100 7,580,300  7,580,300 

既に納付の 

確定した本税額 
⑤ 4,046,500 7,580,300 4,046,500 却 4,046,500 

差引納付すべき 

法人税額(④－⑤) 
⑥ 3,533,800 18,003,800 3,533,800  3,533,800 

過少申告加算税 ⑦  2,316,500    

 

平成１１年９月期 単位：円 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 区分  

 項目 平成11年11月22日 平成13年11月13日 平成13年11月20日 平成14年2月19日 平成14年3月11日 

所得金額 ① 25,482,701 96,812,967 25,482,701  25,482,701 

①に対する税額 ② 8,031,290 32,640,140 8,031,290 棄 8,031,290 

控除所得税額 ③ 296,683 296,683 296,683  296,683 

差引所得に対する 

法人税額(②－③) 
④ 7,734,600 32,343,400 7,734,600  7,734,600 

既に納付の 

確定した本税額 
⑤ 3,790,100 7,734,600 3,790,100 却 3,790,100 

差引納付すべき 

法人税額(④－⑤) 
⑥ 3,944,500 24,608,800 3,944,500  3,944,500 

過少申告加算税 ⑦  3,288,500    

 

平成１２年９月期 単位：円 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 区分  

 項目 平成12年11月9日 平成13年11月13日 平成13年11月20日 平成14年2月19日 平成14年3月11日 

所得金額 ① 45,138,665 100,590,201 45,138,665  45,138,665 

①に対する税額 ② 12,901,400 29,537,000 12,901,400 棄 12,901,400 

留保所得金額 ③ 12,286,000 0 12,286,000  12,286,000 

③に対する税額 ④ 1,228,600 0 1,228,600  1,228,600 

控除所得税額 ⑤ 11,054 11,054 11,054  11,054 

差引所得に対する

法人税額 

（②＋④－⑤） 

⑥ 14,118,900 29,525,900 14,118,900  14,118,900 

既に納付の 

確定した本税額 
⑤ 3,867,300 14,118,900 3,867,300 却 3,867,300 

差引納付すべき法

人税額(④－⑤) 
⑥ 10,251,600 15,407,000 10,251,600  10,251,600 

過少申告加算税 ⑦  1,603,500    
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別表８－１－１ 本件各事業年度の所得金額 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

所得金額（更正処分前） ① △1,138,664 △3,000,126 0 

架空外注費等（③～⑤） ② 225,612,150 197,494,500 187,573,200 

内、架空外注費 ③ 216,718,150 197,494,500 185,451,200 

内、架空仕入れ ④ 8,894,000 0 0  

内、架空通信費 ⑤ 0 0 2,122,000 

交際費等の損金不算入額 ⑥ 11,545,158 10,106,773 13,524,997 

繰越欠損金の当期控除額 ⑦ 0 0 818,527 

加
算
額 

小計（②＋⑥＋⑦） ⑧ 237,157,308 207,601,273 201,916,724 

外注費の認容額 ⑨ 82,881,069 62,744,335 62,446,772 

給与の認容額 ⑩ 30,569,696 28,756,699 33,081,398 

消耗品費の認容額 ⑪ 10,741,554 8,848,796 7,140,676 

雑収入の過大計上額 ⑫ 600,000 0 0 

家賃収入の過大計上額 ⑬ 3,000,000 3,000,000 2,400,000 

未納事業税の損金算入額 ⑭ 0 9,313,400 7,914,500 

減
算
額 

小計（⑨～⑭） ⑮ 127,792,319 112,663,230 112,983,346 

所得金額（①＋⑧－⑮） ⑯ 108,226,325 91,937,917 88,933,378 

（注）「所得金額（更正処分前）」欄の△印は、欠損金額を示す。 

 

別表８－１－２ 本件各事業年度の法人税額 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

課税所得金額（1000円未満切り捨て） ① 108,226,000 91,937,000 88,933,000 

内、年800万円相当額以下の金額 ② 8,000,000 8,000,000 8,000,000 
 

内、年800万円相当額を超える金額 ③ 100,226,000 83,937,000 80,933,000 

②×22％ ④ 1,760,000 1,760,000 1,760,000 

③×30％ ⑤ 30,067,800 25,181,100 24,279,900 

法人税額（④＋⑤） ⑥ 31,827,800 26,941,100 26,039,900 
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別表８－２－１ 本件各事業年度の所得金額 

（隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく場合） 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

所得金額（更正処分前） ① △1,138,664 △3,000,126 0 

架空外注費等（③～⑤） ② 0 0 0 

内、架空外注費 ③ 0 0 0 

内、架空仕入れ ④ 0 0 0  

内、架空通信費 ⑤ 0 0 0 

交際費等の損金不算入額 ⑥ 11,545,158 10,106,773 13,524,997 

繰越欠損金の当期控除額 ⑦ 0 0  

加
算
額 

小計（②＋⑥＋⑦） ⑧ 11,545,158 10,106,773 13,524,997 

外注費の認容額 ⑨    

給与の認容額 ⑩ 0   

消耗品費の認容額 ⑪ 0   

雑収入の過大計上額 ⑫ 0   

家賃収入の過大計上額 ⑬ 0   

未納事業税の損金算入額 ⑭ 0 9,313,400 7,914,500 

減
算
額 

小計（⑨～⑭） ⑮ 0 9,313,400 7,914,500 

所得金額（①＋⑧－⑮） ⑯ 10,406,494 △2,206,753 5,610,497 

（注）「所得金額（更正処分前）」欄の△印は、欠損金額を示す。 

 

別表８－２－２ 本件各事業年度の法人税額 

（隠ぺい又は仮装されていない事実のみに基づく場合） 

 

（単位：円） 

事業年度   

  項目 
平成15年９月期 平成16年９月期 平成17年９月期 

課税所得金額（1000円未満切り捨て） ① 10,406,000 0 5,610,000 

内、年800万円相当額以下の金額 ② 8,000,000 0 5,610,000 
 

内、年800万円相当額を超える金額 ③ 2,406,000 0 0 

②×22％ ④ 1,760,000 0 1,234,200 

③×30％ ⑤ 721,800 0 0 

法人税額（④＋⑤） ⑥ 2,481,800 0 1,234,200 

 


